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変更の届出について 
（指定介護老人福祉施設）  

１ 届出を要する変更事項 
  ① 事業所（施設）の名称 
   ② 事業所（施設）の所在地 

   ③ 開設者の名称及び主たる事務所の所在地 
   ④ 代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

   ⑤ 定款・寄付行為等及びその登記簿謄本・条例等（当該事業に関するものに限る。） 
  ⑥ 事業所(施設)の建物の構造、専用区画等 
   ⑦ 事業所(施設)の管理者の氏名及び住所 
   ⑧ 運営規程 
  ⑨ 協力医療機関（病院）・協力歯科医療機関 
   ⑩ 併設施設の状況等 
   ⑪ 役員の氏名、生年月日及び住所 
  ⑫ 介護支援専門員の氏名及び登録番号 
 

２ 提出時期 
    所定の事項に変更があったときから１０日以内 

  （介護保険法第８９条）  
３ 提出先 

（１）北九州市、福岡市及び久留米市に所在する施設 

   当該施設の所在する市 

（２）（１）以外の施設 

   施設の所在地を管轄する保健福祉環境事務所  
４ 提出書類 
（１）事業所（施設）の名称 
  ①変更届出書（様式第３号） 

  ②変更理由書(届出書の記載内容で理由が確認できれば不要） 

  ③変更内容が確認できる法人の登記簿謄本、定款（寄付行為）、若しくは当該内容を決定した際の理

   事会議事録の写し 
    （注）老人福祉法に基づく「老人ホーム事業変更届」が必要  
（２）事業所（施設）の所在地 
  ①変更届出書（様式第３号） 

  ②変更理由書(届出書の記載内容で理由が確認できれば不要） 

  ③変更内容が確認できる法人の登記簿謄本、定款、若しくは当該内容を決定した際の理事会議事録の

   写し 
     （注）老人福祉法に基づく「老人ホーム事業変更届」が必要  
（３）開設者の名称及び主たる事業所の所在地 
  ①変更届出書（様式第３号） 

  ②変更理由書(届出書の記載内容で理由が確認できれば不要） 

  ③変更内容が確認できる法人の登記簿謄本、定款、若しくは当該内容を決定した際の理事会議事録の

   写し  
（４）代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 

  ①変更届出書（様式第３号） 
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  ②変更理由書(届出書の記載内容で理由が確認できれば不要） 

  ③変更内容が確認できる法人の登記簿謄本、定款、若しくは当該内容を決定した際の理事会議事録の

   写し 

  ④誓約書様式２（欠格事由） 

  ⑤誓約書別添１（暴力団）  
（５）定款・寄付行為等及びその登記簿謄本・条例等（当該事業に関するものに限る。） 
  ①変更届出書（様式第３号） 

  ②変更理由書(届出書の記載内容で理由が確認できれば不要） 
  ③変更後の定款（寄付行為）、登記簿謄本の写し、条例等の写し  
（６）事業所(施設)の建物の構造、専用区画等 
  ①変更届出書（様式第３号） 

  ②変更理由書(届出書の記載内容で理由が確認できれば不要） 
  ③変更面積等比較表（該当項目のみ記載すること） 
  ④建物の立面図（変更前及び変更後：Ａ４又はＡ３サイズ） 
  ⑤建物の平面図（変更前及び変更後：Ａ４又はＡ３サイズ） 
   （注）当該建物建設費・整備費等に補助金が含まれている場合は、補助金適正化法に基づき、財産

     処分等の申請承認が必要になる場合があるので事前に相談すること。  
（７）事業所(施設)の管理者の氏名及び住所 
  ①変更届出書（様式第３号） 

  ②変更理由書(届出書の記載内容で理由が確認できれば不要） 
  ③管理者変更を決定した際の理事会の議事録の写し 
  ④管理者の資格を証する書類(資格証、経歴書又は講習修了証） 
  ⑤従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙 高齢５－１）・・管理者分のみ 
  ⑥組織図 
  ⑦誓約書様式２（欠格事由） 
  ⑧誓約書別添１（暴力団） 
   （注）介護老人福祉施設の管理者(施設長）については、 
      ①社会福祉主事の資格を持っている。  
      ②社会福祉事業に２年以上従事した経験がある。 
      ③厚生労働省指定の「社会福祉施設長資格認定講習」を修了している。 
            のいずれかを満たす必要がある。 
       
（８）運営規程 
  ①変更届出書（様式第３号） 

  ②変更理由書(届出書の記載内容で理由が確認できれば不要） 

  ③変更前・後の「運営規程」（利用料のみ変更は、変更前・後の利用料一覧表のみでも可） 
   （注）変更箇所を蛍光ペン（黄色）で色づけすること。 

  ④ (入所定員が変更となる場合）従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙 高齢５－１） 
    （注）入所定員が変更となる場合、老人福祉法に基づく「入所定員変更認可」が必要 
    （注）職員の定数や職務内容を変更する場合、施設の運営方針を変更する場合は、老人福祉法に基

     づく｢老人ホーム事業変更届｣が必要  
（９）協力医療機関・協力歯科医療機関 
  ①変更届出書（様式第３号） 

  ②変更理由書(届出書の記載内容で理由が確認できれば不要） 

  ③変更後の「協力病院等一覧」 

  ④契約書等の写し 
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（10）併設施設の状況等 
  ①変更届出書（様式第３号） 

  ②変更理由書(届出書の記載内容で理由が確認できれば不要） 

  ③変更後の「併設施設の概要」  
（11）役員（理事・監事）の氏名、生年月日及び住所 
  ①変更届出書（様式第３号） 

  ②誓約書様式２（欠格事由） 

  ③誓約書別添１（暴力団） 

   （注）他の介護事業の変更届に原本を添付する場合は、写しで可。添付した事業名を余白に記載。  
（12）介護支援専門員の氏名及び登録番号 
  ①変更届出書（様式第３号） 

  ②変更理由書(届出書の記載内容で理由が確認できれば不要） 

  ③当該事務所に勤務する介護支援専門員一覧(別紙３） 

  ④介護支援専門員の資格書の写し（「４０」で始まる番号の記載されたもの）  
５ 根拠法令 
  ① 介護保険法(平成９年法律第１２３号) 
    (変更の届出) 
    第八十九条 指定介護老人福祉施設の開設者は、開設者の住所その他の厚生労働省令で定める事項に変更があっ

     たときは、厚生労働省令で定めるところにより、十日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければならな

     い。  
  ② 介護保険法施行規則(平成１１年厚生省令第３６号) 
    (指定介護老人福祉施設に係る指定の申請等) 
    第百三十四条 法第八十六条第一項の規定により指定介護老人福祉施設の指定を受けようとする者は、次に掲げ
     る事項を記載した申請書又は書類を、当該指定の申請に係る施設の開設の場所を所管する都道府県知事に提出
     しなければならない。 
     一 施設の名称及び開設の場所 
     二 開設者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、住所及び職名 
     三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日 
     四 開設者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等 
     五 特別養護老人ホームの認可証等の写し 
     六 併設する施設がある場合にあっては、当該併設する施設の概要 
     七 建物の構造概要及び平面図(各室の用途を明示するものとする。)並びに設備の概要 
     八 入所者の推定数 
     九 施設の管理者の氏名、生年月日及び住所 
     十 運営規程 
     十一 入所者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 
     十二 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 
     十三 当該申請に係る事業に係る資産の状況 
     十四 指定介護老人福祉施設基準第二十八条第一項(指定介護老人福祉施設基準第四十九条において準用する
       場合を含む。)に規定する協力病院の名称及び診療科名並びに当該協力病院との契約の内容(指定介護老人
       福祉施設基準第二十八条第二項(指定介護老人福祉施設基準第四十九条において準用する場合を含む。)に
       規定する協力歯科医療機関があるときは、その名称及び当該協力歯科医療機関との契約の内容を含む。) 
     十五 当該申請に係る事業に係る施設介護サービス費の請求に関する事項 
     十六 法第八十六条第二項各号(法第八十六条の二第四項において準用する場合を含む。)に該当しないことを
       誓約する書面(以下この条及び第百三十五条において「誓約書」という。) 
     十七 役員の氏名、生年月日及び住所 
     十八 介護支援専門員の氏名及びその登録番号 
     十九 その他指定に関し必要と認める事項 
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    ２ 法第八十六条の二第一項の規定に基づき指定介護老人福祉施設に係る指定の更新を受けようとする者は、第
     一項各号(第三号及び第十六号を除く。)に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該
     指定に係る施設の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。 
     一 現に受けている指定の有効期間満了日 
     二 誓約書 
    ３ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る施設が既に当該都道府県知事に提出している第
     一項第四号から第十四号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の
     提出を省略させることができる。 
    (指定介護老人福祉施設の開設者の住所の変更の届出等) 
    第百三十五条 指定介護老人福祉施設の開設者は、第百三十四条第一項第一号、第二号、第四号(当該指定に係る
     事業に関するものに限る。)、第六号、第七号、第九号、第十号、第十四号、第十五号、第十七号及び第十八号
     に掲げる事項に変更があったときは、当該変更に係る事項について当該指定介護老人福祉施設の開設の場所を
     管轄する都道府県知事に届け出なければならない。この場合において、当該指定介護老人福祉施設の開設者の
     役員又はその長の変更に伴うものは、誓約書を添付して行うものとする。 
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様式第３号

変　更　届　出　書

  　　年　　月　　日

福 岡 県 知 事　殿

 住　所

(所在地)

 氏　名 印

(名称及び代表者職・氏名)

　次のとおり指定（許可）を受けた内容を変更しましたので届け出ます。

介護保険事業所番号 ４ ０

介護保険法人番号 ０

サ ー ビ ス の 種 類

変 更 が あ っ た 事 項 変　更　の　内　容

1 事業所（施設）の名称 (変更前)

2 事業所（施設）の所在地

3 事業（開設）者の名称・主たる事務所の所在地

4 代表者の職・氏名、生年月日及び住所

5 定款・寄附行為及びその登記事項証明書、条例等

（当該事業に関するものに限る。）

6 事業所（施設）の建物の構造、専用区画等

7 備品

（訪問入浴介護事業及び介護予防訪問入浴介護事業に限る。）

8 事業所（施設）の管理者の氏名、生年月日及び住所

（介護老人保健施設を除く。）

9 サービス提供責任者の氏名及び住所

10 運営規程

11 協力医療機関（病院）・協力歯科医療機関

12 事業所の種別

13 提供する居宅療養管理指導の種類 (変更後)

14 事業実施形態

（単独型、本体施設が特別養護老人ホームの場合の

　空床利用型・併設型の別）

15 入院患者又は入所者の定員

16 福祉用具の保管及び消毒方法

（委託している場合にあっては、委託先の状況）

17 併設施設の状況等

18 役員の氏名、生年月日及び住所

19 介護支援専門員の氏名及びその登録番号

20 その他

変　更　年　月　日 　　　　年　　月　　日

備考１　該当項目番号に○を付してください。

　　２　変更内容が分かる書類を添付してください。

　　３　この様式は、九州各県（沖縄県を除く。以下同じ。）の共通様式ですので、宛先を書き換えて

　　　いただければ、九州各県で使用できます。

指定内容を変更した事業所（施設）

事業(開設)者

名 称

所在地
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                     変 更 理 由 書  

  （変更の目的、変更の結果改善される点などを、簡潔に記入して下さい。 ) 
 

  (施設名）  
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(様式２)　提出の際は、必ず裏面と合わせて両面コピーしてください。

介護保険法第７０条第２項各号等の規定に該当しない旨の誓約書

平成　　年　　月　　日

　　福　岡　県　知　事　　殿

　申請者及び下記役員等が、別記各号のいずれにも該当しない者であることを誓約します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名　称 印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名

事業所名 事業所番号 ４０

介護保険法人番号

役員等名簿（当該事業所の管理者は必ず含まれます。また、代表者についても記入してください。）

（ふりがな） 生年月日 住　　　　　　　　　所 押印

氏　　　名 役職名・呼称 自宅Tel. 自宅Fax.

〒　　－　

〒　　－　

〒　　－　

〒　　－　

〒　　－　

〒　　－　

〒　　－　

〒　　－　

〒　　－　

〒　　－　

　この文書での「介護保険法第７０条第２項各号等」とは、以下の条項を指します。

　　居宅サービス事業所：介護保険法第７０条第２項各号、介護予防サービス事業所：第１１５条の２第２項各号、居宅介

　護支援事業所：第７９条第２項各号、介護老人福祉施設：第８６条第２項各号、介護老人保健施設：第９４条第３項各号、

　地域密着型サービス事業所：第７８条の２第４項各号、地域密着型介護予防サービス事業所：第１１５条の１２第２項各

　号、介護予防支援事業所：第１１５条の２２第２項各号、介護療養型医療施設：健康保険法等の一部を改正する法律（平

　成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の規定

　による改正前の介護保険法第１０７条第３項各号

(　　　　　　　　　)

辞任

就任

(　　　　　　　　　)

サービスの
種類事業所所在市区町村名

(　　　　　　　　　)

辞任

(　　　　　　　　　)

(　　　　　　　　　)

(　　　　　　　　　)

(　　　　　　　　　)

(　　　　　　　　　)

(　　　　　　　　　)

(　　　　　　　　　)

辞任

辞任

就任

就任

辞任

就任

就任

就任

辞任

辞任

就任

就任

就任年月日

辞任

辞任年月日

就任

辞任

就任

辞任
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（別記）該当していないことを確認する事項 （裏面）
(注)①　特に記載のない限り、条文は介護保険法のものです。但し、「旧法」とは、健康保険法等の一部を改正する法律
 （平成１８年法律第８３号）附則第１３０条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第２６条の
 規定による改正前の介護保険法を、「条例」とは、福岡県介護サービス事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条
 例（平成２４年福岡県条例第５５号）をさします。

１　申請者が法人でない。
２　当該申請に係る事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、第７４条第１項又は第１１５条の４第１項
　の条例で定める基準及び同項の条例で定める員数を満たしていない。
３　申請者が、第７４条第２項に規定する指定居宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正
　な居宅サービスの事業の運営をすることができないと認められる。
３－２　申請者が、第１１５条の４第２項に規定する指定介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な
　支援の方法に関する基準又は指定介護予防サービスの事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な介護
　予防サービス事業の運営をすることができないと認められる。
４　申請者又はその役員等が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくな
　るまでの者である。
５　申請者又はその役員等が、この法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるもの
　の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者である。
５－２　申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行
　を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。
５－３　申請者が、社会保険各法又は労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和４４年法律第８４号）の
　定めるところにより納付義務を負う保険料、負担金又は掛金（地方税法の規定による国民健康保険税を含む。
　以下「保険料等」という。）について、当該申請をした日の前日までに、これらの法律の規定に基づく滞納
　処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から正当な理由なく三月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日
　以降に納期限の到来した保険料等の全て（当該処分を受けた者が、当該処分に係る保険料等の納付義務を負
　うことを定める法律によって納付義務を負う保険料等に限る。）を引き続き滞納している者であるとき。
６　申請者が、第７７条第１項等の規定により指定もしくは許可を取り消され、その取消しの日から起算して
　５年を経過しない者である。
６－２　申請者の役員等が、第７７条第１項等の規定により指定もしくは許可を取り消され、その取消しの日
　から起算して５年を経過しない法人において、当該取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通
　知があった日前６０日以内に当該法人の役員等であった。
６－３　申請者の役員等が、第７７条第１項等の規定により指定もしくは許可を取り消され、その取消しの日
　から起算して５年を経過しない法人でない病院等で、当該通知があった日前６０日以内に当該病院等の管理
　者であった。
６－４　申請者と密接な関係を有する者が、第７７条第１項等の規定により指定もしくは許可を取り消され、
　その取消しの日から起算して５年を経過しない者である。
７　申請者が、第７７条第１項等の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通
　知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第７５条等の規定による
　事業の廃止の届出又は指定の辞退をした者で、当該届出の日から起算して５年を経過しない者である。
　ただし、当該事業の廃止又は指定の辞退について相当の理由がある者を除く。
７－２　申請者が、第７６条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日までの間に第７５条等
　の規定による事業の廃止の届出又は指定の辞退をした者で、当該届出の日から起算して５年を経過しない者
　である。ただし、当該事業の廃止又は指定の辞退について相当の理由がある者を除く。
８　前号に規定する期間内に第７５条等の規定による事業の廃止の届出又は指定の辞退があった場合において、
　申請者の役員等が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人の役員等で、当該届出の日から起算
　して５年を経過しないものである。ただし、当該事業の廃止又は指定の辞退について相当の理由がある法人
　を除く。
８－２　第７号に規定する期間内に第７５条等の規定による事業の廃止の届出又は指定の辞退があった場合に
　おいて、申請者の役員等が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人でない病院等の管理者であ
　った者で、当該届出の日から起算して５年を経過しない者である。ただし、当該事業の廃止又は指定の辞退
　について相当の理由がある法人を除く。
９　申請者又はその役員等が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為をし
　た者である。
１０　申請者又はその役員等が、条例第２８条第１項各号及び第２項各号に掲げる者である。

　用する医療法第９条第２項、旧法第１１３条、第１１５条の５、第１１５条の１５、及び、第１１５条の２５を指します。
⑨　個人開設の病院等で可能なサービスにおいて個人で指定を受ける場合、１はこの事項から除外します。また、６－２以
　降の「申請者の役員等」は、「申請者又はその役員等」と読み替えます。
⑩　９において、「居宅サービス等」とは、第２３条に規定されているとおりです。

⑦　６以降の「第７７条第１項等」とは、第７７条第１項、第７８条の１０第１項、第８４条第１項、第９２条第１項、第
　１０４条第１項、旧法第１１４条第１項、第１１５条の９第１項、第１１５条の１９第１項、及び第１１５条の２９第１
　項を指します。
⑧　７以降の「第７５条等」とは、第７５条、第７８条の５、第７８条の８、第８２条、第９１条、第１０５条において準

　支援センター)は、「設備及び」を削除します。
⑥　介護予防サービス、地域密着型介護予防サービスのみ事業所及び介護予防支援事業所（地域包括支援センター）の場合
　は、３は除外します。また、介護予防サービス、地域密着型介護予防サービスの指定を受けていない場合は、３－２は除
　外します。

　設」に、地域密着型サービスは「第７８条の４第２項又は第４項」と「地域密着型サービスの事業」に読み替えます。
⑤　３－２においては、「第１１５条の４第２項」と「介護予防サービス」を、地域密着型介護予防サービス事業所は、
　「第１１５条の１４第２項又は第４項」と「地域密着型介護予防サービス」に、介護予防支援事業所（地域包括支援セン
　ター)は、「第１１５条の２４第２項」と「指定介護予防支援」に読み替えます。また、介護予防支援事業所（地域包括

　予防支援事業所（地域包括支援センター）は、「第１１５条の２４第１項」に読み替えます。
④　３においては、「第７４条第２項」と「居宅サービスの事業」を、居宅介護支援事業所は、「第８１条第２項」と「居
　宅介護支援の事業」に、介護老人福祉施設は、「第８８条第２項」と「介護老人福祉施設」に、介護老人保健施設は、
　「第９７条第３項」と「介護老人保健施設」に、介護療養型医療施設は「旧法第１１０条第２項」と「介護療養型医療施

②　「病院等」とは病院、診療所及び薬局を意味します。
③　２においては、「第７４条第１項又は第１１５条の４第１項」を、居宅介護支援事業所は、「第８１条第１項」に、介
　護老人福祉施設は、「第８８条第１項」に、介護老人保健施設は、「第９７条第１項及び第２項」に、介護療養型医療施
　設は「旧法第１１０条第１項」に、地域密着型サービスは「第７８条の４第１項又は第１１５条の１４第１項」に、介護
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提出の際は、必ず裏面と合わせて両面コピーしてください。

暴力団排除に係る誓約書

年　　月　　日

　　　福 岡 県 知 事　　殿

　所在地

申請者　名　称 印

　代表者名

事業所番号 ４ ０

役員等名簿（当該事業所の管理者は必ず含まれます。また、代表者についても記入してください。）

生年月日

役職名・呼称

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

　２　申請者の運営する施設・事業所は、基準条例第６条の２（基準条例第１２条、第１７条、第２１条又は第２６条に
　　おいて準用する場合を含む。以下同じ。）に該当しません。

別添１

　　(4) 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者であった場合

　　(1) 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用している者

　　(2) 契約の相手方が暴力団員であることを知りながら、その者と商取引に係る契約を締結している者

　　(3) 暴力団又は暴力団員に対して経済上の利益又は便宜を供与している者

　　(5) その他暴排条例に抵触した場合

　６　４又は５の場合、貴県に対して異議を申し立てず、かつ、損害賠償を求めません。

　　(2) 暴排条例第２２条の規定に基づく勧告を受けた場合

　　(3) 暴排条例第２３条の規定に基づく事実の公表を受けた場合

サービスの種類

事業所又は施設の名称

(　　　　　　　　　　　　)

(　　　　　　　　　　　　)

　５　指定（更新）又は許可（更新）を受けた後に、申請者、申請者の役員及び事業所若しくは施設の管理者が、４のいず
　　れかに該当した場合又は基準条例第６条の２に違反した場合には、本指定（更新）に係る事業（施設）の廃止の届出又
　　は指定の辞退を行います。

　　(1) 基準条例第２８条第１項各号又は第２項各号に掲げる者であった場合

　３　申請者、申請者の役員及び介護保険法上の指定（更新）又は許可（更新）の申請に係る事業所又は施設の管理者は、
　　次に例示する福岡県暴力団排除条例（以下「暴排条例」といいます。）第２条第１号の暴力団（以下単に「暴力団」と
　　いいます。）又は暴排条例第２条第２号の暴力団員（以下単に「暴力団員」といいます。）と密接な関係を有する者で
　　はありません。

(　　　　　　　　　　　　)

性別

男　・　女

男　・　女

記

住　　　　　　　　　所 押印

事業所又は施設の所在市区町村名

氏　　　名

（ふりがな）

　４　申請者、申請者の役員若しくは事業所又は施設の管理者が、次のいずれかに該当した場合には、本申請を取り下げま
　　す。

　　　年　月　日

男　・　女

　　　年　月　日

　　(4) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している者

　　　年　月　日

　　申請者及び役員等は、下記のことを誓約します。
　　なお、本誓約書の内容について、福岡県が福岡県警察本部に照会することを承諾します。

　１　申請者は、福岡県介護サービス事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条例（以下「基準条例」といいま
　　す。）第２８条第１項各号及び第２項各号に掲げる者ではありません。

就任年月日
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役員等名簿（当該事業所の管理者は必ず含まれます。また、代表者についても記入してください。）

生年月日

役職名・呼称

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

〒　　　　－　

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

　　　年　月　日

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

(　　　　　　　　　　　　)

　　　年　月　日

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

　　　年　月　日

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

　　　年　月　日

　　　年　月　日

男　・　女

　　　年　月　日

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

　　　年　月　日

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

　　　年　月　日

　　　年　月　日

　　　年　月　日

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

　　　年　月　日

　　　年　月　日

男　・　女

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

(　　　　　　　　　　　　)

　　　年　月　日

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

　　　年　月　日

(　　　　　　　　　　　　)
男　・　女

　　　年　月　日

氏　　　名 就任年月日
住　　　　　　　　　所

（ふりがな）

(　　　　　　　　　　　　)

性別
押印

男　・　女

　　　年　月　日

　　　年　月　日

男　・　女

(　　　　　　　　　　　　)
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施設名

変更前 ㎡ （用途地域の別：　　　　　　　　　　　　　　）
変更後 ㎡ （用途地域の別：　　　　　　　　　　　　　　）

造 建築面積 ㎡
階建 延べ面積 ㎡
造 建築面積 ㎡
階建 延べ面積 ㎡

建物の平面図
１人当たり

面積（㎡）

１0.65㎡／人

１室４人以下

１人当たり １人当たり

面積（㎡） 面積（㎡）

機能訓練室 １㎡／人

食堂 ２㎡／人

共同生活室 ２㎡／人

場所（階） 床面積（㎡） 設　備 その他 場所（階） 床面積（㎡） 設　備 その他 施設基準
静　養　室
医　務　室
浴　　室
特別浴室
洗　面　所
便　　所
サービスステーション

調　理　室（厨房）
洗　濯　室
汚物処理室

場所（階） 片廊下（m） 中廊下（m） 設備・その他 場所（階） 片廊下（m） 中廊下（m） 設備・その他 施設基準
片廊下1.8m以上
中廊下2.7m以上
手摺りを設けること

（注１）変更事項のみの記載で構いません。

（注２）枠が足りない場合等には、適宜様式を変更して構いません。

施設基準

施設基準
床面積（㎡）

その他項目 変　　　更　　　後変　　　更　　　前

廊下の幅

(ユニット方の場合は、
原則個室で、13,2㎡/
室)

場所（階）

変更後

変更前

床面積（㎡）場所（階）

変　　　更　　　後変　　　更　　　前

設備・その他 設備・その他場所（階）

変　更　面　積　等　比　較　表（介護老人福祉施設）

敷地の面積・平面図

建物の構造概要
変更後

変更前

居　　　室

その他（設備等）面積（㎡）定員（人）部屋番号等
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参考様式２

事業所又は施設の名称

カ　ナ

氏　名

（郵便番号　　　　－　　　　　）

職　務　内　容

備　　考 （研修等の受講の状況等）

備考１　(     )には、「管理者」、「サービス提供責任者」、「経験看護師」又は「計画作成担当者」と記入してください。

　　　２　住所・電話番号は、自宅のものを記入してください。

　　　３　当該管理者が管理する事業所・施設が複数の場合は、「事業所又は施設名」欄を適宜拡張して、

　　　　　その全てを記入してください。

　　　４　介護関係の職歴については、開設法人名と事業所名の両方を記載してください。

（　　　　　　　　　　　　）　経　　歴　　書

生年月日

主　　な　　職　　歴　　等

　　年　　月　　～　　　年　　月 勤　　務　　先　　等

  年　　　月　　　日

住所

電話番号

職　　務　　に　　関　　連　　す　　る　　資　　格

資　　格　　の　　種　　類 資　　格　　取　　得　　年　　月　　日
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（別紙　高齢５－１）　（介護老人福祉施設）
従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（　　年　　月分） サービス種類（　   ）

事業所名 　　（　　   ）
［入所定員（見込）数等 名］

第１週 第２週 第３週 第４週

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

備考１　＊欄には、当該月の曜日を記入して下さい。

　　　２　申請する事業にかかる従業者全員（管理者を含む）について、４週間分の勤務すべき時間数を記入して下さい。

　　　3　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載し、「週平均の勤務時間」については、職種ごとのＡの小計と、Ｂ～Ｄまでを加えた数の小計の行を挿入して下さい。

　　　　勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従Ｄ：常勤以外で兼務

　　　４　常勤換算が必要な職種は、Ａ～Ｄの「週平均の勤務時間」をすべて足し、常勤の従業者が週に勤務すべき時間数で割って、「常勤換算後の人数」を算出して下さい。

　　　５　サービス提供が単位（共同生活住居）ごとにおこなわれるサービス種類の場合は、各単位（各共同生活住居）ごとに区分して記入して下さい。

　　　６　算出にあたっては、小数点第２位以下を切り捨ててください。

　　　７　当該事業所・施設にかかる組織体製図を添付してください。

　　　（　　　　　　　：　　　　　　　　）

看護職員：介護職員
　　　（　　　　　　　：　　　　　　　　）

〈配置状況〉

看護師：準看護師（日中）
　　　（　　　　　　　：　　　　　　　　）
看護師：準看護師（夜間）

常勤換算
後の人数

氏        名
勤務
形態

職　  種
週平均
の勤務
時間

４週の

合計
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協 力 病 院 等 一 覧  
 名 称   
所 在 地  
診 療 科 名  
病 床 数   
 
職 員 の 配 置 状 況 
（併 設 の 場 合 は 略 ）   
   ※実 人 員 で記 入  医 師                       人  

看 護 師                       人  
准 看 護 師                       人  
そ の 他                       人  

施 設 か ら の 距 離                            ｍ     （徒 歩    分 ：車    分 ）  
契 約 内 容              別 紙 契 約 書 のとおり     
 名 称   
所 在 地  
診 療 科 名  
病 床 数   
 
職 員 の 配 置 状 況 
（併 設 の 場 合 は 略 ）   
   ※実 人 員 で記 入  医 師                       人  

看 護 師                       人  
准 看 護 師                        人  
そ の 他                       人  

施 設 か ら の 距 離                            ｍ     （徒 歩    分 ：車    分 ）  
契 約 内 容              別 紙 契 約 書 のとおり     
 名 称   
所 在 地  
診 療 科 名  
病 床 数   
 
職 員 の 配 置 状 況 
（併 設 の 場 合 は 略 ）   
   ※実 人 員 で記 入  医 師                       人  

看 護 師                       人  
准 看 護 師                       人  
そ の 他                       人  

施 設 か ら の 距 離                            ｍ     （徒 歩    分 ：車    分 ）  
契 約 内 容              別 紙 契 約 書 のとおり    
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名 称

施 設 種 別

所在地（電話番号）
（ ）

ベ ッ ド 数 床

病 （ 居 ） 室 数 室

診 療 科 名
（医療機関の場合）

医 師 人（うち兼務職員 人）

看 護 婦 人（うち兼務職員 人）

准看護婦 人（うち兼務職員 人）

※実人員で記入 介護職員 人（うち兼務職員 人）

相談指導員 人（うち兼務職員 人）

理学療法士 人（うち兼務職員 人）

作業療法士 人（うち兼務職員 人）

管理栄養士 人（うち兼務職員 人）

栄 養 士 人（うち兼務職員 人）

薬 剤 師 人（うち兼務職員 人）

調 理 員 人（うち兼務職員 人）

事 務 員 人（うち兼務職員 人）

そ の 他 人（うち兼務職員 人）

施設との位置関係 ｍ 別添：配置図のとおり

職員の配置状況

併 設 施 設 の 概 要
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別紙３

（01）常勤専従

（03）常勤兼務

（02）非常勤専従

（04）非常勤兼務

（01）常勤専従

（03）常勤兼務

（02）非常勤専従

（04）非常勤兼務

（01）常勤専従

（03）常勤兼務

（02）非常勤専従

（04）非常勤兼務

（01）常勤専従

（03）常勤兼務

（02）非常勤専従

（04）非常勤兼務

（01）常勤専従

（03）常勤兼務

（02）非常勤専従

（04）非常勤兼務

（01）常勤専従

（03）常勤兼務

（02）非常勤専従

（04）非常勤兼務

（01）常勤専従

（03）常勤兼務

（02）非常勤専従

（04）非常勤兼務

（01）常勤専従

（03）常勤兼務

（02）非常勤専従

（04）非常勤兼務

（01）常勤専従

（03）常勤兼務

（02）非常勤専従

（04）非常勤兼務

（01）常勤専従

（03）常勤兼務

（02）非常勤専従

（04）非常勤兼務

備考 1 　「受付番号」欄は、記入しないでください。

2 　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けて記載するか又は別葉に記載した書類を添付してください｡

⑩
ﾌﾘｶﾞﾅ 西暦 西暦

氏名 　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日

⑨
ﾌﾘｶﾞﾅ 西暦 西暦

氏名 　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日

⑧
ﾌﾘｶﾞﾅ 西暦 西暦

氏名 　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日

⑦
ﾌﾘｶﾞﾅ 西暦 西暦

氏名 　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日

⑥
ﾌﾘｶﾞﾅ 西暦 西暦

氏名 　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日

⑤
ﾌﾘｶﾞﾅ 西暦 西暦

氏名 　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日

ﾌﾘｶﾞﾅ 西暦 西暦

氏名 　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日

西暦 西暦

氏名 　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日

西暦 西暦

氏名 　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日

ﾌﾘｶﾞﾅ

西暦 西暦

氏名 　　　年　　月　　日 　　　年　　月　　日

ﾌﾘｶﾞﾅ

4 0

当該事業所に勤務する介護支援専門員一覧

氏名 登録番号 交付都道府県
就労開始
年月日

就労終了
年月日

勤務形態
（いずれかに○）

④

①

計画作成担当者
(介護支援専門員)

数

専従 兼務

常勤

非常勤

②

③
ﾌﾘｶﾞﾅ

福岡県
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老人ホーム廃止（休止）・入所定員増加（減少）認可申請書 

 

【提出時期】 

 「変更予定日の１カ月前」 市町村及び社会福祉法人が保健福祉（環境）事務所に提出 

 「変更予定日の２週間前」 保健福祉（環境）事務所が高齢者支援課施設運営係に進達 

 

【チェック項目】 

提出書類 チェック項目 

変更届／認可申請書 □必要事項を記入しているか？ 

□押印漏れはないか？ 

□面積は図面と（登記簿謄本）と合致しているか？ 

添付書類 

・施設設置認可書（写） 

・法人設立の認可書（写） 

・法人登記簿謄本 

・土地登記簿謄本 

・建物登記簿謄本 

 

・法人定款 

・法人役員名簿 

・法人財産目録 

・法人（本部・施設）会計予算書 

・運営規程 

・職員の勤務の体制及び勤務形態一覧 

・従業者の免許証等の写し 

 

・施設長の資格を証名する書類 

・介護支援専門員資格証（写） 

・建築確認通知書（写） 

・建築検査済証（写） 

・建物引渡書（写） 

・面積表 

・位置図、付近見取図 

・配置図 

・平面図 

・立面図 

・建物の全景写真 

□書類がそろっているか？ 

（但し、申請時に用意できない書類は後日追加で可） 

 

□当該施設に係るものか？ 

□所有権は法人となっているか？ 

□抵当権はＷＡＭ以外で設定されていないか？ 

□当該事業は定款に明記されているか？ 

 →明記されていない場合、定款変更を指示 

 

 

 

 

 

＊資格を必要とする職種について添付（看護士、医師、

（管理）栄養士等） 

＊社会福祉主事・厚労省指定講習会受講修了証等 

＊特養のみ 
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様式第１２号 
  
                          年  月  日

  
老人ホーム廃止（休止）・入所定員増加（減少）認可申請書 

 

 

福岡県知事 殿  
所 在 地 

社会福祉法人 

日 本 赤 十 字 

代 表 者   氏名     印   
年  月    日  第     号により設置の認可を受けた施設を（廃止・

休止）・入所定員を（増加・減少）したいので、老人福祉法第１６条第３項の

規定により、関係書類を添えて認可の申請をします。 

 

記   
１ 廃止（休止）・入所定員を増加（減少）しようとする年月日  
２ 廃止（休止）・入所定員を増減（減少）しようとする理由  
３ 現入所者の措置（廃止・休止・定員を減少しようとする場合）  
４ 休止の予定期間（休止しようとする場合）  
５ 減少後の入所定員（入所定員を減少しようとする場合）  
６ 増加後の入所定員（入所定員を増加しようとする場合）  
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老人ホーム事業変更届 

 

【届出が必要な変更事項】 老人福祉法施行規則第４条 

①施設の名称及び所在地        ※１ 

②土地又は建物に係る権利関係     ※２ （例）借地を購入 

③建物の規模及び構造並びに設備の概要 ※３ （例）施設の増改築 

④施設の運営方針 

⑤職員の定数及び職務内容 

⑥事業開始の予定年月日 

     ※１ 定款変更の必要あり 

     ※２ 所有権移転等で基本財産が増加する場合、定款変更の必要あり 

     ※３ 基本財産を変更する場合、定款変更の必要あり 

 ・建物の一部を取り壊す等行う場合、財産処分の手続きが必要となるケースがあるので、事前に

高齢者支援課（施設整備係）に連絡すること。 

【提出時期】 

 「変更予定日の１カ月前」  市町村及び社会福祉法人が保健福祉（環境）事務所に提出 

 「変更予定日の２週間前」  保健福祉（環境）事務所が介護保険課に進達 

【チェック項目】 

（１）届出書 

提出書類 チェック項目 

老人ホーム事業変更届 □必要事項を記入しているか？ 

□押印漏れはないか？ 

（２）添付書類一覧（○印が必要な書類） 

添付書類 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

・理事会議事録（当該変更に係る議決を行ったもの） 

・土地登記簿謄本 

・建物登記簿謄本 

・契約書（写） 

・法人定款 

・運営規程 

・建築確認通知書（写） 

・建築検査済証（写） 

・建物引渡書（写） 

・位置図、配置図 

・平面図、立面図 

・面積表 

・変更部分に係る写真 

・辞令、履歴書（写） 

・施設長就任承認書（写） 

・施設長の資格を証する書類（写） 

○ 

○※ 

○※ 

○※ 

 

○ 

○※ 

○※ 

○※ 

○※ 

○※ 

○※ 

○※ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○＊ 

○＊ 

○＊ 

○ 

○ 

 

○＊ 

○＊ 

○＊ 

○＊ 

○＊ 

○ 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

※は施設の所在地変更時のみ    ＊は該当の場合のみ 
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様式第１０号 

（記載上の注意） 

  変更事項は、老人福祉法施行規則第４条の各号に掲げる事項を記載する。 

                          

 年  月  日 

 

老 人 ホ ー ム 事 業 変 更 届 

  

  福岡県知事 殿 

市 町 村  

地方独立行政法人 
社 会 福 祉 法 人 
日 本 赤 十 字 社  

                代 表 者   氏 名       印 
                   

 年  月  日  第  号により設置を届出た(設置の認可を受けた)施設 

について下記のとおり変更したので、老人福祉法第１５条の２第２項の規定に

より、関係書類を添えて届出ます。 

 

 

記 

 

１ 変更事項及び変更前後の比較 

  変更事項         変更前        変更後 

 

２ 変更年月日 

  変更  年  月  日 

 

３ 変更理由 

 

４ 添付書類 
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２ 指定更新事務の概要について             
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指定更新事務の概要          

 

１ 概要 

○ 平成１８年４月の介護保険制度の改正に伴い事業者規制の見直しの観点から、指定の更新制(6

年間)が導入された。 

○ 全ての指定・許可を受けた介護保険事業所・施設（以下「事業所等」という。）は、当該指定日

又は指定更新日から 6年を経過する日が「更新期限」となり、その翌日が「更新予定日」とな

る。 

 

 (例）  指 定 日(新規事業所等) 

指 定 更 新 日  更 新 期 限 
（有効期限満了日）      更 新 予 定 日 

   (有効期限満了日の翌日) 
平成２４年８月１日 平成３０年７月３１日 平成３０年８月１日 
平成２５年９月１日 令和 元年８月３１日 令和 元年９月１日 
平成２６年９月１日 令和０２年８月３１日 令和０２年９月１日  

２ 指定更新申請・審査 

  指定更新時期を迎える事業所等に対しては、所管する県・市は指定更新申請の案内を行う。 

  指定更新申請書の受理後、所管の県・市は、指定要件の審査を行う。審査にあたっては、新規

指定の申請に係る審査と同様の書類等の審査を行うほか、必要により現地において事業の運営状

況等の審査を行う。(根拠法令：介護保険法第７０条の２、第７０条ほか) 

（１）人員基準：雇用及び勤務形態、加算に伴う人員、資格や研修修了の有無等の確認を行う。 

（２）設備基準：現時点の図面等による施設の利用状況及び施設の保有関係等の確認を行う。 

（３）運営基準：必要に応じて契約書、記録等の確認を行う。 

 なお，休止中の事業所等や指定要件を満たさない事業所等には更新を認めない。 

指定更新申請にあたっては、所管の県・市は手数料を徴収する。この手数料は審査のための手

数料なので、更新できない場合も返還しない。 
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３ 介護給付費について             
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（Ａ）介護給付費算定に係る体制等に関する届出書について 

（指定介護老人福祉施設） 

 

 

１ 提出時期 

（１）単位数が増加する場合 

可能な限り算定開始月の前月１５日までに提出（当月初日まで受付可） 

 

（２）単位数が減少する場合 

施設は加算が算定されなくなる状況が生じた場合に速やかに届出をすること。 

   注 減算は遡及する。 

 

２ 提出先 

（１）北九州市、福岡市及び久留米市に所在する施設 

当該施設の所在する各市 

 

（２）（１）以外の施設 

   当該施設の所在する各保健福祉（環境）事務所 

 

３ 提出書類（提出部数 各１部） 

  県及び各政令・中核市のホームページに掲載しています。 
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必要書類一覧　（介護老人福祉施設）

 □ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（別紙　高齢１）

 □ 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙　高齢２－１）

夜間勤務条件基準  □ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙　高齢５－１）

 □ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙　高齢５－１）

 □ 資格証の写し

 □ 組織図

 □ 変更理由書（別紙　高齢３）

ユニットケア体制  □ なし

 □ 日常生活継続支援加算算定表
　（別紙　高齢８－１） □ 日常生活継続支援加算に関する確認書（別紙　高齢８－３）

 □ 看護体制加算に係る届出書（別紙　高齢１７）

 □ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙　高齢５－１）

 □ 資格証の写し

 □ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙　高齢５－１）

 □ 夜勤職員配置加算に係る確認書（別紙　高齢１９）

 □ 資格証の写し

介護ロボットの導入  □ 介護ロボットの導入による夜勤職員配置加算に係る届出書（別紙　高齢２１）

 □ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙　高齢５－１）

 □ 平面図（別紙　高齢７）（参考）

生活機能向上連携加算  □ なし

 □ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙　高齢５－１）

 □ 個別機能訓練計画書様式

 □ 資格証の写し

若年性認知症入所者受入加算  □ 若年性認知症入所者受入加算に関する届出書（別紙　高齢１４）

 □ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙　高齢５－１）

 □ 契約書または辞令の写し

 □ 資格証の写し

 □ 契約書の写し

 □ 資格証の写し

 □ 精神科医師定期療養指導に関する届出書（別紙　高齢１１）

 □ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙　高齢５－１）

 □ 経歴書

 □ 資格証の写し

 □ 身障手帳又は療育手帳の写し

身体拘束廃止取組の有無  □ 変更理由書（別紙　高齢３）

 □ 栄養マネジメントに関する届出書（別紙　高齢１５）

 □ 従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（別紙　高齢５－１）

 □ 免許証、資格証等の写し

療養食加算  □ 療養食加算に関する届出書（別紙　高齢１６）

配置医師緊急時対応加算  □ 配置医師緊急時対応加算に係る届出書（別紙　高齢２０）

 □ 看取り介護体制に関する届出書（別紙　高齢１８）

 □ 看取りに関する方針

在宅・入所相互利用体制  □ なし

認知症専門ケア加算  □ 認知症専門ケア加算に関する確認書（別紙　高齢１２）

褥瘡マネジメント加算  □ 褥瘡マネジメントに関する届出書（別紙　高齢２２）

 □ サービス提供体制強化加算に関する確認書
（別紙　高齢１０－１）～（別紙　高齢１０－６）※該当するもの１つ □ サービス提供体制強化加算に関する届出書（別紙　高齢９－１）

割引率  □ 指定居宅サービス事業者等による介護給付費の割引にかかる割引率の
設定について（別紙　高齢４） □ 運営規程

 □ 料金表

項目 必要書類

必須

添
付
書
類

（

該
当
す
る
加
算
等
の
み

）

職員の欠員による減算の状況

日常生活継続支援加算

看護体制加算

夜勤職員配置加算

準ユニットケア体制

常勤専従医師配置

精神科医師定期的療養指導

必須

個別機能訓練体制

添
付
書
類

（

該
当
す
る
加
算
等
の
み

）

障害者生活支援体制

栄養マネジメント体制

看取り介護体制

サービス提供体制強化加算
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（Ｂ）加算・減算の適用要件 
 

１．夜勤減算 （97/100） 
 

 厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準【平成 12 年厚生省告示第 29

号５イ】を満たさない場合。 

 

【平成 12 年厚生省告示第 29 号 5 イ】 

(1) 介護福祉施設サービス費を算定すべき施設 

 夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が次のとおりであること。 

Ａ 指定短期入所者生活介護の利用者の数及び当該特別養護老人ホームの入所者の数の合

計数が 25 以下の特別養護老人ホームにあっては、１以上 

Ｂ 26 以上 60 以下は、２以上 

Ｃ 61 以上 80 以下は、３以上 

Ｄ 81 以上 100 以下は、４以上 

Ｅ 101 以上は、４に 100 を超えて 25 又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上 

(2) ユニット型介護福祉施設サービス費を算定すべき施設 

 ２のユニットごとに夜勤を行う看護職員又は介護職員の数が１以上であること。 

 

 

＜留意点＞ 
 夜勤を行う職員の員数については、当該施設のユニット部分及びユニット部分以外の部分のそ

れぞれについて所定の員数を置いていることが必要である。 

 ある月（暦月）に夜勤時間帯（午後 10 時～翌日午前５時を含めた連続する 16 時間で施設ごと

に定める）に夜勤を行う職員数が基準に満たない事態が２日以上連続して発生した、または４日以

上発生した場合などは、その翌月のすべての入所者等について減算が適用される。夜勤体制による

減算は、当該施設のユニット部分又はユニット部分以外の部分について所定の員数を置いていな

い場合について、入所者全員に対し行われるものであること。具体的にはユニット部分について夜

勤体制の要件を満たさず、ユニット以外の部分について夜勤体制の要件を満たす場合であっても、

入所者全員に対し夜勤体制の減算が行われることとなる。 

 

 

 ２．定員超過利用減算 （70/100） 
 

 入所定員を超えること。 

 （厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員又は介護職員等の員数の基準並

びに通所介護等の算定方法【平成 12 年厚生省告示第 27 号 12】） 

 

【平成 12 年厚生省告示第 27 号 12 イ】 

施行規則第 134 条の規定に基づき都道府県知事に提出した運営規程に定められている入所

定員を超えること。 

 

※ なお、この定員超過の状態にない（減算の基準に該当しない）ことが、日常生活継続支援加

算、看護体制加算、再入所時栄養連携加算、栄養マネジメント加算、低栄養リスク改善加算、

経口移行加算、経口維持加算、口腔衛生管理体制加算、口腔衛生管理加算、療養食加算、サー

ビス提供体制強化加算の要件となっている。 

 

 ３．人員基準欠如減算 （70/100） 
 

 施設の介護職員、看護職員又は介護支援専門員について、定める員数を置いていないこと。

（厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員又は介護職員等の員数の基準並び

に通所介護等の算定方法【平成 12 年厚生省告示第 27 号 12】、および指定介護老人福祉施設

の人員、設備及び運営に関する基準【平成 11 年厚生省令第 39 号】第２条） 

 

-27-



 

【平成 12 年厚生省告示第 27 号 12 ロ、ハ】 

 指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準【平成 11 年厚生省令第 39 号】

第２条に定める員数を置いていないこと。（12 ロ） 

 常勤換算方法で、入所者の数の合計数が３又はその端数を増すごとに１以上の介護職員又

は看護職員の数を置いておらず、又は指定介護老人福祉施設基準第２条に定める員数の介護

支援専門員を置いていないこと。（12 ハ） 

 

※ なお、この人員基準欠如の状態にない（減算の基準に該当しない）ことが、日常生活継続支

援加算、看護体制加算、再入所時栄養連携加算、栄養マネジメント加算、低栄養リスク改善加

算、経口移行加算、経口維持加算、口腔衛生管理体制加算、口腔衛生管理加算、療養食加算、

サービス提供体制強化加算の要件となっている。 

 

４．ユニットケア減算 (1 日につき 97/100) 
 

 厚生労働大臣が定める施設基準【平成 27 年厚生省告示第 96 号 49】を満たさない場合。 

 

【平成 27 年厚生省告示第 96 号 49 において準用する 11】 

イ 日中については、ユニットごとに常時 1 人以上の介護職員又は看護職員を配置すること。 

ロ ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

 

 

＜留意点＞ 
 ユニットにおける職員の員数が、ユニットにおける職員の基準に満たない場合の減算について

は、ある月（暦月）において基準に満たない状況が発生した場合に、その翌々月から基準に満たな

い状況が解消されるに至った月まで、入所者全員について、所定単位数が減算されることとする

（ただし、翌月の末日において基準を満たすに至っている場合を除く。）。 

 

 

５．身体拘束廃止未実施減算 (所定単位数の 10/100 に相当する単位) 
 

 厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 95 号 86】を満たさない場合。 
 

【平成 27 年厚生省告示第 95 号 86】 

「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 11 年厚生省令第 39 号） 

第 11 条第５項及び第６項又は第 42 条第７項及び第８項に規定する基準（※）に適合しないこと。 
※ 第１１条第５項 緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際

の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければなら
ない。 

        第６項 指定介護老人福祉施設は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる
措置を講じなければならない。 
一 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以

上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知
徹底を図ること。 

二 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 
三 介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を

定期的に実施すること。 
 

 

＜留意点＞ 
  身体拘束廃止未実施減算については、施設において身体拘束等が行われていた場合ではなく、

以下の措置を講じていない場合に、入所者全員について所定単位数から減算することとなる。 

  ・身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急や

むを得ない理由を記録すること。 

  ・身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、

その結果について、介護職員その他従事者に周知徹底を図ること。（注） 
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  ・身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

  ・介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的（年 2 回以上）

に実施するとともに、新規採用時には必ず身体的拘束等の適正化の研修を実施すること。 

  （注）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護においては、運営推進会議を活用することが

できることとする。 

具体的には記録を行っていない事実が生じた場合速やかに改善計画を都道府県知事に提出した

後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を都道府県知事に報告することとし、

事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、入所者全員について所定単位

数から減算することとする。 

 

 

６．日常生活継続支援加算 (（Ⅰ）1 日につき 36 単位（従来型） 
（Ⅱ）１日につき 46 単位（ユニット型）)  

 
   厚生労働大臣が定める施設基準【平成 27 年厚生省告示第 96 号 50】に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設。 
 
【平成 27 年厚生省告示第 96 号 50 において準用する 41】 

イ 日常生活継続支援加算(Ⅰ)を算定すべき指定介護福祉施設サービスの施設基準 

(1) 介護福祉施設サービス費又は小規模介護福祉施設サービス費を算定していること。 

(2) 次のいずれかに該当すること。 

ａ 算定日の属する月の前６月間又は前12月間における新規入所者の総数のうち、要介

護状態区分が要介護４又は要介護５の者の占める割合が100分の70以上であること。 

ｂ 算定日の属する月の前６月間又は前12月間における新規入所者の総数のうち、日常

生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする

認知症である者の占める割合が100分の65以上であること。 

ｃ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和62年厚生省令第49号）第１条各号に掲

げる行為を必要とする者の占める割合が入所者の100分の15以上であること。 

(3) 介護福祉士の数が、常勤換算方法で、入所者の数が６又はその端数を増すごとに１以

上であること。 

(4) 定員超過利用、人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ 日常生活継続支援加算(Ⅱ)を算定すべき指定介護福祉施設サービスの施設基準 

(1) ユニット型介護福祉施設サービス費又はユニット型小規模介護福祉施設サービス費を

算定していること。 

(2) イ(2)から(4)までに該当するものであること。 
 

 

 ＜留意点＞ 
① 日常生活継続支援加算は、居宅での生活が困難であり、介護老人福祉施設への入所の必要性

が高いと認められる重度の要介護状態の者や認知症である者等を積極的に入所させるととも

に、介護福祉士資格を有する職員を手厚く配置し、質の高い介護福祉施設サービスを提供する

ことにより、そうした入所者が可能な限り個人の尊厳を保持しつつ日常生活を継続することが

できるよう支援することを評価するものである。 

② 「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要と

する認知症である者」とあるのは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者をいう。 

③ 算定日の属する月の前６月間又は前 12 月間における新規入所者の総数における要介護４又

は５の者の割合及び日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められること

から介護を必要とする認知症である者の割合を算出する際には、対象となる新規入所者ごとの

その入所の日における要介護度及び日常生活自立度の判定結果を用いること。また、届出を行

った月以降においても、毎月において直近６月間又は 12 月間のこれらの割合がそれぞれ所定 

の割合以上であることが必要である。これらの割合については、毎月記録するものとし、所定

の割合を下回った場合については、直ちに加算等が算定されなくなる旨の届出を提出しなけれ

ばならない。 
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④ 社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和 62 年厚生省令第 49 号）第１条各号に掲げる行

為を必要とする者の占める割合については、届出日の属する月の前３月のそれぞれの末日時点 

の割合の平均について算出すること。また、届出を行った月以降においても、毎月において直

近３月間のこれらの割合がそれぞれの所定の割合以上であることが必要である。これらの割合

については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに加算等が

算定されなくなる旨の届出を提出しなければならない。 

⑤ 当該加算の算定を行うために必要となる介護福祉士の員数を算出する際の入所者数につい

ては、以下のとおりである。また、介護福祉士の員数については、届出日の属する月の前３月

間における員数の平均を、常勤換算方法を用いて算出した値が、必要な人数を満たすものでな

ければならない。さらに、届出を行った月以降においても、毎月において直近３月間の介護福

祉士の員数が必要な員数を満たしていることが必要であり、必要な人数を満たさなくなった場

合は、直ちに加算等が算定されなくなる旨の届出を提出しなければならない。 

  なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とすること。 

＜必要となる介護福祉士の員数を算出する際の入所者数について＞ 

    当該加算の算定を行うために必要となる介護福祉士の員数を算出する際の入所者数は、当

該年度の前年度（毎年４月１日に始まり翌年３月 31 日をもって終わる年度とする。）の平均

を用いる。（ただし、新規開設又は再開の場合は推定数による。）。この場合、入所者数の平

均は、前年度の全入所者の延数を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均入所者数

の算定に当たっては、小数点第２位以下を切り上げるものとする。 

⑥ 当該加算を算定する場合にあっては、サービス提供体制強化加算は算定できない。 

 

 

７．看護体制加算 (1 日につき、(Ⅰ)イ 6 単位・(Ⅰ)ロ 4 単位・ 
(Ⅱ)イ 13 単位・(Ⅱ)ロ 8 単位) 

 
 厚生労働大臣が定める施設基準【平成 27 年厚生省告示第 96 号 51】に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設。 

 

【平成 27 年厚生省告示第 96 号 51】 

   イ 看護体制加算(Ⅰ)イ 

(1) 入所定員が 30 人以上 50 人以下（平成 30 年３月 31 日までに指定を受けた施設にあっ

ては、31 人以上 50 人以下）であること 

(2) 常勤の看護師を１名以上配置していること。 

(3) 定員超過利用、人員基準欠如に該当しないこと。 

   ロ 看護体制加算(Ⅰ)ロ 

(1) 入所定員が 51 人以上（平成 30 年３月 31 日までに指定を受けた施設にあっては、30 人

又は 51 人以上）であること。 

(2) イ(2)及び(3)に該当するものであること。 

   ハ 看護体制加算(Ⅱ)イ 

(1) イ(1)に該当するものであること。 

(2) 看護職員の数が、常勤換算方法で、入所者の数が 25 又はその端数を増すごとに１以上

であり、かつ、指定介護老人福祉施設基準第２条第１項第３号ロに規定する指定介護老人

福祉施設に置くべき看護職員の数に１を加えた数以上であること。 

(3) 当該指定介護老人福祉施設の看護職員により、又は病院、診療所若しくは訪問看護ス

テーションの看護職員との連携により、24 時間連絡できる体制を確保していること。 

(4) イ(3)に該当するものであること。 

   ニ 看護体制加算(Ⅱ)ロ 

(1) ロ(1)に該当するものであること。 

(2) ハ(2)から(4)までに該当するものであること。 
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＜留意点＞ 
  ① 併設事業所について 

    併設短期入所生活介護事業所における看護体制加算の算定に当たっては、本体施設におけ

る看護職員の配置とは別に、必要な看護職員の配置を行う必要がある。具体的には以下のとお

りとする。 

イ 看護体制加算(Ⅰ)については、本体施設における看護師の配置にかかわらず、指定短期入

所生活介護事業所として別に１名以上の常勤の看護師の配置を行った場合に算定が可能で

ある。 

ロ 看護体制加算(Ⅱ)については、本体施設における看護職員の配置にかかわらず、看護職員

の指定短期入所生活介護事業所（特別養護老人ホームの空床利用の場合を除く。）における

勤務時間を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週間に勤務すべき時

間数が 32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）で除した数が、利用者の数が 25 又

はその端数を増すごとに１以上となる場合に算定が可能である。 

② 特別養護老人ホームの空床利用について 

特別養護老人ホームの空床を利用して指定短期入所生活介護を行っている場合にあって

は、指定介護老人福祉施設の入所者と指定短期入所生活介護の利用者を合算したものを「入所

者数」として取り扱い、一体的に加算を行うこと。具体的には、次のとおりとすること。 

イ 看護体制加算(Ⅰ)については、本体施設に常勤の看護師を１名配置している場合は、空床

利用の指定短期入所生活介護についても、算定が可能である。 

ロ 看護体制加算(Ⅱ)については、指定介護老人福祉施設の入所者数と空床利用の指定短期

入所生活介護の利用者数を合算した数が 25 又はその端数を増すごとに１以上、かつ、当該

合算した数を指定介護老人福祉施設の「入所者の数」とした場合に必要となる看護職員の数

に１を加えた数以上の看護職員を配置している場合に算定が可能となる。 

③ 看護体制加算(Ⅰ)イ及び看護体制加算(Ⅱ)イ又は看護体制加算(Ⅰ)ロ及び看護体制加算

(Ⅱ)ロは、それぞれ同時に算定することが可能である。この場合にあっては、看護体制加算

(Ⅰ)イ又はロにおいて加算の対象となる常勤の看護師についても、看護体制加算(Ⅱ)イ又は

ロにおける看護職員の配置数の計算に含めることが可能である。 

④ 「24 時間連絡できる体制」とは、施設内で勤務することを要するものではなく、夜間にお

いても施設から連絡でき、必要な場合には施設からの緊急の呼出に応じて出勤する体制をい

うものである。具体的には、 

イ 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の上、夜間における連絡・対応体

制（オンコール体制）に関する取り決め（指針やマニュアル等）の整備がなされていること。 

ロ 管理者を中心として、介護職員及び看護職員による協議の上、看護職員不在時の介護職員

による入所者の観察項目の標準化（どのようなことが観察されれば看護職員に連絡するか）

がなされていること。 

ハ 施設内研修等を通じ、看護・介護職員に対して、イ及びロの内容が周知されていること。 

ニ 施設の看護職員とオンコール対応の看護職員が異なる場合には、電話やＦＡＸ等により

入所者の状態に関する引継を行うとともに、オンコール体制終了時にも同様の引継を行う

こと。 

といった体制を整備することを想定している。 

 

 

８．夜勤職員配置加算 (1 日につき、(Ⅰ)イ 22 単位・(Ⅰ)ロ 13 単位・ 
(Ⅱ)イ 27 単位・(Ⅱ)ロ 18 単位 
（Ⅲ）イ 28 単位・（Ⅲ）ロ 16 単位 
 （Ⅳ）イ 33 単位・（Ⅳ）ロ 21 単位） 

 
 厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準【平成 12 年厚生省告示第 29

号 5 ロ】を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設。 

 

【平成 12 年厚生省告示第 29 号 5 ロ】 

ロ 夜勤職員配置加算算定すべき夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 

(1) 夜勤職員配置加算(Ⅰ)イ 
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(一) 介護福祉施設サービス費を算定していること。 

(二) 定員 30 人以上 50 人以下（平成 30 年 3 月 31 日までに指定を受けた施設にあって

は、31 人以上 50 人以下）であること。 

(三) 夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が、最低基準を１以上（入所者の動向を検知

できる見守り機器を入所者の数の 100 分の 15 以上の数設置し、かつ、見守り

機器を安全かつ有効に活用するための委員会を設置し、必要な検討等が行われてい

る場合は、10 分の９以上）上回っていること。 

(2) 夜勤職員配置加算(Ⅰ)ロ 

(一) (1)(一)に該当するものであること。 

(二) 定員 51 人（平成 30 年 3 月 31 日までに指定を受けた施設にあっては、30 人又は

51 人以上）であること。 

(三) (1)(三)に掲げる基準に該当するものであること。 

(3) 夜勤職員配置加算(Ⅱ)イ 

(一) ユニット型介護福祉施設サービス費を算定していること。 

(二) 定員 30 人以上 50 人以下（平成 30 年 3 月 31 日までに指定を受けた施設にあって

は、31 人以上 50 人以下）であること。 

(三) (1)(三)に掲げる基準に該当するものであること。 

(4) 夜勤職員配置加算(Ⅱ)ロ 

(一) (3)(一)に該当するものであること。 

(二) 定員 51 人以上（平成 30 年 3 月 31 日までに指定を受けた施設にあっては、30 人又 

 は 51 人以上）であること。 

(三) (1)(三)に掲げる基準に該当するものであること。 

(5) 夜勤職員配置加算(Ⅲ)イ 

(一) (1)（一）から（三）までに該当するものであること。 

(二) 夜勤時間帯を通じて、看護職員又は次のいずれかに該当する職員を１人以上配置

していること。 

ａ 介護福祉士(介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する

法律(平成 23 年法律第 72 号)附則第 13 条第１項に規定する特定登録者(ｂにおい

て「特定登録者」という。)及び同条第９項に規定する新特定登録者(ｃにおいて

「新特定登録者」という。)を除く。)であつて、社会福祉士及び介護福祉士法施行

規則(昭和 62 年厚生省令第 49 号)第１条各号に掲げる行為のうちいずれかの行為

に係る実地研修を修了している者 

ｂ 特定登録者であって、介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を

改正する法律附則第 13 条第５項に規定する特定登録証の交付を受けている者  

ｃ 新特定登録者であって、介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部

を改正する法律附則第 13 条第 11 項において準用する同条第５項に規定する新特

定登録証の交付を受けている者 

ｄ 社会福祉士及び介護福祉士法(昭和 62 年法律第 30 号)附則第３条第１項に規定

する認定特定行為業務従事者 

(三) （二）ａ、ｂ又はｃに該当する職員を配置する場合にあっては喀疾吸引等業務の登 

録(社会福祉士及び介護福祉士法第 48 条の３第１項に規定する登録をいう。)を、

（二）ｄに該当する職員を配置する場合にあっては特定行為業務(社会福祉士及び介

護福祉士法附則第 20 条第１項に規定する特定行為業務をいう。)の登録(社会福祉士

及び介護福祉士法附則第 20 条第１項に規定する登録をいう。)を受けていること。 

 (6) 夜勤職員配置加算(Ⅲ)ロ 

(一) (2)（一）から（三）までに該当するものであること。 

(二) (5)（二）及び（三）に該当するものであること。 

(7) 夜勤職員配置加算(Ⅳ)イ 

(一) (3)（一）から（三）までに該当するものであること。 

(二) (5)（二）及び（三）に該当するものであること。 

 (8) 夜勤職員配置加算(Ⅳ)ロ 

(一) (4)（一）から（三）までに該当するものであること。 

(二) (5)（二）及び（三）に該当するものであること。 
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＜留意点＞ 
① 夜勤を行う職員の数は、１日平均夜勤職員数とする。１日平均夜勤職員数は、暦月ごとに夜

勤時間帯（午後 10 時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する 16 時間をいう。）に

おける延夜勤時間数を当該月の日数に 16 を乗じて得た数で除することによって算定し、小数

点第３位以下は切り捨てるものとする。 

② 指定短期入所生活介護の事業所を併設している場合又は特別養護老人ホームの空床におい

て指定短期入所生活介護を行っている場合にあっては、指定短期入所生活介護の利用者数と

指定介護老人福祉施設の入所者数を合算した人数を指定介護老人福祉施設の「入所者の数」と

した場合に必要となる夜勤職員の数を１以上（入所者の動向を検知できる見守り機器を入所

者の数の 100 分の 15 以上の数設置し、かつ、見守り機器を安全かつ有効に活用するための委

員会を設置し、必要な検討等が行われている場合は、10 分の９以上）上回って配置した場合

に、加算を行う。 

③ ユニット型指定介護老人福祉施設にあっては、増配した夜勤職員については、必ずしも特定

のユニットに配置する必要はないものとすること。 

④ 「見守り機器」は、入所者がベッドから離れようとしている状態又は離れたことを検知で

きるセンサー及び当該センサーから得られた情報を外部通信機能により職員に通報できる

機器であり、入所者の見守りに資するものとする。また、「見守り機器を安全かつ有効に活

用するための委員会」は、３月に１回以上行うこととする。 

 

 

９．準ユニットケア加算 (1 日につき 5 単位) 
 

 厚生労働大臣が定める施設基準【平成 27 年厚生省告示第 96 号 52】に適合しているものとし

て都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設。 

 

【平成 27 年厚生省告示第 96 号 52 において準用する 43】 

イ 12 人を標準とする単位（以下「準ユニット」という。）において、ケアを行っているこ

と。 

ロ 入所者のプライバシーの確保に配慮した個室的なしつらえを整備するとともに、準ユニ

ットごとに利用できる共同生活室（利用者が交流し、共同で日常生活を営むための場所をい

う。）を設けていること。 

ハ 次の(1)から(3)までに掲げる基準に従い人員を配置していること。 

(1) 日中については、準ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置する

こと。 

(2) 夜間及び深夜において、２準ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職員を夜間

及び深夜の勤務に従事する職員として配置すること。 

(3) 準ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。 

 

 

＜留意点＞ 
 準ユニットケア加算は施設基準において定める基準に適合しているものとして都道府県知事

に届け出た場合に算定されるが、その取扱いについては以下のとおりとすること。なお、施設の

一部のみで準ユニットケア加算の要件を満たす場合、当該要件を満たす部分に入所する者につ

いてのみ準ユニットケア加算を算定して差し支えない。 

イ 「プライバシーの確保に配慮した個室的なしつらえ」とは、可動でないもので隔てる事まで

を要するものではないが、視線が遮断されることを前提とする。建具による仕切りは認めるが、

家具やカーテンによる仕切では不可とする。また、天井から隙間が空いていることは認める。 

ロ １人当たりの面積基準については、４人部屋に中廊下を設けて居室を仕切るなどの様々な工

夫が考えられることから、仕切られた空間についての１人当たり面積基準は設けず、多床室全

体として１人当たりの面積基準を満たしていれば足りることとする。 
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１０．生活機能向上連携加算 (1 月につき 200 単位（ただし、個別機能訓練加算

を算定している場合は 1 月につき 100 単位）) 
   別に厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生労働省告示第 95 号 42 の３】に適合してい

るものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、入所者に対して機能訓

練を行った場合。 

 

【平成 27 年厚生労働省告示第 95 号 42 の３】 

    指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテ

ーションを実施している医療提供施設の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師が、

当該施設を訪問し、機能訓練指導員等と共同して、利用者又は入所者ごとに個別機能訓練計

画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能訓練を行っていること。 

 

 
＜留意点＞ 

① 指定訪問リハビリテーション事業所、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテ

ーションを実施している医療提供施設（病院にあっては、許可病床数が 200 床未満のもの

又は当該病院を中心とした半径４キロメートル以内に診療所が存在しないものに限る。）の

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下「理学療法士等」という。）が、当該

指定介護老人福祉施設を訪問し、当該施設の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相

談員その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」という。）と共同してアセスメント、利

用者の身体の状況等の評価及び個別機能訓練計画の作成を行っていること。その際、理学療

法士等は、機能訓練指導員等に対し、日常生活上の留意点、介護の工夫等に関する助言を行

うこと。 

  この場合の「リハビリテーションを実施している医療提供施設」とは、診療報酬における

疾患別リハビリテーション料の届出を行っている病院若しくは診療所又は介護老人保健施

設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院であること。 

② ①の個別機能訓練計画には、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等の内容を記載

しなければならない。目標については、利用者又はその家族の意向及び当該利用者を担当す

る介護支援専門員の意見も踏まえ策定することとし、当該利用者の意欲の向上につながるよ

う、段階的な目標を設定するなど可能な限り具体的かつ分かりやすい目標とすること。なお、

個別機能訓練計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をも

って個別機能訓練計画の作成に代えることができるものとすること。また、個別機能訓練加

算を算定している場合は、別に個別機能訓練計画を作成する必要はないこと。 

③ 個別機能訓練計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能の向上を目的とする機能訓練

の項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心身の状況に応じて計画的に機能訓練を適

切に提供していること。 

④ 個別機能訓練計画の進捗状況等について、３月ごとに１回以上、理学療法士等が指定介護

老人福祉施設を訪問し、機能訓練指導員等と共同で評価した上で、機能訓練指導員等が利用

者又はその家族に対して個別機能訓練計画の内容（評価を含む。）や進捗状況等を説明し記

録するとともに、必要に応じて訓練内容の見直し等を行うこと。 

⑤ 各月における評価内容や目標の達成度合いについて、機能訓練指導員等が、利用者又はそ

の家族及び理学療法士等に報告・相談し、必要に応じて当該利用者又はその家族の意向を確

認の上、理学療法士等から必要な助言を得た上で、当該利用者のＡＤＬ（寝返り、起き上が

り、移乗、歩行、着衣、入浴、排せつ等）及びＩＡＤＬ（調理、掃除、買物、金銭管理、服

薬状況等）の改善状況を踏まえた目標の見直しや訓練内容の変更など適切な対応を行うこ

と。 

⑥ 機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、常

に当該施設の機能訓練指導員等により閲覧が可能であるようにすること。 

 

１１．個別機能訓練加算 (1 日につき 12 単位) 
 

 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職

員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師について

は、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師
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の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従事した経験を有

する者に限る。）（以下「理学療法士等」という。）を１名以上配置しているもの（入所者の数

が 100 を超える指定介護老人福祉施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤

の理学療法士等を１名以上配置し、かつ、理学療法士等である従業者を機能訓練指導員として常

勤換算方法で入所者の数を 100 で除した数以上配置しているもの）として都道府県知事に届け

出た指定介護老人福祉施設において、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他

の職種の者が共同して、入所者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に

機能訓練を行っている場合。 
 
 

＜留意点＞ 
① 個別機能訓練加算は、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者

が共同して、個別機能訓練計画に基づき、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」と

いう。）について算定する。 

② 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の職務に従事する機能訓練指導

員、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者を１名以上配置して行うものであるこ

と。 

③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員その

他の職種の者が共同して、利用者ごとにその目標、実施方法等を内容とする個別機能訓練計画

を作成し，これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施方法等について評価等を行う。な

お、個別機能訓練計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載を

もって個別機能訓練計画の作成に代えることができる。 

④ 個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３月ごとに１回以上利用者に対して個別機能

訓練計画の内容を説明し、記録する。 

⑤ 個別機能訓練に関する記録（実施時間、訓練内容、担当者等）は、利用者ごとに保管され、

常に当該施設の個別機能訓練の従事者により閲覧が可能であるようにすること。 

 

 

 

１２．若年性認知症入所者受入加算 (1 日につき 120 単位) 
 

 厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 95 号 64】に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、若年性認知症入所者（介護保険法施行令

（平成 10 年政令第 412 号）第２条第６号に規定する初老期における認知症によって要介護者と

なった入所者をいう。以下同じ。）に対して指定介護福祉施設サービスを行った場合。 

 ただし、「認知症行動・心理症状緊急対応加算」を算定している場合は算定しない。 
 

【平成 27 年厚生省告示第 95 号 64 において準用する 18】 
 受け入れた若年性認知症入所者（初老期における認知症によって要介護者となった者）ごと
に個別の担当者を定めていること。 

 
 

＜留意点＞ 
 受け入れた若年性認知症入所者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該入所者の特

性やニーズに応じたサービス提供を行うこと。 

 

 

１３．常勤医師配置加算 (1 日につき 25 単位) 
 

 専ら当該指定介護老人福祉施設の職務に従事する常勤の医師を１名以上配置しているもの

（入所者の数が 100 を超える指定介護老人福祉施設にあっては、専ら当該指定介護老人福祉施

設の職務に従事する常勤の医師を１名以上配置し、かつ、医師を常勤換算方法で入所者の数を

100 で除した数以上配置しているもの）として都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設。 
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１４．精神科医師配置加算 (1 日につき 5 単位) 
 

 認知症（法第５条の２第１項に規定する認知症をいう。）である入所者が全入所者の３分の１

以上を占める指定介護老人福祉施設において、精神科を担当する医師による定期的な療養指導

が月２回以上行われている場合。 
 

＜留意点＞ 
① 「認知症（法第５条の２に規定する認知症をいう。）である入所者」とは、次のいずれかに

該当する者とすること。 

イ 医師が認知症と診断した者 

ロ なお、旧措置入所者にあっては、前記イにかかわらず、従来の「老人福祉法による特別養

護老人ホームにおける認知症老人等介護加算制度について」（平成６年９月 30 日老計第 131

号）における認知症老人介護加算の対象者に該当している場合は、医師の診断は必要としな

い。 

② 精神科を担当する医師に係る加算を算定しようとする施設は、常に、認知症である入所者の

数を的確に把握する必要があること。 

③ 「精神科を担当する医師」とあるのは、精神科を標ぼうしている医療機関において精神科を

担当している医師を指すものであることが原則であるが、過去に相当期間、精神科を担当する

医師であった場合や精神保健指定医の指定を受けているなど、その専門性が担保されている

と判断できる場合は算定できる。 

④ 精神科を担当する医師について、「常勤の医師に係る加算」が算定されている場合は、精神

科を担当する医師に係る加算は算定されないものであること。 

⑤ 健康管理を担当する指定介護老人福祉施設の配置医師（嘱託医）が１名であり、当該医師が

精神科を担当する医師も兼ねる場合は、配置医師として勤務する回数のうち月４回（１回あた

り勤務時間３～４時間程度）までは加算の算定の基礎としないものであること。（例えば、月

６回配置医師として勤務している精神科を担当する医師の場合：６回－４回＝２回となるの

で、当該費用を算定できることになる。） 

⑥ 入所者に対し療養指導を行った記録等を残しておくこと。 

 

 

１５．障害者生活支援体制加算   (1 日につき (Ⅰ)26 単位・(Ⅱ)41 単位) 
 

 厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 94 号 57】に適合する視覚、聴覚若しく

は言語機能に障害のある者、知的障害者又は精神障害者（以下「視覚障害者等」という。）であ

る入所者の数が 15 以上又は入所者のうち、視覚障害者等である入所者の占める割合が 100 分の

30 以上である指定介護老人福祉施設において、視覚障害者等に対する生活支援に関し専門性を

有する者として厚生労働大臣が定める者【平成 27 年厚生省告示第 94 号 58】（以下「障害者生

活支援員」という。）であって専ら障害者生活支援員としての職務に従事する常勤の職員である

ものを１名以上配置しているもの（視覚障害者等である入所者の数が 50 を超える指定介護老人

福祉施設にあっては、専らその職務に従事する常勤の障害者生活支援員を１名以上配置し、か

つ、障害者生活支援員を常勤換算方法で視覚障害者等である入所者の数を 50 で除した数以上配

置しているもの）として都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設については、障害者生活

支援体制加算（Ⅰ）を、入所者のうち、視覚障害者等である入所者の占める割合が 100 分の 50

以上である指定介護老人福祉施設において、障害者生活支援員であって専ら障害者生活支援員

としての職務に従事する常勤の職員であるものを２名以上配置しているもの（視覚障害者等で

ある入所者の数が 50 を超える指定介護老人福祉施設にあっては、専らその職務に従事する常勤

の障害者生活支援員を２名以上配置し、かつ、障害者生活支援員を常勤換算方法で視覚障害者等

である入所者の数を 50 で除した数に１を加えた数以上配置しているもの）として都道府県知事

に届け出た指定介護老人福祉施設については、障害者生活支援体制加算（Ⅱ）を算定する。 

 ただし、障害者生活支援体制加算（Ⅰ）を算定している場合にあっては障害者生活支援体制加

算（Ⅱ）は算定しない。 
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【平成 27 年厚生省告示第 94 号 57 において準用する 44】 

 視覚、聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者又は重度の知的障害者若しくは精神障

害者 

 

【平成 27 年厚生省告示第 94 号 58 において準用する 45】 

 次に掲げる障害の区分に応じ、それぞれ次に掲げる者 

イ 視覚障害 点字の指導、点訳、歩行支援等を行うことができる者 

ロ 聴覚障害又は言語機能障害 手話通訳等を行うことができる者 

ハ 知的障害 知的障害者福祉法（昭和 35 年法律第 37 号）第 14 条各号に掲げる者又はこれ

らに準ずる者 

 

※ 知的障害者福祉法 

第 14 条 知的障害者福祉司は、都道府県知事又は市町村長の補助機関である職員とし、

次の各号のいずれかに該当する者のうちから、任用しなければならない。 

１ 社会福祉法に定める社会福祉主事たる資格を有する者であって、知的障害者の福祉

に関する事業に２年以上従事した経験を有するもの 

２ 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に基づく大学又は旧大学令（大正７年勅令第

388 号）に基づく大学において、厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目を修

めて卒業した者 

３ 医師 

４ 社会福祉士 

５ 知的障害者の福祉に関する事業に従事する職員を養成する学校その他の施設で都

道府県知事の指定するものを卒業した者 

６ 前各号に準ずる者であって、知的障害者福祉司として必要な学識経験を有するもの 

 

二 精神障害 精神保健福祉士又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和

25 年政令第 155 号）第 12 条各号に掲げる者 

    

※ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令 

第 12 条 法第 48 条第 2 項に規定する政令で定める資格を有する者は、次の各号のいずれか     

に該当する者とする。 

① 学校教育法に基づく大学において社会福祉に関する科目又は心理学の課程を修めて

卒業した者であつて、精神保健及び精神障害者の福祉に関する知識及び経験を有するも

の 

② 医師 

③ 厚生労働大臣が指定した講習会の課程を修了した保健師であつて、精神保健及び精神   

障害者の福祉に関する経験を有するもの 

④ 前三号に準ずる者であつて、精神保健福祉相談員として必要な知識及び経験を有する 

もの 

 

 

 

＜留意点＞ 
① 「視覚障害者等」については、「視覚、聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者又は重

度の知的障害者若しくは精神障害者」としたところであるが、より具体的には以下の者が該当

するものであること。 

イ 視覚障害者 

 身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15 条第４項の規定により交付を受けた

身体障害者手帳（以下「身体障害者手帳」という。）の障害の程度が１級又は２級若しくは、

これに準ずる視覚障害の状態にあり、日常生活におけるコミュニケーションや移動等に支

障があると認められる視覚障害を有する者 

ロ 聴覚障害者 

 身体障害者手帳の障害の程度が２級又はこれに準ずる聴覚障害の状態にあり、日常生活

におけるコミュニケーションに支障があると認められる聴覚障害を有する者 
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ハ 言語機能障害者 

 身体障害者手帳の障害の程度が３級又はこれに準ずる言語機能障害等の状態にあり、日

常生活におけるコミュニケーションに支障があると認められる言語機能障害を有する者 

ニ 知的障害者 

 「療育手帳制度について」（昭和 48 年９月 27 日付厚生省発児第 156 号各都道府県知事・

各指定都市市長あて厚生事務次官通知）第５の２の規定により交付を受けた療育手帳の障

害の程度が「療育手帳制度の実施について」（昭和 48 年９月 27 日児発第 725 号各都道府

県知事・各指定都市市長あて厚生省児童家庭局長通知）(以下)「局長通知」という。）の第

３に規定するＡ（重度）の障害を有する者又は知的障害者福祉法（昭和 35 年法律第 37 号）

第 12 条の規定に基づき各都道府県・指定都市が設置する知的障害者更生相談所において障

害の程度が、局長通知の第３に規定する重度の障害を有する者 

ホ 精神障害者 

 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）第 45 条第２項の

規定により交付を受けた精神障害者保健福祉手帳の障害等級（精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律施行令（昭和 25 年政令第 155 号）第６条第３項に規定する障害等級をい

う。）が１級又は２級に該当する者であって、65 歳に達する日の前日までに同手帳の交付

を受けた者 

② 「入所者の数が 15 以上又は入所者のうち、視覚障害者等である入所者の占める割合が 100 

分の 30 以上」又は「入所者のうち、視覚障害者等である入所者の占める割合が 100 分の 50 以

上」という障害者生活支援員に係る加算の算定要件は、視覚障害者、聴覚障害者、言語機能障

害者、知的障害者及び精神障害者の合計数が 15 人以上又は入所者に占める割合が 100 分の 30

以上若しくは 100 分の 50 以上であれば満たされるものであること。この場合の障害者生活支

援員の配置については、それぞれの障害に対応できる専門性を有する者が配置されているこ

とが望ましいが、例えば、視覚障害に対応できる常勤専従の障害者生活支援員に加えて、聴覚

障害、言語機能障害、知的障害及び精神障害者に対応できる非常勤職員の配置又は他の職種が

兼務することにより、適切な生活の支援を行うことができれば、当該加算の要件を満たすもの

とする。 

③ 知的障害を有する者に対する障害者生活支援員の要件としては、知的障害者福祉法に規定

する知的障害者福祉司の資格を有する者のほか、同法第 19 条第１項に規定する知的障害者援

護施設における指導員、看護師等で入所者の処遇実務経験５年以上の者とする。 

 

 

１６．入院又は外泊時の費用 (1 月に 6 日を限度として所定単位数に代えて 
1 日につき 246 単位） 

 
 入所者が病院又は診療所への入院を要した場合及び入所者に対して居宅における外泊を認め

た場合。ただし、入院又は外泊の初日及び最終日は算定できない。 

 

 

＜留意点＞ 
① 入院又は外泊時の費用の算定について、入院又は外泊の期間は初日及び最終日は含まない

ので、連続して７泊の入院又は外泊を行う場合は、６日と計算されること。 

 (例) 

入院又は外泊期間：３月１日～３月８日（８日間） 

  ３月１日  入院又は外泊の開始 …… 所定単位数を算定 

  ３月２日～３月７日（６日間）  …… 1 日につき 246 単位を算定可 

  ３月８日  入院又は外泊の終了 …… 所定単位数を算定 

② 入所者の入院又は外泊の期間中にそのまま退所した場合は、退所した日の外泊時の費用は

算定できる。また、入所者の外泊の期間中にそのまま併設医療機関に入院した場合には、入院

日以降については外泊時の費用は算定できない。 

③ 入所者の入院又は外泊の期間中で、かつ、入院又は外泊時の費用の算定期間中にあっては、

当該入所者が使用していたベッドを他のサービスに利用することなく空けておくことが原則
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であるが、当該入所者の同意があれば、そのベッドを短期入所生活介護に活用することは可能

であること。ただし、この場合に、入院又は外泊時の費用は算定できないこと。 

④ 入院又は外泊時の取扱い 

イ 入院又は外泊時の費用の算定にあたって、１回の入院又は外泊で月をまたがる場合は、最

大で連続 13 泊（12 日分）まで入院又は外泊時の費用の算定が可能であること。 

(例) 月をまたがる入院の場合 

入院期間：１月 25 日～３月８日 

１月 25 日 入院        …… 所定単位数を算定  

１月 26 日～１月 31 日（６日間） …… 1 日につき 246 単位を算定可  

２月１日～２月６日（６日間）  …… 1 日につき 246 単位を算定可 

２月７日～３月７日       …… 費用算定不可  

３月８日 退院          …… 所定単位数を算定 

ロ 「外泊」には、入所者の親戚の家における宿泊、子供又はその家族と旅行に行く場合の宿

泊等も含むものであること。 

ハ 外泊の期間中は、当該入所者については、居宅介護サービス費は算定されないものである

こと。 

ニ 「入院」の場合、必要に応じて、入退院の手続きや家族等への連絡調整、情報提供などの

業務にあたること。 

 

 

１７．外泊時に在宅サービスを利用したときの費用  
(1 月に 6 日を限度として所定単位数に代えて 1 日につき 560 単位） 

 
   入所者に対して居宅における外泊を認め、指定介護老人福祉施設が居宅サービスを提供する

場合。ただし、外泊の初日及び最終日は算定せず、入院又は外泊時の費用を算定する場合は算定

しない。 

 
＜留意点＞ 
① 外泊時在宅サービスの提供を行うに当たっては、その病状及び身体の状況に照らし、医師、

看護・介護職員、支援相談員、介護支援専門員等により、その居宅において在宅サービス利用

を行う必要性があるかどうか検討すること。 

② 当該入所者又は家族に対し、この加算の趣旨を十分説明し、同意を得た上で実施すること。 

③ 外泊時在宅サービスの提供に当たっては、介護老人福祉施設の介護支援専門員が、外泊時利

用サービスに係る在宅サービスの計画を作成するとともに、従業者又は指定居宅サービス事

業者等との連絡調整を行い、その利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応

じ、自立した日常生活を営むことができるように配慮した計画を作成すること。 

④ 家族等に対し次の指導を事前に行うことが望ましいこと。 

イ 食事、入浴、健康管理等在宅療養に関する指導 

ロ 当該入所者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う体位変

換、起座又は離床訓練、起立訓練、食事訓練、排泄訓練の指導 

ハ 家屋の改善の指導 

ニ 当該入所者の介助方法の指導 

⑤ 外泊時在宅サービス利用の費用の算定期間中は、施設の従業者又は指定居宅サービス事業

者等により、計画に基づく適切な居宅サービスを提供することとし、居宅サービスの提供を行

わない場合はこの加算は対象とならないこと。 

⑥ 加算の算定期間は、１月につき６日以内とする。また、算定方法は、「１６ 入院又は外泊

時の費用」①、②及び④を準用する。 

⑦ 利用者の外泊期間中は、当該利用者の同意があれば、そのベッドを短期入所生活介護に活用

することは可能であること。この場合において外泊時在宅サービス利用の費用を併せて算定

することはできないこと。 
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１８．従来型個室についての経過措置  
 

(1) 平成 17 年９月 30 日においてユニットに属する個室以外の個室（以下「従来型個室」とい

う。）に入所している者であって、平成 17 年 10 月１日以後引き続き従来型個室に入所する

もの（厚生労働大臣が定める者【平成 27 年厚生省告示第 94 号 59】に限る。）に対して、介

護福祉施設サービス費又は経過的小規模介護福祉施設サービス費を支給する場合は、当分の

間、それぞれ、介護福祉施設サービス費（Ⅱ）又は経過的小規模介護福祉施設サービス費（Ⅱ）

を算定する。 

 

【平成 27 年厚生省告示第 94 号 59】 

 平成 17 年９月１日から同月 30 日までの間において、特別な室料を支払っていない者 

 

(2) 次のいずれかに該当する者に対して、介護福祉施設サービス費又は経過的小規模介護福祉

施設サービス費を支給する場合は、それぞれ、介護福祉施設サービス費（Ⅱ）又は経過的小規

模介護福祉施設サービス費（Ⅱ）を算定する。 

イ 感染症等により、従来型個室への入所が必要であると医師が判断した者であって、従来型

個室への入所期間が 30 日以内であるもの 

ロ 厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 96 号 53】に適合する従来型個室に

入所する者 

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の入所者の心身の状況に重大な影響を及ぼすおそれ

があるとして、従来型個室への入所が必要であると医師が判断した者 

＜平成 27 年厚生省告示第 96 号 53 において準用する 44＞ 

 入所者１人当たりの居室の面積が 10.65 ㎡以下。 

 
 

＜留意点＞ 
 従来型個室の経過措置については、介護福祉施設サービスを受ける者であって、平成 17 年９

月 30 日以前に従来型個室に入所し、平成 17 年 10 月１日以後に当該従来型個室を退所するまで

の間、継続して当該従来型個室へ入所しており、併せて、当該期間中に、特別な居室の提供を受

けた事に伴う特別な室料を払っていないものが対象となること。ただし、当該者が当該従来型個

室を一旦退所した後、再度、当該従来型個室に入所して介護福祉施設サービスを受ける場合にあ

っては、経過措置の対象とはならないこと。 

 

１９．初期加算 (1 日につき 30 単位) 
 

(1) 入所した日から起算して 30 日以内の期間。 

(2) 30 日を超える病院又は診療所への入院後に指定介護老人福祉施設に再び入所した場合も、

同様。 
 

＜留意点＞ 
① 入所者については、指定介護老人福祉施設へ入所した当初には、施設での生活に慣れるために

様々な支援を必要とすることから、入所日から 30 日間に限って、１日につき 30 単位を加算す

ること。 

② 「入所日から 30 日間」中に外泊を行った場合、当該外泊を行っている間は、初期加算を算定

できないこと。  

③ 当該施設における過去の入所及び短期入所生活介護との関係 

 初期加算は、当該入所者が過去３月間（ただし、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当

する者の場合は過去１月間とする。）の間に、当該指定介護老人福祉施設に入所したことがない

場合に限り算定できることとする。 

なお、当該指定介護老人福祉施設の併設又は空床利用の短期入所生活介護を利用していた者

が日を空けることなく引き続き当該施設に入所した場合（短期入所から退所した翌日に当該施

設に入所した場合を含む。）については、初期加算は入所直前の短期入所生活介護の利用日数を

30 日から控除して得た日数に限り算定するものとする。 
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④ 30 日を超える病院又は診療所への入院後に再入所した場合は、③にかかわらず、初期加算が

算定されるものであること。 

 

 

２０．再入所時栄養連携加算 (入所者 1 人につき 1 回を限度に 400 単位) 
 

別に厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚労省告示第 95 号 65 の２】に適合する指定介

護老人福祉施設に入所（以下「一次入所」という。）している者が退所し、当該者が病院又は

診療所に入院した場合であって、当該者が退院した後に再度当該指定介護老人福祉施設に入所

（以下「二次入所」という。）する際、二次入所において必要となる栄養管理が、一次入所の

際に必要としていた栄養管理とは大きく異なるため、当該指定介護老人福祉施設の管理栄養士

が当該病院又は診療所の管理栄養士と連携し当該者に関する栄養ケア計画を策定した場合に、

入所者１人につき１回を限度として所定単位数を加算する。ただし、「２２.栄養マネジメン

ト加算」を算定していない場合は、算定しない。 

 

  【平成 27 年厚労省告示第 95 号 65 の２】 

    定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
 

＜留意点＞ 
① 入所時に経口により食事を摂取していた者が、入院中に経管栄養又は嚥下調整食になり、 

退院後直ちに当該施設に入所（以下「二次入所」という。）した場合を対象とすること。なお、

嚥下調整食は、硬さ、付着性、凝集性などに配慮した食事であって、日本摂食嚥下リハビリテ

ーション学会の分類に基づくものをいう。 

 ② 当該指定介護老人福祉施設の管理栄養士が当該者の入院する医療機関を訪問の上、当該医療

機関での栄養に関する指導又はカンファレンスに同席し、当該医療機関の管理栄養士と連携し

て、二次入所後の栄養ケア計画を作成すること。  

 ③ 当該栄養ケア計画について、二次入所後に入所者又はその家族の同意が得られた場合に算定

すること。 

 

 

２１．退所時等相談援助加算  
(1)退所前訪問相談援助加算 460 単位 
(2)退所後訪問相談援助加算 460 単位 
(3)退所時相談援助加算 400 単位 
(4)退所前連携加算 500 単位 

 

イ (1)については、入所期間が１月を超えると見込まれる入所者の退所に先立って介護支援

専門員、生活相談員、看護職員、機能訓練指導員又は医師のいずれかの職種の者が、当該入

所者が退所後生活する居宅を訪問し、当該入所者及びその家族等に対して退所後の居宅サー

ビス、地域密着型サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を

行った場合に、入所中１回（入所後早期に退所前訪問相談援助の必要があると認められる入

所者にあっては、２回）を限度として算定する。 

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等（病院、診療所及び介護保険施設

を除く。以下同じ。）に入所する場合であって、当該入所者の同意を得て、当該社会福祉施

設等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったときも、同様に算定する。 

ロ (2)については、入所者の退所後 30 日以内に当該入所者の居宅を訪問し、当該入所者及び

その家族等に対して相談援助を行った場合に、退所後１回を限度として算定する。 

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該入

所者の同意を得て、当該社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供等を行ったときも、

同様に算定する。 

ハ (3)については、入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において居宅サービ

ス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該入所者の退所時に当該入所者及び

その家族等に対して退所後の居宅サービス、地域密着型サービスその他の保健医療サービス

又は福祉サービスについて相談援助を行い、かつ、当該入所者の同意を得て、退所の日から
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２週間以内に当該入所者の退所後の居宅地を管轄する市町村（特別区を含む。以下同じ。）

及び老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第 20 条の７の２第１項に規定する老人介護支援

センターに対して、当該入所者の介護状況を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サービ

ス又は地域密着型サービスに必要な情報を提供した場合に、入所者１人につき１回を限度と

して算定する。 

入所者が退所後にその居宅でなく、他の社会福祉施設等に入所する場合であって、当該入

所者の同意を得て、当該社会福祉施設等に対して当該入所者の介護状況を示す文書を添えて

当該入所者の処遇に必要な情報を提供したときも、同様に算定する。 

ニ (4)については、入所期間が１月を超える入所者が退所し、その居宅において居宅サービ

ス又は地域密着型サービスを利用する場合において、当該入所者の退所に先立って当該入所

者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者（法第 46 条第１項に規定する指定居宅介護支

援事業者をいう。以下同じ。）に対して、当該入所者の同意を得て、当該入所者の介護状況

を示す文書を添えて当該入所者に係る居宅サービス又は地域密着型サービスに必要な情報

を提供し、かつ、当該指定居宅介護支援事業者と連携して退所後の居宅サービス又は地域密

着型サービスの利用に関する調整を行った場合に、入所者１人につき１回を限度として算定

する。 

 
 

＜留意点＞ 
① 退所前訪問相談援助加算・退所後訪問相談援助加算 

イ 退所前訪問相談援助加算については、入所期間が１月を超えると見込まれる入所者の退所

に先立って、入所者が退所後生活する居宅を訪問して退所後の居宅サービス等について相談

援助を行った場合に、入所中１回に限り算定するものであるが、入所後早期に退所に向けた

訪問相談援助の必要があると認められる場合については、２回の訪問相談援助について加算

が行われるものであること。この場合にあっては、１回目の訪問相談援助は退所を念頭にお

いた施設サービス計画の策定に当たって行われるものであり、２回目の訪問相談援助は退所

後在宅又は社会福祉施設等における生活に向けた最終調整を目的として行われるものであ

ること。 

ロ 退所後訪問相談援助加算については、入所者の退所後 30 日以内に入所者の居宅を訪問し

て相談援助を行った場合に、１回に限り算定するものである。 

ハ 退所前訪問相談援助加算は退所日に算定し、退所後訪問相談援助加算は訪問日に算定する

ものであること。 

ニ 退所前訪問相談援助加算及び退所後訪問相談援助加算は、次の場合には、算定できないも

のであること。 

ａ 退所して病院又は診療所へ入院する場合 

ｂ 退所して他の介護保険施設へ入院又は入所する場合 

ｃ 死亡退所の場合 

ホ 退所前訪問相談援助及び退所後訪問相談援助は、介護支援専門員、生活相談員、看護職員、

機能訓練指導員又は医師が協力して行うこと。 

へ 退所前訪問相談援助及び退所後訪問相談援助は、入所者及びその家族等のいずれにも行う

こと。 

ト 退所前訪問相談援助及び退所後訪問相談援助を行った場合は、相談援助を行った日及び相

談援助の内容の要点に関する記録を行うこと。 

② 退所時相談援助加算 

イ 退所時相談援助の内容は、次のようなものであること。 

ａ 食事、入浴、健康管理等在宅又は社会福祉施設等における生活に関する相談援助 

ｂ 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓

練等に関する相談援助 

ｃ 家屋の改善に関する相談援助 

ｄ 退所する者の介助方法に関する相談援助 

ロ ①のニからトまでは、退所時相談援助加算について準用する。 

ハ 入所者に係る居宅サービスに必要な情報提供については、老人福祉法第 20 条の 7 の 2 に

規定する老人介護支援センターに替え、法第 115 条の 46 第１項に規定する地域包括支援セ

ンターに対して行った場合についても、算定できるものとする。 
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③ 退所前連携加算 

イ 退所前連携加算については、入所期間が１月を超える入所者の退所に先立って、指定居宅

介護支援事業者の介護支援専門員と連携し、退所後の居宅における居宅サービスの利用上必

要な調整を行った場合に、入所者１人につき１回に限り退所日に加算を行うものであるこ

と。 

ロ 退所前連携を行った場合は、連携を行った日及び連携の内容の要点に関する記録を行うこ

と。 

ハ ①のニ及びホは、退所前連携加算について準用する。 

ニ 在宅・入所相互利用加算の対象となる入所者について退所前連携加算を算定する場合に

は、最初に在宅期間に移るときにのみ算定できるものとする。 

  

 

２２．栄養マネジメント加算   (1 日につき 14 単位) 
 

 別に厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 95 号 65】に適合するものとして都

道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設における管理栄養士が、継続的に入所者ごとの栄

養管理をした場合。 

 

 

【平成 27 年厚生省告示第 95 号 65】 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

イ 常勤の管理栄養士を１名以上配置していること。 

ロ 入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、医師、管理栄養士、歯科医師、看護師、介

護支援専門員その他の職種の者が共同して、入所者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態に

も配慮した栄養ケア計画を作成していること。 

ハ 入所者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとともに、入所者の栄養状態

を定期的に記録していること。 

ニ 入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を見

直していること。 

ホ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

 

 

＜留意点＞ 
① 栄養ケア・マネジメントは、入所者ごとに行われるケア・マネジメントの一環として行われ

ることに留意すること。また、栄養ケア・マネジメントは、低栄養状態のリスクにかかわら

ず、原則として入所者全員に対して実施すべきものであること。 

② 施設に常勤の管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。なお、調理業務の委託先

にのみ管理栄養士が配置されている場合は、当該加算を算定できないこと。 

③ 常勤の管理栄養士が、同一敷地内の複数の介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設

の栄養ケア・マネジメントを行う場合は、当該管理栄養士が所属する施設のみ算定できるこ

と。 

  ただし、施設が同一敷地内に１の介護保険施設及び地域密着型介護老人福祉施設を併設し

ている場合であって、双方の施設を兼務する常勤の管理栄養士による適切な栄養ケア・マネ

ジメントが実施されているときは、双方の施設において算定出来ることとする。 

④ サテライト型施設を有する介護保険施設（以下この号において、「本体施設」という。）

にあっては、次の取扱いとすること。 

イ 本体施設に常勤の管理栄養士を１名配置している場合（本体施設の入所者数とサテライ

ト型施設（１施設に限る。）の入所者数の合計数に対して配置すべき栄養士の員数が１未

満である場合に限る。）であって、当該管理栄養士が当該サテライト型施設に兼務し、適

切に栄養ケア・マネジメントを行っているときは、当該サテライト型施設においても算定

できることとする。 
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ロ 本体施設に常勤の管理栄養士を２名以上配置している場合であって、当該管理栄養士が 

サテライト型施設に兼務し、適切に栄養ケア・マネジメントを行っているときは、当該サ

テライト型施設（１施設に限る。）においても算定できることとする。 

   ハ イ又はロを満たす場合であり、同一敷地内に１の介護保険施設を併設している場合であ 

って、双方の施設を兼務する常勤の管理栄養士による適切な栄養ケア・マネジメントが実 

施されているときは、双方の施設において算定できることとする。 

⑤ 栄養ケア・マネジメントについては、以下のイからトまでに掲げるとおり、実施すること。 

イ 入所者ごとの低栄養状態のリスクを、施設入所時に把握すること（以下「栄養スクリーニ

ング」という。）。 

ロ 栄養スクリーニングを踏まえ、入所者ごとの解決すべき課題を把握すること（以下「栄養

アセスメント」という。）。 

ハ 栄養アセスメントを踏まえ、施設長の管理のもと、医師、管理栄養士、歯科医師、看護職

員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入所者ごとに、栄養補給に関する事項

（栄養補給量、補給方法等）、栄養食事相談に関する事項（食事に関する内容の説明等）、

解決すべき事項に対して関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画

を作成すること。また、作成した栄養ケア計画については、栄養ケア・マネジメントの対象

となる入所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、介護福祉施設サービスに

おいては、栄養ケア計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記

載をもって栄養ケア計画の作成に代えることができるものとすること。 

ニ 栄養ケア計画に基づき、入所者ごとに栄養ケア・マネジメントを実施するとともに、栄養

ケア計画に実施上の問題（栄養補給方法の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき

事項の見直しの必要性等）があれば直ちに当該計画を修正すること。 

ホ 入所者ごとの栄養状態に応じて、定期的に、入所者の生活機能の状況を検討し、栄養状態

のモニタリングを行うこと。その際、栄養スクリーニング時に把握した入所者ごとの低栄養

状態のリスクのレベルに応じ、それぞれのモニタリング間隔を設定し、入所者ごとの栄養ケ

ア計画に記載すること。当該モニタリング間隔の設定に当たっては、低栄養状態のリスクの

高い者及び栄養補給方法の変更の必要性がある者（経管栄養法から経口栄養法への変更等）

については、おおむね２週間ごと、低栄養状態のリスクが低い者については、おおむね３月

ごとに行うこと。なお、低栄養状態のリスクが低い者も含め、少なくとも月１回、体重を測

定するなど、入所者の栄養状態の把握を行うこと。 

へ 入所者ごとに、おおむね３月を目途として、低栄養状態のリスクについて、栄養スクリー

ニングを実施し、栄養ケア計画の見直しを行うこと。 

ト 指定介護老人福祉施設基準第８条に規定するサービスの提供の記録において利用者ごと

の栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を定期的に記録する場合は、当該記

録とは別に栄養マネジメント加算の算定のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必

要はないものとすること。 

⑥ 栄養ケア計画を作成し、入所者又はその家族に説明し、その同意を得られた日から栄養マネ

ジメント加算は算定を開始するものとすること。 

⑦ 栄養ケア・マネジメントを実施している場合には、個別の高齢者の栄養状態に着目した栄養

管理が行われるため、検食簿、喫食調査結果、入所者の入退所簿及び食料品消費日計等の食事

関係書類（食事箋及び献立表を除く。）、入所者年齢構成表及び給与栄養目標量に関する帳票

は、作成する必要がないこと。 

 

 

 
２３．低栄養リスク改善加算 （当該計画が作成された日の属する月から起算して６

月以内の期間に限り 1 月につき 300 単位)  

  １ 別に厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚労省告示第 95 号 65 の３】に適合する指定

介護老人福祉施設において、低栄養状態にある入所者又は低栄養状態のおそれのある入所者

に対して、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同

して、入所者の栄養管理をするための会議を行い、入所者ごとに低栄養状態の改善等を行う

ための栄養管理方法等を示した計画を作成した場合であって、当該計画に従い、医師又は歯

科医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士（歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該

指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、医師の指導を受けている場合に限る。）が、栄養管
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理を行った場合に、当該計画が作成された日の属する月から６月以内の期間に限り、１月に

つき所定単位数を加算する。ただし、栄養マネジメント加算を算定していない場合又は経口

移行加算若しくは経口維持加算を算定している場合は、算定しない。 

２ 低栄養状態の改善等を行うための栄養管理方法等を示した計画に基づき、管理栄養士又は

栄養士が行う栄養管理が、当該計画が作成された日から起算して６月を超えた期間に行われ

た場合であっても、低栄養状態の改善等が可能な入所者であって、医師の指示に基づき継続

して栄養管理が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定できるものとする。 

 

【平成 27 年厚労省告示第 95 号 65 の３】 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと 

 

＜留意点＞ 

  低栄養リスク改善加算については、次に掲げる①から④までのとおり、実施するものとする

こと。なお、当該加算における低栄養状態のリスク評価は、「栄養マネジメント加算及び経口

移行加算等に関する事務処理手順例及び様式例の提示について」（平成 17 年９月７日老老発

第 0907002 号）に基づき行うこと。 

① 原則として、施設入所時に行った栄養スクリーニングにより、低栄養状態の高リスク者に

該当する者であって、低栄養状態の改善等のための栄養管理が必要であるとして、医師又は

歯科医師の指示を受けたものを対象とすること。ただし、歯科医師が指示を行う場合にあっ

ては、当該指示を受ける管理栄養士等が、対象となる入所者に対する療養のために必要な栄

養の指導を行うに当たり、主治の医師の指導を受けている場合に限る（以下同じ。）。 

② 月１回以上、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が

共同して、入所者の栄養管理をするための会議を行い、低栄養状態の改善等を行うための栄

養管理方法等を示した計画を作成すること（栄養ケア計画と一体のものとして作成するこ

と。）。また、当該計画については、低栄養状態の改善等を行うための栄養管理の対象とな

る入所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、介護福祉施設サービスにおい

ては、当該計画に相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもっ

て当該計画の作成に代えることができるものとすること。 

③ 当該計画に基づき、管理栄養士等は対象となる入所者に対し食事の観察を週５回以上行

い、当該入所者ごとの栄養状態、嗜好等を踏まえた食事の調整等を実施すること。低栄養リ

スク改善加算の算定期間は、低栄養状態の高リスク者に該当しなくなるまでの期間とする

が、その期間は入所者又はその家族の同意を得られた月から起算して６月以内の期間に限る

ものとし、それを超えた場合においては、原則として当該加算は算定しないこと。 

④ 低栄養状態の改善等のための栄養管理が、入所者又はその家族の同意を得られた月から起

算して、６月を超えて実施される場合でも、低栄養状態リスクの改善が認められない場合で

あって、医師又は歯科医師の指示に基づき、継続して低栄養状態の改善等のための栄養管理

が必要とされる場合にあっては、引き続き当該加算を算定できるものとすること。ただし、

この場合において、医師又は歯科医師の指示はおおむね２週間ごとに受けるものとするこ

と。 

⑤ 褥瘡を有する場合であって、褥瘡マネジメント加算を算定している場合は、低栄養リスク

改善加算は算定できない。 

 

 

２４．経口移行加算 （当該計画が作成された日から起算して 180 日以内の期間に

限り 1 日につき 28 単位)   
 

１ 厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 95 号 66】に適合する指定介護老人福

祉施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専

門員その他の職種の者が共同して、現に経管により食事を摂取している入所者ごとに経口に

よる食事の摂取を進めるための経口移行計画を作成している場合であって、当該計画に従

い、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員

による支援が行われた場合。ただし、栄養マネジメント加算を算定していない場合は算定し

ない。 

２ 経口による食事の摂取を進めるための経口移行計画に基づき、管理栄養士又は栄養士が行
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う栄養管理及び言語聴覚士又は看護職員が行う支援が、当該計画が作成された日から起算し

て 180 日を超えた期間に行われた場合であっても、経口による食事の摂取が一部可能な者で

あって、医師の指示に基づき、継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び

支援が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定できるものとする。 

 

【平成 27 年厚生省告示第 95 号 66】 

 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

 

＜留意点＞ 
① 経口移行加算のうち経管栄養から経口栄養に移行しようとする者に係るものについては、次

に掲げるイからハまでの通り、実施するものとすること。 

イ 現に経管により食事を摂取している者であって、経口による食事の摂取を進めるための栄

養管理及び支援が必要であるとして、医師の指示を受けた者を対象とすること。医師、歯科

医師、管理栄養士、看護師、言語聴覚士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、経

口による食事の摂取を進めるための栄養管理の方法等を示した経口移行計画を作成するこ

と（栄養ケア計画と一体のものとして作成すること。）。また、当該計画については、経口

による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援の対象となる入所者又はその家族に説

明し、その同意を得ること。なお、介護福祉施設サービスにおいては、経口移行計画に相当

する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって経口移行計画の作成

に代えることができるものとすること。 

ロ 当該計画に基づき、経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援を実施するこ

と。経口移行加算の算定期間は、経口からの食事の摂取が可能となり経管による食事の摂取

を終了した日までの期間とするが、その期間は入所者又はその家族の同意を得た日から起算

して、180 日以内の期間に限るものとし、それを超えた場合においては、原則として当該加

算は算定しないこと。 

ハ 経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が、入所者又はその家族の同意を

得られた日から起算して、180 日を超えて実施される場合でも、経口による食事の摂取が一

部可能なものであって、医師の指示に基づき、継続して経口による食事の摂取を進めるため

の栄養管理及び支援が必要とされる場合にあっては、引き続き当該加算を算定できるものと

すること。ただし、この場合において、医師の指示はおおむね２週間ごとに受けるものとす

ること。 

②  経管栄養法から経口栄養法への移行は、場合によっては、誤嚥性肺炎の危険も生じうるこ

とから、次のイからニまでについて確認した上で実施すること。 

イ 全身状態が安定していること（血圧、呼吸、体温が安定しており、現疾患の病態が安定し

ていること。）。 

ロ 刺激しなくても覚醒を保っていられること。 

ハ 嚥下反射が見られること（唾液嚥下や口腔、咽頭への刺激による喉頭挙上が認められるこ

と。）。 

ニ 咽頭内容物を吸引した後は唾液を嚥下しても「むせ」がないこと。 

③ 経口移行加算を 180 日間にわたり算定した後、経口摂取に移行できなかった場合に、期間を

空けて再度経口摂取に移行するための栄養管理及び支援を実施した場合は、当該加算は算定で

きないものとすること。 

④ 入所者の口腔の状態によっては、歯科医療における対応を要する場合も想定されることから、

必要に応じて、介護支援専門員を通じて主治の歯科医師への情報提供を実施するなどの適切な

措置を講じること。 

  

 

 

 

 

２５．経口維持加算 ((Ⅰ)当該計画が作成された日の属する月から起算して６月 

以内の期間に限り 1 月につき 400 単位、 

(Ⅱ)1 月につき 100 単位) 
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１ （Ⅰ）については、厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 95 号 67】に適合

する指定介護老人福祉施設において、現に経口により食事を摂取する者であって、摂食機能

障害を有し、誤嚥が認められる入所者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づき、医師、

歯科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入所者の栄

養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに、経口による継続的な食事

の摂取を進めるための経口維持計画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師又

は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等

が医師の指導を受けている場合に限る。３において同じ。）を受けた管理栄養士又は栄養士

が、栄養管理を行った場合。 

 ただし、経口移行加算を算定している場合又は栄養マネジメント加算を算定していない場

合は算定しない。 

 

２ （Ⅱ）については、協力歯科医療機関を定めている指定介護老人福祉施設が、経口維持加算

(Ⅰ)を算定している場合であって、入所者の経口による継続的な食事の摂取を支援するため

の食事の観察及び会議等に、医師（指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準

第２条第１項第１号に規定する医師を除く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が加わ

った場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

 

３ 経口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維持計画が作成された日の属する月か

ら起算して６月を超えた期間に行われた場合であっても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認め

られる入所者であって、医師又は歯科医師の指示に基づき、継続して誤嚥防止のための食事

の摂取を進めるための特別な管理が必要とされるものに対しては、引き続き当該加算を算定

できるものとする。 

 

【平成 27 年厚生省告示第 95 号 67】 

イ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ 入所者の摂食・嚥下機能が医師の診断により適切に評価されていること。 

ハ 誤嚥等が発生した場合の管理体制が整備されていること。 

ニ 食形態に係る配慮など誤嚥防止のための適切な配慮がなされていること。 

ホ 上記のロからニを多職種協働により実施するための体制が整備されていること。 

 

 
 
＜留意点＞ 
① 経口維持加算（Ⅰ）については、次に掲げるイからニまでの通り、実施するものとすること。 
イ 現に経口により食事を摂取している者であって、摂食機能障害（食事の摂取に関する認知機

能の低下を含む。以下同じ。）を有し、水飲みテスト（「氷砕片飲み込み検査」、「食物テ

スト（food test）」、「改訂水飲みテスト」などを含む。以下同じ。）、頸部聴診法、造影

撮影（医科診療報酬点数表中「造影剤使用撮影」をいう。以下同じ。）、内視鏡検査（医科

診療報酬点数表中「喉頭ファイバースコピー」をいう。以下同じ。）等により誤嚥が認めら

れる（喉頭侵入が認められる場合及び食事の摂取に関する認知機能の低下により誤嚥の有無

に関する検査を実施することが困難である場合を含む。以下同じ。）ことから、継続して経

口による食事の摂取を進めるための特別な管理が必要であるものとして、医師又は歯科医師

の指示を受けたものを対象とすること。ただし、歯科医師が指示を行う場合にあっては、当

該指示を受ける管理栄養士等が、対象となる入所者に対する療養のために必要な栄養の指導

を行うに当たり、主治の医師の指導を受けている場合に限る（以下同じ。）。 
ロ 月１回以上、医師、歯科医師、管理栄養士、看護職員、言語聴覚士、介護支援専門員その 

他の職種の者が共同して、入所者の栄養管理をするための食事の観察及び会議等を行い、継

続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管理の方法等を示した経口維持計画を

作成すること。また、当該計画については、特別な管理の対象となる入所者又はその家族に

説明し、その同意を得ること。なお、介護福祉施設サービスにおいては、経口維持計画に相

当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって経口維持計画の作

成に代えることができるものとすること。 

ハ 当該経口維持計画に基づき、栄養管理を実施すること。「特別な栄養管理」とは、入所者
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の誤嚥を防止しつつ、継続して経口による食事の摂取を進めるための食物形態、摂食方法等

における適切な配慮のことをいう。経口維持加算(Ⅰ)の算定期間は、継続して経口による食

事の摂取を進めるための特別な管理により、当該入所者に摂食機能障害及び誤嚥が認められ

なくなったと医師又は歯科医師が判断した日までの期間とするが、その期間は入所者又はそ

の家族の同意を得られた日の属する月から起算して６月以内の期間に限るものとし、それを

超えた場合においては、原則として当該加算は算定しないこと。 

ニ 入所者又はその家族の同意を得られた日の属する月から起算して６月を超えた場合で

も、水飲みテスト、頸部聴診法、造影撮影、内視鏡検査等により、引き続き、摂食機能障害

及び誤嚥が認められ、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管理が必要で

あるものとして医師又は歯科医師の指示がなされ、また、当該特別な管理を継続することに

ついての入所者の同意が得られた場合にあっては、引き続き当該加算を算定できるものと

すること。ただし、イ又はロにおける医師又は歯科医師の指示は、おおむね１月ごとに受け

るものとすること。 

② 経口維持加算（Ⅱ）における食事の観察及び会議等の実施に当たっては、医師（指定介護老

人福祉施設基準第２条第１項第１号に規定する医師を除く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言

語聴覚士のいずれか１名以上が加わることにより、多種多様な意見に基づく質の高い経口維持

計画を策定した場合に算定されるものであること。 

③ 経口維持加算（Ⅰ）及び経口維持加算（Ⅱ）の算定に当たり実施する食事の観察及び会議等

は、関係職種が一堂に会して実施することを想定しているが、やむを得ない理由により、参加

するべき者の参加が得られなかった場合は、その結果について終了後速やかに情報共有を行う

ことで、算定を可能とする。 

④ 管理体制とは、食事の中止、十分な排痰、医師又は歯科医師との緊密な連携等が迅速に行

われる体制とすること。 
 

 

２６．口腔衛生管理体制加算 （1 月につき 30 単位）  

 

厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 95 号 68】に適合する指定介護老人福祉

施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に対する口腔ケ

アに係る技術的助言及び指導を月１回以上行っている場合。 

 

 

【平成 27 年厚生省告示第 95 号 68】 

イ 施設において歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基

づき、入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画が作成されていること。 

ロ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

 

＜留意点＞ 
① 「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」とは、当該施設における入所者の口腔内状態の評

価方法、適切な口腔ケアの手技、口腔ケアに必要な物品整備の留意点、口腔ケアに伴うリス

ク管理、その他当該施設において日常的な口腔ケアの実施にあたり必要と思われる事項のう

ち、いずれかに係る技術的助言及び指導のことをいうものであって、個々の入所者の口腔ケ

ア計画をいうものではない。 

② 「入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画」には、以下の事項を記載すること。 

イ 当該施設において入所者の口腔ケアを推進するための課題 

ロ 当該施設における目標 

ハ 具体的方策 

ニ 留意事項 

ホ 当該施設と歯科医療機関との連携の状況 

へ 歯科医師からの指示内容の要点（当該計画の作成にあたっての技術的助言・指導を歯科

衛生士が行った場合に限る。） 

ト その他必要と思われる事項 
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③ 医療保険において歯科訪問診療料又は訪問歯科衛生指導料が算定された日の属する月で

あっても口腔衛生管理体制加算を算定できるが、介護職員に対する口腔ケアに係る技術的助

言及び指導又は入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画に関する技術的助言及び指導を

行うにあたっては、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこ

と。 

 

 

２７．口腔衛生管理加算 （1 月につき 90 単位）  
 

厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 95 号 69】に適合する指定介護老人福祉施

設において、次に掲げるいずれの基準にも該当する場合。ただし、この場合において、口腔衛生

管理体制加算を算定していない場合は、算定しない。 

 

イ 歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対し、口腔ケアを月２回以上行うこと。 

ロ 歯科衛生士が、イにおける入所者に係る口腔ケアについて、介護職員に対し、具体的な技

術的助言及び指導を行うこと。 

ハ 歯科衛生士が、イにおける入所者の口腔に関する介護職員からの相談等に必要に応じ対応

すること。 

 

【平成 27 年厚生省告示第 95 号 69 で準用する 68】 

イ 施設において歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に

基づき、入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画が作成されていること。 

ロ 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
 
 

＜留意点＞ 
① 口腔衛生管理加算は、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔衛生管理体制加算を算定し

ている施設の入所者に対して口腔ケアを実施し、当該入所者に係る口腔ケアについて介護職員

へ具体的な技術的助言及び指導をした場合において、当該入所者ごとに算定するものである。 

② 当該施設が口腔衛生管理加算に係るサービスを提供する場合においては、当該サービスを実

施する同一月内において医療保険による訪問歯科衛生指導の実施の有無を入所者又はその家

族等に確認するとともに、当該サービスについて説明し、その提供に関する同意を得た上で行

うこと。 

③ 歯科医師の指示を受けて当該施設の入所者に対して口腔ケアを行う歯科衛生士は、口腔に関

する問題点、歯科医師からの指示内容の要点（ただし、歯科医師から受けた指示内容のうち、

特に歯科衛生士が入所者に対する口腔ケアを行うにあたり配慮すべき事項とする。）、当該歯

科衛生士が実施した口腔ケアの内容、当該入所者に係る口腔ケアについて介護職員への具体的

な技術的助言及び指導の内容及びその他必要と思われる事項に係る記録（以下「口腔衛生管理

に関する実施記録」という。）を別紙様式３を参考として作成し、当該施設に提出すること。

当該施設は、当該口腔衛生管理に関する実施記録を保管するとともに、必要に応じてその写し

を当該入所者に対して提供すること。 

④ 当該歯科衛生士は、介護職員から当該入所者の口腔に関する相談等に必要に応じて対応する

とともに、当該入所者の口腔の状態により医療保険における対応が必要となる場合には、適切

な歯科医療サービスが提供されるよう当該歯科医師及び当該施設への情報提供を行うこと。 

⑤ 本加算は、医療保険において歯科訪問診療料が算定された日の属する月であっても算定でき

るが、訪問歯科衛生指導料が算定された日の属する月においては、訪問歯科衛生指導料が３回

以上算定された場合には算定できない。 
 
 

２８．療養食加算 （1 日に 3 回を限度に、１回につき６単位） 
 

 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉

施設が、厚生労働大臣が定める療養食【平成 27 年厚生省告示第 94 号 60】を提供したとき。 
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イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。 

ロ 入所者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供が行われている

こと。 

ハ 食事の提供が、厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 95 号 35】に適合す

る指定介護老人福祉施設において行われていること。 

 

【平成 27 年厚生省告示第 94 号 60 において準用する 23】 

 疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切な栄養量及び

内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、

痛風食及び特別な場合の検査食 

【平成 27 年厚生省告示第 95 号 35】 

 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

  ＜留意点＞ 
① 療養食の加算については、利用者の病状等に応じて、主治の医師より利用者に対し疾患治療

の直接手段として発行された食事箋に基づき、厚生労働大臣が定める基準に適合する療養食

が提供された場合に算定すること。なお、当該加算を行う場合は、療養食の献立表が作成され

ている必要があること。 

② 加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づいて

提供される利用者の年齢、病状等に対応した栄養量及び内容を有する治療食(糖尿病食、腎臓

病食、肝臓病食、胃潰瘍食(流動食は除く。)、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び

特別な場合の検査食をいうものであること。 

③ 前記の療養食の摂取方法については経口又は経管の別を問わないこと。 

④ 減塩食療法等について 

 心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準じて取り扱うことができるも

のであるが、高血圧症に対して減塩食療法を行う場合は、加算の対象とはならないこと。 

 また、腎臓病食に準じて取り扱うことができる心臓疾患等の減塩食については、総量 6.0g

未満の減塩食をいうこと。 

⑤ 肝臓病食について 

 肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性黄疸食(胆石症及び胆嚢炎による閉鎖

性黄疸の場合を含む。)等をいうこと。 

⑥ 胃潰瘍食について 

 十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支えないこと。手術前後に与える高

カロリー食は加算の対象としないが、侵襲の大きな消化管手術の術後において胃潰瘍食に準

ずる食事を提供する場合は、療養食の加算が認められること。また、クローン病、潰瘍性大腸

炎等により腸管の機能が低下している入所者等に対する低残さ食については、療養食として

取り扱って差し支えないこと。 

⑦ 貧血食の対象者となる入所者等について 

 療養食として提供される貧血食の対象となる入所者等は、血中ヘモグロビン濃度が 10g/dl

以下であり、その原因が鉄分の欠乏に由来する者であること。 

⑧ 高度肥満症に対する食事療法について 

 高度肥満症(肥満度が＋70％以上又はＢＭＩが 35 以上)に対して食事療法を行う場合は、脂

質異常症食に準じて取り扱うことができること。 

⑨ 特別な場合の検査食について 

 特別な場合の検査食とは、潜血食をいう他、大腸Ｘ線検査・大腸内視鏡検査のために特に残

さの少ない調理済食品を使用した場合は、「特別な場合の検査食」として取り扱って差し支え

ないこと。 

⑩ 脂質異常症食の対象となる入所者等について 

 療養食として提供される脂質異常症食の対象となる入所者等は、空腹時定常状態における

ＬＤＬ－コレステロール値が 140mg/dl 以上である者又はＨＤＬ－コレステロール値 40mg/dl

未満若しくは血清中性脂肪値が 150mg/dl 以上である者であること。 

 

 なお、経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が行われている場合にあっ

ては、経口移行加算又は経口維持加算を併せて算定することが可能である。 
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２９.配置医師緊急時対応加算 （早朝又は夜間の場合は 1 回につき 650 単位、 

深夜の場合は 1 回につき 1,3300 単位） 

 
別に厚生労働大臣が定める施設基準【平成 27 年厚労省告示第 96 号 54 の 2】に適合している

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、当該指定介護老人福祉施

設の配置医師（指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準第２条第１項第１号に

規定する医師をいう。以下同じ。）が当該指定介護老人福祉施設の求めに応じ、早朝（午前６時

から午前８時までの時間をいう。以下同じ。）、夜間（午後６時から午後 10 時までの時間をい

う。以下同じ。）又は深夜（午後 10 時から午前６時までの時間をいう。以下同じ。）に当該指

定介護老人福祉施設を訪問して入所者に対し診療を行い、かつ、診療を行った理由を記録した場

合。 

ただし、看護体制加算(Ⅱ)を算定していない場合は、算定しない。 

 

【平成 27 年厚労省告示第 96 号 54 の 2 において準用する 44 の 2】 

 イ 入所者に対する注意事項や病状等についての情報共有、曜日や時間帯ごとの医師との

連絡方法、診療を依頼する場合の具体的状況等について、配置医師と当該指定介護老人福

祉施設の間で、具体的な取り決めがなされていること。 

 ロ 複数名の配置医師を置いていること又は配置医師と協力医療機関の医師が連携し、施

設の求めに応じ２４時間対応できる体制を確保していること。 

 

 

＜留意点＞ 
① 配置医師緊急時対応加算は、入所者の看護・介護に当たる者が、配置医師に対し電話等で直

接施設への訪問を依頼し、当該配置医師が診療の必要性を認めた場合に、可及的速やかに施設

に赴き診療を行った場合に算定できるものであり、定期的ないし計画的に施設に赴いて診療

を行った場合には算定できない。ただし、医師が、死期が迫った状態であると判断し、施設の

職員と家族等に説明したうえで、当該入所者が死亡した場合について、早朝や日中の診療終了

後の夜間に施設を訪問し死亡診断を行うことを事前に決めている場合には、この限りでない。 

② 配置医師緊急時対応加算の算定については、事前に氏名等を届出た配置医師が実際に訪問

し診察を行ったときに限り算定できる。 

③ 施設が診療を依頼した時間、配置医師が診療を行った時間、内容について記録を行わなけれ

ばならない。 

④ 早朝・夜間（深夜を除く）とは、午後６時から午後 10 時まで又は午前６時から午前８時ま

でとし、深夜の取扱いについては、午後 10 時から午前６時までとする。なお、診療の開始時

刻が加算の対象となる時間帯にある場合に、当該加算を算定すること。診療時間が長時間にわ

たる場合に、加算の対象となる時間帯における診療時間が全体の診療時間に占める割合がご

くわずかな場合においては、当該加算は算定できない。 

⑤ 算定に当たっては、配置医師と施設の間で、緊急時の注意事項や病状等についての情報共有

の方法、曜日や時間帯ごとの医師との連携方法や診察を依頼するタイミング等に関する取り

決めを事前に定めることにより、24 時間配置医師による対応又はその他の医師の往診による

対応が可能な体制を整えることとする。 
 
 
３０．看取り介護加算 （(Ⅰ)死亡日以前 4 日以上 30 日以下については 1 日につ

き 144 単位、死亡日の前日及び前々日については 1 日につ

き 680 単位、死亡日については 1 日につき 1,280 単位 

(Ⅱ)死亡日以前 4 日以上 30 日以下については 1 日につき

144 単位、死亡日の前日及び前々日については 1 日につき

780 単位、死亡日については 1 日につき 1,580 単位） 
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１ 厚生労働大臣が定める施設基準【平成 27 年厚生省告示第 96 号 54】に適合しているもの

として都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、厚生労働大臣が定める基

準【平成 27 年厚生省告示第 94 号 61】に適合する入所者について看取り介護を行った場合

には看取り介護加算（Ⅰ）を死亡月に算定する。 

   ただし、退所した日の翌日から死亡日までの間は、算定しない。 

 

２ 厚生労働大臣が定める施設基準【平成 27 年厚生省告示第 96 号 54】に適合しているもの

として都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、別に厚生労働大臣が定め

る基準【平成 27 年厚生省告示第 94 号 61】に適合する入所者について看取り介護を行った

場合においては、当該入所者が当該指定介護老人福祉施設内で死亡した場合に限り、看取り

介護加算(Ⅱ)を死亡月に加算する。 

ただし、看取り介護加算(Ⅰ)を算定している場合は、算定しない。 

 

【平成 27 年厚生省告示第 96 号 54 において準用する 45】 

イ 看取り介護加算（Ⅰ） 

（１） 常勤の看護師を１名以上配置し、当該指定介護老人福祉施設の看護職員により、又

は病院、診療所若しくは訪問看護ステーションの看護職員との連携により、24 時間連

絡できる体制を確保していること。 

（２） 看取りに関する指針を定め、入所の際に、入所者又はその家族等に対して、当該指針   

の内容を説明し、同意を得ていること。 

（３） 医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員その他の職種の者による協議の上、当該

指定介護老人福祉施設における看取りの実績等を踏まえ、適宜、看取りに関する指針の

見直しを行うこと。 

（４） 看取りに関する職員研修を行っていること。 

（５） 看取りを行う際に個室又は静養室の利用が可能となるよう配慮を行うこと。 

   ロ 看取り介護加算（Ⅱ） 

   （１） 配置医師緊急時対応加算の施設基準に該当するものであること。 

   （２） イ（１）から（５）までのいずれにも該当するものであること。 

【平成 27 年厚生省告示第 94 号 61 において準用する 48】 

 次のイからハまでのいずれにも適合している入所者 

イ 医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断した者であ

ること。 

ロ 医師、看護職員、介護支援専門員その他の職種の者（以下この号において「医師等」とい

う。）が共同で作成した入所者の介護に係る計画について、医師等のうちその内容に応じた

適当な者から説明を受け、当該計画について同意している者（その家族等が説明を受けた上

で、同意している者を含む。）であること。 

ハ 看取りに関する指針に基づき、入所者の状態又は家族の求め等に応じ随時、医師等の相互

の連携の下、介護記録等入所者に関する記録を活用し行われる介護についての説明を受け、

同意した上で介護を受けている者（その家族等が説明を受け、同意した上で介護を受けてい

る者を含む。）であること。 

 

 

 

    ＜留意点＞ 
① 看取り介護加算は、医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない

と診断した入所者について、その旨を入所者又はその家族等（以下「入所者等」という。）に

対して説明し、その後の療養及び介護に関する方針についての合意を得た場合において、入所

者等とともに、医師、看護職員、生活相談員、介護職員、介護支援専門員等が共同して、随時、

入所者等に対して十分な説明を行い、療養及び介護に関する合意を得ながら、入所者がその人

らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう支援することを主眼として設けたものであ

る。 

② 施設は、入所者に提供する看取り介護の質を常に向上させていくため、計画（Plan）、実行

（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（PDCA サイクル）により、看取り介護を
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実施する体制を構築するとともに、それを強化していくことが重要であり、具体的には、次の

ような取組が求められる。 

イ 看取りに関する指針を定めることで施設の看取りに対する方針等を明らかにする

（Plan）。 

ロ 看取り介護の実施に当たっては、当該入所者に係る医師の診断を前提にして、介護に係る

計画に基づいて、入所者がその人らしく生き、その人らしい最期が迎えられるよう支援を行

う（Do）。 

ハ 多職種が参加するケアカンファレンス等を通じて、実施した看取り介護の検証や、職員の

精神的負担の把握及びそれに対する支援を行う（Check）。 

ニ 看取りに関する指針の内容その他看取り介護の実施体制について、適宜、適切な見直しを

行う（Action）。 

 なお、施設は、看取り介護の改善のために、適宜、家族等に対する看取り介護に関する報

告会並びに入所者等及び地域住民との意見交換による地域への啓発活動を行うことが望ま

しい。 

③ 質の高い看取り介護を実施するためには、多職種連携により、入所者等に対し、十分な説明

を行い、理解を得るよう努めることが不可欠である。具体的には、施設は、看取り介護を実施

するに当たり、終末期にたどる経過、施設等において看取りに際して行いうる医療行為の選択

肢、医師や医療機関との連携体制などについて、入所者等の理解が得られるよう継続的な説明

に努めることが重要である。加えて、説明の際には、入所者等の理解を助けるため、入所者に

関する記録を活用した説明資料を作成し、その写しを提供すること。 

④ 看取り介護の実施に当たっては、管理者を中心として、生活相談員、介護職員、看護職員、

介護支援専門員等による協議の上、看取りに関する指針が定められていることが必要であり、

同指針に盛り込むべき項目としては、例えば、以下の事項が考えられる。 

イ 当該施設の看取りに関する考え方 

ロ 終末期にたどる経過（時期、プロセスごと）とそれに応じた介護の考え方 

ハ 施設等において看取りに際して行いうる医療行為の選択肢 

ニ 医師や医療機関との連携体制（夜間及び緊急時の対応を含む） 

ホ 入所者等への情報提供及び意思確認の方法 

へ 入所者等への情報提供に供する資料及び同意書の書式 

ト 家族への心理的支援に関する考え方 

チ その他看取り介護を受ける入所者に対して施設の職員が取るべき具体的な対応の方法 

⑤ 看取り介護の実施に当たっては、次に掲げる事項を介護記録等に記録するとともに、多職種

連携を図るため、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員等による適切な情報共有に努め

ること。 

イ 終末期の身体症状の変化及びこれに対する介護等についての記録 

ロ 療養や死別に関する入所者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアについ

ての記録 

ハ 看取り介護の各プロセスにおいて把握した入所者等の意向と、それに基づくアセスメン

ト及び対応についての記録 

⑥ 入所者等に対する随時の説明に係る同意については、口頭で同意を得た場合は、介護記録に

その説明日時、内容等を記載するとともに、同意を得た旨を記載しておくことが必要である。 

 また、入所者が十分に判断をできる状態になく、かつ、家族の来所が見込まれないような場

合も、医師、看護職員、介護職員等が入所者の状態等に応じて随時、入所者に対する看取り介

護について相談し、共同して看取り介護を行っていると認められる場合には、看取り介護加算

の算定は可能である。 

 この場合には、適切な看取り介護が行われていることが担保されるよう、介護記録に職員間

の相談日時、内容等を記載するとともに、入所者の状態や、家族と連絡を取ったにもかかわら

ず施設への来所がなかった旨を記載しておくことが必要である。 

 なお、家族が入所者の看取りについて共に考えることは極めて重要であり、施設は、連絡を

したにもかかわらず来所がなかったとしても、継続的に連絡を取り続け、可能な限り家族の意

思を確認しながら介護を進めていくことが重要である。 

⑦ 看取り介護加算は、基準に適合する看取り介護を受けた入所者が死亡した場合に、死亡日を

含めて 30 日を上限として、施設において行った看取り介護加算を評価するものである。 

 死亡前に在宅へ戻ったり、医療機関へ入院したりした後、在宅や入院先で死亡した場合も算 
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定可能であるが、その際には、施設において看取り介護を直接行っていない退所した日の翌日

から死亡日までの間は算定することができない。（従って、退所した日の翌日から死亡日まで

の期間が 30 日以上あった場合には、看取り介護加算を算定することはできない） 

⑧ 施設を退所等した月と死亡した月が異なる場合でも算定可能であるが、看取り介護加算は

死亡月にまとめて算定することから、入所者側にとっては、施設に入所していない月について

も自己負担を請求されることになるため、入所者が退所等する際、退所等の翌月に亡くなった

場合に、前月分の請求を行うことがあることを説明し、文書にて同意を得ておくことが必要で

ある。 

⑨ 施設は、施設退所等の後も、継続して入所者の家族への指導や医療機関に対する情報提供等

を行うことが必要であり、入所者の家族、入院先の医療機関等との継続的な関わりの中で、入

所者の死亡を確認することができる。 

 なお、情報の共有を円滑に行う観点から、施設が入院する医療機関等に入所者の状態を尋ね

たときに、当該医療機関等が施設に対して本人の状態を伝えることについて、施設退所等の

際、入所者等に対して説明をし、文書にて同意を得ておくことが必要である。 

⑩ 入所者が入退院をし、又は外泊をした場合であって、当該入院又は外泊期間が死亡日以前

30 日の範囲内であれば、当該入院又は外泊期間を除いた期間について、看取り介護加算の算

定が可能である。 

⑪ 入院若しくは外泊又は退所の当日について看取り介護加算を算定できるかどうかは、当該

日に所定単位数を算定するかどうかによる。 

⑫ 「24 時間連絡できる体制」については、「７ 看護体制加算」④を準用する。 

⑬ 多床室を有する施設にあっては、看取りを行う際には個室又は静養室の利用により、プライ

バシー及び家族への配慮の確保が可能となるようにすることが必要である。 

⑭ 看取り介護加算Ⅱについては、入所者の死亡場所が当該施設内であった場合に限り算定で

きる。 

⑮ 看取り介護加算Ⅱの算定に当たっては、「２９ 配置医師緊急時対応加算」⑤を準用する。 

 

 

  

 

３１．在宅復帰支援機能加算 （1 日につき 10 単位） 
 

 厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 95 号 70】に適合する指定介護老人福祉

施設であって、次に掲げる基準のいずれにも適合している場合。 

イ 入所者の家族との連絡調整を行っていること。 

ロ 入所者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して、入所者に係る居宅サービスに

必要な情報の提供、退所後の居宅サービスの利用に関する調整を行っていること。 

 

【平成 27 年厚生省告示第 95 号 70】 

イ 算定日が属する月の前６月間において当該施設から退所した者（在宅・入所相互利用加算

を算定しているものを除く。以下「退所者」という。）の総数のうち、当該期間内に退所し、

在宅において介護を受けることとなった者（当該施設における入所期間が１月間を超えて

いた者に限る。）の占める割合が 100 分の 20 を超えていること。 

ロ 退所者の退所後 30 日以内に、当該施設の従業者が当該退所者の居宅を訪問すること又は

指定居宅介護支援事業者から情報提供を受けることにより、当該退所者の在宅における生

活が１月以上継続する見込みであることを確認し、記録していること。 

 

 

＜留意点＞ 
① 「入所者の家族との連絡調整」とは、入所者が在宅へ退所するに当たり、当該入所者及びそ

の家族に対して次に掲げる支援を行うこと。 

 退所後の居宅サービスその他の保健医療サービス又は福祉サービスについて相談援助を行

うこと。また、必要に応じ、当該入所者の同意を得て退所後の居住地を管轄する市町村及び地

域包括支援センター又は老人介護支援センターに対して当該入所者の介護状況を示す文書を 
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添えて当該入所者に係る居宅サービスに必要な情報を提供すること。 

② 本人家族に対する相談援助の内容は次のようなものであること。 

イ 食事、入浴、健康管理等在宅における生活に関する相談援助 

ロ 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓練

等に関する相談助言 

ハ 家屋の改善に関する相談援助 

ニ 退所する者の介助方法に関する相談援助 

③ 在宅復帰支援機能加算の算定を行った場合は、その算定根拠等の関係書類を整備しておく

こと。 

 
 

３２．在宅・入所相互利用加算 （1 日につき 40 単位） 
 

 厚生労働大臣が定める者【平成 27 年厚生省告示第 94 号 62】に対して、厚生労働大臣が定め

る基準【平成 27 年厚生省告示第 95 号 71】に適合する指定介護福祉施設サービスを行う場合。 

 

【平成 27 年厚生省告示第 94 号 62 において準用する 49】 

 在宅生活を継続する観点から、複数の者であらかじめ在宅期間及び入所期間（入所期間

が３月を超えるときは、３月を限度とする。）を定めて、当該施設の居室を計画的に利用

している者 

【平成 27 年厚生省告示第 95 号 71】 

 在宅において生活している期間中の介護支援専門員と入所する介護老人福祉施設の介護

支援専門員との間で情報の交換を十分に行い、双方が合意の上介護に関する目標及び方針

を定め、入所者又はその家族等に対して当該目標及び方針の内容を説明し、同意を得ている

こと。 

 

 

    ＜留意点＞ 
① 在宅・入所相互利用（ベッド・シェアリング）加算は、可能な限り対象者が在宅生活を継続

できるようにすることを主眼として設けたものであり、施設の介護支援専門員は、入所期間終

了に当たって、運動機能及び日常生活動作能力その他の当該対象者の心身の状況についての

情報を在宅の介護支援専門員に提供しながら、在宅の介護支援専門員とともに、在宅での生活

継続を支援する観点から介護に関する目標及び方針を定めることが必要である。 

② 具体的には、 

イ 在宅・入所相互利用を開始するに当たり、在宅期間と入所期間（入所期間については３月

を限度とする）について、文書による同意を得ることが必要である。 

ロ 在宅期間と入所期間を通じて一貫した方針の下に介護を進める観点から、施設の介護支

援専門員、施設の介護職員等、在宅の介護支援専門員、在宅期間に対象者が利用する居宅サ

ービス事業者等による支援チームをつくること。 

ハ 当該支援チームは、必要に応じ随時（利用者が施設に入所する前及び施設から退所して在

宅に戻る前においては必須とし、おおむね１月に１回）カンファレンスを開くこと。 

ニ ハのカンファレンスにおいては、それまでの在宅期間又は入所期間における対象者の心

身の状況を報告し、目標及び方針に照らした介護の評価を行うとともに、次期の在宅期間又

は入所期間における介護の目標及び方針をまとめ、記録すること。 

ホ 施設の介護支援専門員及び在宅の介護支援専門員の機能及び役割分担については、支援

チームの中で協議して適切な形態を定めること。 

 

３３．認知症専門ケア加算 （1 日につき、(Ⅰ)3 単位、(Ⅱ)4 単位） 

 
 厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 95 号 42】に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設が、厚生労働大臣が定める者【平成 27 年厚生省告

示第 94 号 63】に対し専門的な認知症ケアを行った場合。 

 ただし、（Ⅰ）・（Ⅱ）いずれかを算定。 
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【平成 27 年厚生省告示第 95 号 42】 

イ 認知症専門ケア加算(Ⅰ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 当該施設における入所者の総数のうち、日常生活に支障を来すおそれのある症状若し

くは行動が認められることから介護を必要とする認知症の者（以下「対象者」という。）

の占める割合が２分の１以上であること。 

(2) 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、対象者の数が 20 人未満である場

合にあっては、１以上、当該対象者の数が 20 人以上である場合にあっては、１に、当該

対象者の数が 19 を超えて 10 又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、

チームとして専門的な認知症ケアを実施していること。 

(3) 当該事業所又は施設の従業者に対して、認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術

的指導に係る会議を定期的に開催していること。 

ロ 認知症専門ケア加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) イの基準のいずれにも適合すること。 

(2) 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、施設全体

の認知症ケアの指導等を実施していること。 

(3) 当該施設における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画を作成し、

当該計画に従い、研修を実施又は実施を予定していること。 

 

 

【平成 27 年厚生省告示第 94 号 63 において準用する 23 の２】 

 日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要とする

認知症の者 

 

 

   ＜留意点＞ 
① 「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を必要

とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する入所者を指すもの

とする。 

② 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施について」

（平成 18 年３月 31 日老発第 0331010 号厚生労働省老健局長通知）及び「認知症介護実践者

等養成事業の円滑な運営について」（平成 18 年３月 31 日老計発第 0331007 号厚生労働省計

画課長通知）に規定する「認知症介護実践リーダー研修」を指すものとする。 

③ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施につ

いて」及び「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介護指

導者研修」を指すものとする。 

 

  
 

３４．認知症行動・心理症状緊急対応加算 （入所した日から起算して７日を

限度として 1 日につき、２００単位） 
  医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に入

所することが適当であると判断した者に対し、指定介護福祉施設サービスを行った場合。 

 

＜留意点＞ 
① 「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・興

奮・暴言等の症状を指すものである。 

② 本加算は、在宅で療養を行っている利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められた際

に、介護老人福祉施設に一時的に入所することにより、当該利用者の在宅での療養が継続さ

れることを評価するものである。 

③ 本加算は、在宅で療養を行っている要介護被保険者に「認知症の行動・心理症状」が認め

られ、緊急に介護老人福祉施設への入所が必要であると医師が判断した場合であって、介護
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支援専門員、受け入れ施設の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、当該施設に入所し

た場合に算定することができる。本加算は医師が判断した当該日又はその次の日に利用を開

始した場合に限り算定できるものとする。この際、当該施設への入所ではなく、医療機関に

おける対応が必要であると判断される場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情

報提供を行うことにより、適切な医療が受けられるように取り計らう必要がある。 

④ 本加算は、当該利用者の在宅での療養が継続されることを評価するものであるため、入所

後速やかに退所に向けた施設サービス計画を策定し、当該入所者の「認知症の行動・心理症

状」が安定した際には速やかに在宅復帰が可能となるようにすること。 

⑤ 次に掲げる者が、直接、当該施設へ入所した場合には、当該加算は算定できないものであ

ること。 

ａ 病院又は診療所に入院中の者 

ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者 

ｃ 短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護、短期利用特定施設入

居者生活介護、認知症対応型共同生活介護、短期利用認知症対応型共同生活介護、地域密

着型特定施設入居者生活介護及び短期利用地域密着型特定施設入居者生活介護を利用中の

者 

⑥ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、施設も判

断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計画書に記録

しておくこと。 

⑦ 当該加算の算定にあたっては、個室等、認知症の行動・心理症状の増悪した者の療養に相

応しい設備を整備すること。 

⑧ 当該加算は、当該入所者が入所前１月の間に、当該介護老人福祉施設に入所したことがな

い場合及び過去１月の間に当該加算（他サービスを含む）を算定したことがない場合に限り

算定できることとする。 

 

３５．褥瘡マネジメント加算 （３月に 1 回を限度として 10 単位） 
 
  別に厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚労省告示第 95 号 71 の２】に適合しているものと

して都道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設において、継続的に入所者ごとの褥瘡管理を

した場合。 

【平成 27 年厚労省告示第 95 号 71 の２】 

イ 入所者ごとに褥瘡の発生と関連のあるリスクについて、施設入所時に評価するとともに、少

なくとも３月に一回、評価を行い、その評価結果を厚生労働省に報告すること。 

ロ イの評価の結果、褥瘡が発生するリスクがあるとされた入所者ごとに、医師、看護師、介護

職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関する褥瘡ケア計画を作成し

ていること。 

ハ 入所者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理の内容や入所者

の状態について定期的に記録していること。 

ニ イの評価に基づき、少なくとも３月に一回、入所者ごとに褥瘡ケア計画を見直しているこ

と。 

 

＜留意点＞ 

① 褥瘡マネジメント加算は、原則として入所者全員を対象として入所者ごとに大臣基準第 71

号の２に掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の入所者全員に対して算定できるもので

あること。 

② 大臣基準第 71 号の２イの評価は、別紙様式４に示す褥瘡の発生と関連のあるリスクについ

て実施すること。 

③ 大臣基準第 71 号の２イの施設入所時の評価は、大臣基準第 71 号の２イからニまでの要件

に適合しているものとして都道府県知事に届け出た日に、既に入所している者（以下、「既入

所者」という。）については、届出の日の属する月に評価を行うこと。 

④ 大臣基準第 71 条の２イの評価結果の厚生労働省への報告は、当該評価結果を、介護給付費

請求書等の記載要領に従って、褥瘡マネジメント加算の介護給付費明細書の給付費明細欄の

摘要欄に記載することによって行うこと。報告する評価結果は、施設入所時については、施設

入所後最初（既入所者については届出の日に最も近い日）に評価した結果、それ以外の場合に 
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ついては、当該加算を算定する月に評価した結果のうち最も末日に近いものとすること。 

⑤ 大臣基準第 71 号の２のロの褥瘡ケア計画は、褥瘡管理に対する各種ガイドラインを参考に

しながら、入所者ごとに、褥瘡管理に関する事項に対し関連職種が共同して取り組むべき事項

や、入所者の状態を考慮した評価を行う間隔等を検討し、別紙様式５に示す様式を参考に、作

成すること。なお、介護福祉施設サービスにおいては、褥瘡ケア計画に相当する内容を施設サ

ービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって褥瘡ケア計画の作成に代えることがで

きるものとすること。 

⑥ 大臣基準第 71 号の２のハにおいて、褥瘡ケア計画に基づいたケアを実施する際には、褥瘡

ケア・マネジメントの対象となる入所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。 

⑦ 大臣基準第 71 号の２の二における褥瘡ケア計画の見直しは、褥瘡ケア計画に実施上の問題

（褥瘡管理の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）があ

れば直ちに実施すること。 

⑧ 大臣基準第 71 号の２に掲げるマネジメントについては、施設ごとに当該マネジメントの実

施に必要な褥瘡管理に係るマニュアルを整備し、当該マニュアルに基づき実施することが望

ましいものであること。 

⑨ 提出されたデータについては、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に資

するため、適宜活用されるものである。 

 

 

３６．排せつ支援加算 （支援を開始した日の属する月から起算して 

６月以内の期間に限り 1 月につき 100 単位） 
排せつに介護を要する入所者であって、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減見込

まれると医師又は医師と連携した看護師が判断した者に対して、指定介護老人福祉施設の医師、

看護師、介護支援専門員その他の職種が共同して、当該入所者が排せつに介護を要する原因を分

析し、それに基づいた支援計画を作成し、当該支援計画に基づく支援を継続して実施した場合。

ただし、同一入所期間中に排せつ支援加算を算定している場合は、算定しない。 

 

＜留意点＞ 

① 本加算は、全ての入所者について、必要に応じ適切な介護が提供されていることを前提とし

つつ、さらに特別な支援を行って排せつの状態を改善することを評価したものである。したが

って、例えば、入所者が尿意・便意を職員へ訴えることができるにもかかわらず、職員が適時

に排せつを介助できるとは限らないことを主たる理由としておむつへの排せつとしていた場

合、支援を行って排せつの状態を改善させたとしても加算の対象とはならない。 

② 「排せつに介護を要する入所者」とは、要介護認定調査の際に用いられる「認定調査員テキ

スト 2009 改訂版（平成２７年４月改訂）」の方法を用いて、排尿または排便の状態が、「一

部介助」又は「全介助」と評価される者をいう。 

③ 「適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれる」とは、特別な支援を行わ

なかった場合には、当該排尿又は排便にかかる状態の評価が不変又は悪化することが見込ま

れるが、特別な対応を行った場合には、当該評価が６月以内に「全介助」から「一部介助」以

上、又は「一部介助」から「見守り等」以上に改善すると見込まれることをいう。 

④ ③の見込みの判断を医師と連携した看護師が行った場合は、その内容を支援の開始前に医

師へ報告することする。また、医師と連携した看護師が③の見込みの判断を行う際、利用者の

背景疾患の状況を勘案する必要がある場合等は、医師へ相談することとする。 

⑤ 支援に先立って、失禁に対する各種ガイドラインを参考にしながら、対象者が排せつに介護

を要する要因を多職種が共同して分析し、それに基づいた支援計画を別紙様式６の様式を参

考に作成する。要因分析及び支援計画の作成に関わる職種は、③の判断を行った医師又は看護

師、介護支援専門員、及び支援対象の入所者の特性を把握している介護職員を含むものとし、

その他、疾患、使用している薬剤、食生活、生活機能の状態等に応じ薬剤師、管理栄養士、理

学療法士、作業療法士等を適宜加える。なお、介護福祉施設サービスにおいては、支援計画に

相当する内容を施設サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって支援計画の作成

に代えることができるものとすること。 

⑥ 支援計画の作成にあたっては、要因分析の結果と整合性が取れた計画を、個々の入所者の特

性に配慮しながら個別に作成することとし、画一的な支援計画とならないよう留意する。ま
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た、支援において入所者の尊厳が十分保持されるよう留意する。 

⑦ 当該支援計画の実施にあたっては、計画の作成に関与した者が、入所者又はその家族に対

し、現在の排せつにかかる状態の評価、③の見込みの内容、⑤の要因分析及び支援計画の内

容、当該支援は入所者又はその家族がこれらの説明を理解した上で支援の実施を希望する場

合に行うものであること、及び支援開始後であってもいつでも入所者又はその家族の希望に

応じて支援計画を中断又は中止できることを説明し、入所者及びその家族の理解と希望を確

認した上で行うこと。 

⑧ 本加算の算定を終了した際は、その時点の排せつ状態の評価を記録し、③における見込みと

の差異があればその理由を含めて総括し、記録した上で、入所者又はその家族に説明するこ

と。 

 
   

３７．サービス提供体制強化加算 （1 日につき、(Ⅰ)イ 18 単位、(Ⅰ)ロ 12 単

位、(Ⅱ)6 単位、(Ⅲ)6 単位） 
 

 厚生労働大臣が定める基準【平成 27 年厚生省告示第 95 号 87】に適合しているものとして都

道府県知事に届け出た指定介護老人福祉施設が入所者に対し指定介護福祉施設サービスを行っ

た場合。 

 ただし、(Ⅰ)イ・(Ⅰ)ロ・(Ⅱ)・(Ⅲ)いずれかを算定。（重複しない。）また、日常生活継続

支援加算を算定している場合は、算定しない。 

 

【平成 27 年厚生省告示第 95 号 87 において準用する 38】 

イ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 指定介護老人福祉施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の

60以上であること。 

(2) 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ サービス提供体制強化加算(Ⅰ)ロ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 指定介護老人福祉施設の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の

50以上であること。 

(2) イ(2)に該当するものであること。 

ハ サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 指定介護老人福祉施設の看護師若しくは准看護師又は介護職員（以下「看護・介護職

員」という。）の総数のうち、常勤職員の占める割合が 100 分の 75 以上であること。 

(2) イ(2)に該当するものであること。 

ニ サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1) 指定介護福祉施設サービスを入所者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数３年

以上の者の占める割合が 100 分の 30 以上であること。 

(2) イ(2)に該当するものであること。 
 

 

   ＜留意点＞ 
① 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の

平均を用いることとする。なお、この場合の介護職員に係る常勤換算にあっては、利用者・

入所者への介護業務（計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事務

等介護に関わらない業務を除く。）に従事している時間を用いても差し支えない。 

     ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業

所を含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出し

た平均を用いることとする。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者につい

ては、４月目以降届出が可能となるものであること。 

     なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とするこ

と。 

② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割

合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合について
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は、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに加算が算定され

なくなる旨の届出を提出しなければならない。 

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。具体的には、

平成 21 年４月における勤続年数３年以上の者とは、平成 21 年３月 31 日時点で勤続年数が

３年以上である者をいう。 

④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤続年数に加え、同一法人の経営する

他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する

職員として勤務した年数を含めることができるものとする。 

⑤ 同一の事業所において指定介護予防短期入所生活介護を一体的に行っている場合におい

ては、本加算の計算も一体的に行うこととする。 

⑥ 指定介護福祉施設サービスを入所者に直接提供する職員とは、生活相談員、介護職員、看

護職員又は機能訓練指導員として勤務を行う職員を指すものとする。 

 
 

３８.介護職員処遇改善加算   
(1)介護職員処遇改善加算（Ⅰ）    所定単位数の 1000 分の 83 に相当する単 

位数 
(2)介護職員処遇改善加算（Ⅱ）    所定単位数の 1000 分の 60 に相当する単 

位数 
(3)介護職員処遇改善加算（Ⅲ）    所定単位数の 1000 分の 33 に相当する単 

位数 
(4)介護職員処遇改善加算（Ⅳ）   （3）により算定した単位数の 100 分の 90 

に相当する単位数 
(5)介護職員処遇改善加算（Ⅴ）   （3）により算定した単位数の 100 分の 80 

に相当する単位数 
 
詳細は、共通資料を御参照ください。 

 
 
 

３９.介護職員等特定処遇改善加算   
(1)介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 所定単位数の 1000 分の 27 に相当する単 

位数 
(2)介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 所定単位数の 1000 分の 23 に相当する単 

位数 
 

詳細は、共通資料を御参照ください。 
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４ 実地指導等における      主な指摘・指導事例等について            
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実地指導等における主な指摘・指導事例等 

 

＊指摘事項 

 

１ 介護報酬関係 

○療養食加算について 

【事例】心臓疾患等に対して、塩分総量 6.0ｇ以上で提供している日があった。 

  

 心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準じて日々の塩分総量 6.0

ｇ未満での提供としなければならない。なお、療養食として減塩食を提供する場合は、

食事せんの指示に従って提供する必要がある。 

  

（過誤の例） 狭心症に対し減塩食の提供 

食事せんの指示：平成 23 年 3 月 1日から塩分量 6.0ｇ未満 

平成 24 年 9 月の減塩食の献立における塩分量が 6.0ｇ以上の日

数：2日 

療養食加算の算定：平成 24 年 9 月：30 日分  

       （正） 療養食加算の算定：平成 24 年 9 月：28 日分 

 

○個別機能訓練加算について 

【事例】個別機能訓練計画における訓練期間外についても算定していた。 

 

 個別機能訓練加算は、入所者ごとに個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、

計画的に行った機能訓練について算定するため、当該計画書における訓練期間外につい

ては算定することができない。 

 

（過誤の例） 平成 23 年 7 月 22 日入所 

個別機能訓練計画：初回作成日 平成 23 年 7 月 29 日 

説明日   平成 23 年 7 月 30 日 

訓練期間  平成 23 年 8 月 1 日から平成 23 年 10 月 31 日まで 

個別機能訓練加算：平成 23 年 7 月・・・10 日分  

（正） 個別機能訓練加算：算定できない。 
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○栄養マネジメント加算について 

【事例】栄養マネジメント加算を、５日分多く算定していた。 

 

 栄養マネジメント加算は、作成した栄養ケア計画について、入所者又はその家族等に

対し説明を行い、その同意を得た日から当該入所者について算定できる。 

（過誤の例） 平成 24 年 6 月 4 日 入所 

同月 9日 栄養ケア計画書に長男が同意 

栄養マネジメント加算：平成 24 年 6 月：27 日分    

（正） 栄養マネジメント加算：平成 24 年 6 月：22 日分 

 

○入院・外泊の取扱いについて 

【事例】入所者の入院時に当該入所者のベッドを短期入所生活介護に活用した場合、

当該入所者の費用を算定していた。 

 

 入所者の入院又は外泊の期間中に、当該入所者の同意を得て、当該入所者が使用して

いたベッドを短期入所生活介護に活用する場合、活用初日から、当該入所者に係る入院

又は外泊時の費用を算定できない。 

（過誤の例） Ａさん：平成 23 年 8 月 3 日から同年 9月 26 日まで入院 

Ｂさん：平成 23 年 8 月 9日から同月 11 日まで、Ａさんのベッドを

利用して、短期入所生活介護を利用 

Ａさんの入院時の費用の算定：平成 23 年 8 月・・6日分（8 月 4日

から 9日まで） 

（正） Ａさんの入院時の費用の算定：5 日分（8月 4日から 8 日まで） 

 

○初期加算について 

【事例】平成 23 年 7 月 17 日から 22 日まで（6 日間）短期入所生活介護を利用した者

が、同月 23 日から施設に入所した。 

 

 併設又は空床利用の短期入所生活介護（介護保険対象の利用を含む。以下、同じ。）

を利用していた者が、日を空けることなく引続き施設に入所した場合（短期入所から退

所した翌日に施設に入所した場合を含む。）は、初期加算は 30 日から入所直前の短期入

所生活介護の入所利用日数を控除した日数に限り算定できる。 

（過誤の例） 30 日分の加算を算定。 

7 月・・・9日分。8 月・・・21 日分。（利用日数の控除なし） 

（正） 7 月・・・9 日分。8 月・・・15 日分。（30 日分―６日 計 24 日） 
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＊指導事項 

 

１ 人員に関する基準 

○夜勤職員について 

（事例）平成 25 年度の夜勤職員の基準が３人以上の場合において、平成 25 年 5 月の

夜勤職員が２人であった日が発生している。 

 

 夜勤を行う介護職員又は看護職員は、「厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務

条件に関する基準（平成 12 年厚生省告示第 29 号）」により、定められている。 

 なお、夜勤を行う職員の員数が基準に満たない事態が、以下のように発生した場合は、

その翌月のすべての入所者等について基本単位数が 100 分の 97 に減算される。 

① 夜勤時間帯（午後 10 時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する 16 時間

をいい、原則として事業所又は施設ごとに設定するもの）において、２日以上連続

して発生した場合 

② 夜勤時間帯において、４日以上発生した場合 

 

２ 介護報酬関係 

○栄養マネジメント加算について 

（事例ア）栄養状態のモニタリングがされていない。 

  

 栄養状態のモニタリングは、低栄養状態のリスクが高い者及び栄養補給方法の変更の

必要性がある者については、おおむね２週間ごとに、低栄養状態のリスクが低い者につ

いては、おおむね３月ごとに実施すること。なお、少なくとも月１回は体重を測定する

など、入所者の栄養状態を把握すること。 

 

（事例イ）栄養ケア計画の見直しがされていない。 

 

 栄養ケア計画の見直しについては、入所者ごとにおおむね３月を目途として、低栄養

状態のリスクについて栄養スクリーニングを実施すること。 

 栄養ケア計画の見直しに伴い、栄養ケア計画に変更があった場合は、入所者又はその

家族に説明し、同意のサインを徴すること。また、変更がない場合でも入所者又はその

家族に計画に変更がない旨の説明を行い、その記録を残すこと。 
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（事例ウ）栄養ケア計画に同意日の記載がない。 

 

 栄養マネジメント加算は、作成した栄養ケア計画について、入所者又はその家族に対

し説明を行い、その同意を得た日から当該入所者について算定する。当該同意日は、栄

養マネジメント加算の算定開始日となり、介護給付費の算定に係る重要な日付であるた

め、漏れなく記入を求めること。なお、栄養ケア計画書にも、計画書の作成日を必ず記

載すること。 

 

（事例エ）栄養ケア計画において予め「同意日」が印字されている。 

 

 栄養ケア計画についての入所者又はその家族の同意を得た日は栄養マネジメント加

算の算定開始日となり、介護給付費の算定に係る重要な日付であるため、入所者等の自

署を求めること。 

 

    ○口腔衛生管理体制加算について 

（事例）介護職員に対する口腔ケアに係る助言及び指導に関する実施記録が整備され

ていない。または、記録として不十分なものになっている。 

     

 口腔機能維持管理体制加算は、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、

介護職員に対して、入所者の口腔内状態の評価方法、適切な口腔ケアの手技等、その他

日常的な口腔ケアの実施にあたり必要と思われる事項について技術的助言及び指導を

月１回以上行っている場合に算定するため、実施記録を整備すること。 

 

○口腔衛生管理加算について 

（事例）同一日の午前と午後のそれぞれで口腔ケアを行っていたが、２回分の実施と

していた。 

 

 口腔機能維持管理加算は、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、入所者に対して、

口腔ケアを月 2回以上行った場合に算定できるが、同一日の午前と午後それぞれで口腔

ケアを行った場合は、１回分の実施となる。 
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    ○個別機能訓練加算について 

（事例ア）個別機能訓練計画について 

・ 多職種共同で計画を作成したことが確認できない。 

・ 実施時間が記載されていない。 

・ 個別機能訓練の効果、実施方法等について評価等が行われていない。 

 

 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談

員その他の職種の者が共同して、利用者ごとにその目標、実施時間、実施方法等を内容

とする個別機能訓練計画を作成し、これに基づいて行った個別機能訓練の効果、実施方

法等について、評価を行うこと。 

 

（事例イ）個別機能訓練に関する記録が不十分である。 

 

 個別機能訓練に関する記録には、実施した訓練の内容、実施時間、担当者（実施者）

を記載すること。また、当該記録は、常に当該施設の個別訓練の従事者において利用者

ごとに保管し、閲覧できるようにすること。 

 なお、個別機能訓練を行う場合は、開始時及びその３月ごとに１回以上は、利用者に

対して個別機能訓練計画の内容を説明し、その記録をすること。 

 

○看取り介護加算 

（事例ア）看取り介護加算については、医師が一般に認められている医学的知見に基づ

き回復の見込がないと診断した者が算定の要件とされているが、この要件に該

当することが確認できない。また、診断日及び診断した医師名が確認できない。 

 

 看取り介護加算は、医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みが

ないと診断した入所者について、看取り介護を行った場合に算定できることから、入所

者が医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断され

ていることが確認できるようにすること。 

 

（事例イ）看取りに関する指針について、入所者等への情報提供及び意思確認の方法や

家族への心理的支援に関する考え方について盛り込まれておらず、指針の内容

として不十分である。 

 

 看取り介護の実施に当たっては、管理者を中心として、生活相談員、介護職員、看護

職員、介護支援専門員等よる協議の上、看取りに関する指針が定められていることが必
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要であり、同指針に盛り込むべき項目に漏れがないようにすること。 

 

（事例ウ）入所者等への説明の際、その理解を助けるため、入所者に関する記録を活

用した説明資料の写しを提供していない。 

 

 説明の際には、利用者等の理解を助けるため、利用者に関する記録を活用した説明資

料を作成し、その写しを提供すること。 

 

 

○日常生活継続支援加算について 

（事例ア）日常生活継続支援加算について、併設している短期入所生活介護事業所の

利用者を含めて算定している。 

 

 当該加算は介護老人福祉施設独自の加算であるため、併設又は空床利用型の別を問わ

ず、短期入所生活介護の利用者は含まず、本体施設である介護老人福祉施設の入所者数

のみで算定する。 

 

（事例イ）加算要件を満たすことを確認した書類を残していない。 

 

 日常生活継続支援加算の算定に当たっては、毎月、入所者と介護福祉士の直近３月の

割合が要件を満たす必要があるので、当該要件を満たすことを確認した記録を残すこと。 

 なお、平成 27 年度の報酬改定に伴い、要件ごとに割合の算定期間は異なるが、毎月、

所定の割合以上の要件を満たしているか確認した記録を残すこと。 

 

○夜勤職員配置加算について 

（事例）毎月の１日平均夜勤者数を明らかにする記録を残していない。 

 

 夜勤職員配置加算の算定にあたっては、毎月の１日平均夜勤者数を明らかにする記録

を残し、夜勤を行う介護職員又は看護職員の数が、最低基準を１以上上回っていること

を確認すること。 

※ １日平均夜勤職員数は、歴月ごとに夜勤時間帯（午後 10 時から翌日の午前５時までの

時間を含めた連続する 16 時間をいう。）における延夜勤時間数を、当該月の日数に 16 を

乗じて得た数で除することによって算定し、小数点第３位以下は切り捨てるものとする。 
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○看護体制加算について 

（事例）併設の指定短期入所生活介護事業所とは別に、必要な数の看護職員を配置して

いない。 

 

 指定短期入所生活介護が併設する場合、看護体制加算（Ⅰ）については、指定短期入

所生活介護事業所とは別に１名以上の常勤の看護師を配置すること。看護体制加算（Ⅱ）

については、指定短期入所生活介護とは別に常勤換算方法で、看護職員を入所者の数が

25 又はその端数を増すごとに１以上とすること。 

 （看護職員が機能訓練指導員を兼務している場合には、当該機能訓練指導員の勤務時

間（常勤換算数）は除すること。） 

 

○サービス提供体制強化加算について 

（事例）加算要件を満たすことを確認した書類を残していない。 

 

 サービス提供体制強化加算の算定にあたっては、常勤換算方法により算出した前年度

（３月を除く）の職員の割合の平均が要件を満たす必要があるため、当該要件を満たす

ことを確認した記録を残すこと。 

 

○褥瘡マネジメントについて 

（事例）初回の同意以降、褥瘡ケア計画について利用者の同意を得たことが確認でき

ない。 

 

 褥瘡マネジメント加算の算定にあたっては、入所者ごとに褥瘡の発生と関連のあるリ

スクについて、施設入所時に評価するとともに、少なくとも３月に１回、評価を行い、

その評価の結果、褥瘡の発生するリスクがあるとされる入所者ごとに、医師、看護師、

介護職員、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関する褥瘡ケア計

画を見直し、作成した褥瘡ケア計画について利用者の同意を得ること。 

 

３ 運営基準について 

○身体拘束について 

（事例ア）身体拘束の実施にあたって、手続きがされていない。 

 

 身体拘束は、「当該入所者（利用者）又は他の入所者（利用者）等の生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ない場合」に例外的に認められているため、緊急やむを得ず

身体的拘束を行わなければならないおそれのある入所者がいる場合は、施設長及び各職

種の従業者で構成する「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会」で事前
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に検討すること。なお、その記録は必ず残すこと。 

 緊急やむを得ず身体拘束を行う場合は、利用者本人や家族に対して、身体拘束の内容、

目的、理由、拘束の時間、時間帯、期間等を詳細に説明し、家族から同意を得ることが

必要である。また、緊急やむを得ず身体拘束を行う場合は、その態様及び時間、その際

の利用者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を必ず記録しなければならない。 

 なお、身体拘束を継続する必要があると判断される場合も、改めて身体的拘束適正化

検討委員会において再検討すること。 

 

（事例ウ）身体的拘束等の適正化のための指針（改善計画）が作成されていない。 

 

「「身体拘束ゼロ作戦」の推進について」（平成 13 年 4 月 6日老発第 155 号厚生労働 

省老健局長通知）に基づき、介護保険施設等全体が計画的に取り組んでいく観点から、

施設等内に設置した、「身体的拘束適正化検討委員会」などで身体的拘束等の適正化の

ための指針（改善計画）を作成する必要がある。 

 なお、この計画には、施設等内の推進体制、介護の提供体制の見直し、「緊急やむを

得ない場合」を判断する体制・手続き、施設の設備等の改善、施設等の職員その他の関

係者の意識啓発のための取組み、利用者の家族への十分な説明といった身体拘束廃止の

取組み全般を網羅するとともに、期限を定めて身体拘束廃止に向けての数値目標を設定

すること。 

  【身体的拘束等の適正化のための指針に盛り込むべき項目】 

   ①施設における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方 

   ②身体的拘束適正化検討委員会その他施設内の組織に関する事項 

   ③身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針 

   ④施設内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針 

   ⑤身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針 

   ⑥入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

   ⑦その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針 

 

○高齢者虐待防止について 

（事例）高齢者虐待防止に向けた取り組みが不十分である。 

 

 「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 17 年法律

第 124 号）に基づき、高齢者虐待の防止等のための措置として、職員に対する定期的な

研修の実施、高齢者虐待の防止のための指針及びマニュアル、職員セルフチェックリス

ト等の整備を行うこと。 
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○介護職員等による喀痰吸引等（特定行為）について 

（事例）夜間に介護職員が口腔内のたん吸引をしていた。 

 

 介護職員が喀痰吸引等（特定行為）を行う場合には、次のいずれの要件も満たす必要

がある。 

ア 喀痰吸引等（特定行為）を介護職員が実施する場合には、喀痰吸引等（特定行為）

ができる認定特定行為業務従事者認定証の交付を受けた従事者が所属しており、医療

や看護との連携による安全確保が図られていること等の一定の条件を満たしている

として、事業者（施設、事業所）ごとに県の登録を受けた「登録喀痰吸引等（特定行

為）事業者」であること。 

イ 「特別養護老人ホームにおけるたんの吸引等の取扱いについて」（平成 22 年 4 月 1

日医政発 0401 第 17 号）及び「社会福祉士法及び介護福祉士法」（昭和 62 年法律第

30 号平成 23 年 6 月 22 日一部改正）に基づき、たん吸引等に従事する職員を県に認

定させ、施設（事業所）の登録を行うこと。 

 

○運営規程について 

（事例）運営規程において、自己負担額が３割の場合の利用料が定められていない。 

 

 自己負担額１割・２割の利用料のみならず、３割の場合の利用料も定め、入所者等に

誤解を生じさせることがないようにすること。 

 

○事故発生防止について 

（事例ア）事故発生防止に向けた取り組みが不十分である。 

 

 「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 11 年 3 月 31 日

厚生省令第 39 号）及び「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準に

ついて」（平成 12 年 3 月 17 日老企第 43 号）に基づき、事故発生防止のための指針を整

備すること。 

 また、発生した事故又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合は、事故防止検討

委員会において、その原因の分析を通じた改善策を検討すること。 

 報告された事例及び分析結果並びに改善策は、従業者に対して周知徹底すること。併

せて、事故発生防止の指針に基づき、職員に対し年２回以上研修を実施するとともに、

新規採用者についても実施し、その記録に残すこと。 
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（事例イ）ヒヤリ・ハットの報告書が作成されていない。 

 

 介護事故には至らなかったが介護事故が発生しそうになった場合は、ヒヤリ・ハット

の報告書を作成するとともに、同報告書を活用して施設内で発生した事故及びヒヤリ・

ハットの事例について事故防止検討委員会で状況分析を行い、以後の事故発生の防止に

努めること。 

 

（事例ウ）サービス提供中に発生した事故について、保険者（市町村）に報告してい

ない。 

 

 事故が発生した場合は、「介護サービス事故に係る報告要領」に基づき、保険者（市

町村）に事故報告を行うとともに、及び入所者の家族等に連絡を行うこと。 

 

○衛生管理について 

（事例ア）「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会」

が定期的に開催されていない。 

 

 「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 11 年 3 月 31 日

厚生省令第 39 号）に基づき、「感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための対策を

検討する委員会」は、おおむね３月に１回以上開催するとともに、その結果を介護職員

その他従業者に周知徹底すること。 

 

（事例イ）感染症及び食中毒の予防及びまん延防止に向けた取り組みが不十分である。 

 

 「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 11 年 3 月 31 日

厚生省令第 39 号）及び「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準に

ついて」（平成 12 年 3 月 17 日老企第 43 号）に基づき、感染症及び食中毒の予防及びま

ん延防止のための指針を整備すること。 

 また、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための指針に基づき、職員に対し年

２回以上研修を実施するとともに、新規採用者についても実施し、その記録に残すこと。 
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（事例ウ）衛生上必要な措置が講じられていない。 

・ 清潔であるべき物品（未使用のおむつ等）が、不潔なもの（廃棄するおむつ等）

と同じ部屋で保管されている。または、汚物処理室で保管されている。 

・ 歯ブラシの先が、他の利用者の歯ブラシと接触している。 

 

 衛生上必要な措置を講じること。 

 

○褥瘡について 

（事例）施設内での褥瘡の発生予防についての取り組みが不十分である。 

 

 「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」（平成 11 年 3 月 31 日

厚生省令第 39 号）及び「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準に

ついて」（平成 12 年 3 月 17 日老企第 43 号）に基づき、褥瘡対策のための指針を整備し、

日常生活自立度が低いハイリスク者に対して褥瘡予防のための計画を作成すること。 

 また、褥瘡発生者やハイリスク者に対して行っている具体的ケア（体位交換等）の実

施記録を残し、評価を行うなど褥瘡発生の予防に努めること。 

 

○入所者処遇について 

（事例ア）入所検討委員会が施設関係者のみで構成されている。 

 

 入所検討委員会は、「福岡県指定介護老人福祉施設等入所指針（※）」（平成 27 年 4 月

1 日）に基づき、施設職員のみならず施設外の第三者を含めて構成すること。なお、施

設外の第三者は、理事（親族を含む）、施設職員等法人又は施設と利害関係があると認

められる者を除く適格者を選任すること。 

 ※政令市、久留米市では名称が異なる。 

 

（事例イ）入所検討委員会が作成した入所優先順位名簿によらず、入所優先順位を変更

しているが、委員会に報告をしていない。 

 

 入所検討委員会は、「福岡県指定介護老人福祉施設等入所指針（※）」（平成 27 年 4 月

1 日）に基づき、入所優先順位名簿作成のタイミング（４月、10 月）に施設において開

催されているが、入所希望者の状況に変化があり、名簿の優先順位が変更となることが

ある。この場合は、適正な処理を担保するために、次回の委員会で報告し、承認を得る

必要がある。 

 ※政令市、久留米市では名称が異なる。 
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○苦情解決について 

（事例ア）苦情解決の第三者委員に施設関係者が就任している。 

 

 「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針につい

て」（平成 12 年 6 月 7 日老発第 514 号）に基づき、苦情解決に社会性や客観性を確保し、

利用者の立場や特性に配慮した適切な対応を推進するため、第三者委員には、理事（親

族を含む）、施設職員等法人又は施設と利害関係があると認められる者を除く適格者を

選任すること。 

 

（事例イ）重要事項を記した文書（重要事項説明書）に、苦情解決責任者及び第三者委

員の氏名及び連絡先の記載がない。 

 

 「社会福祉事業の経営者による福祉サービスに関する苦情解決の仕組みの指針につい

て」（平成 12 年 6 月 7日老発第 514 号）に基づき、苦情解決責任者は、利用者に対して、

苦情解決責任者、苦情受付担当者、第三者委員の氏名・連絡先等を周知することとなっ

ているため、重要事項説明書にも記載をする必要がある。 

 

○施設サービス計画の作成について 

（事例ア）入所者が要介護更新認定を受けた際に、サービス担当者会議を開催していな

い。または、医師等の専門的な見地からの意見を確認していない。 

 

 計画担当介護支援専門員は、入所者が要介護更新認定を受けた場合及び要介護状態区

分の変更の認定を受けた場合は、サービス担当者会議の開催により、施設サービス計画

の変更の必要性について、担当者から、専門的な見地からの意見を求めること。ただし、

やむを得ない理由がある場合については、担当者に対する照会等により意見を求めるこ

とができるものとする。 

 

（事例イ）施設サービス計画書の内容が画一的になっている。 

 

 施設サービス計画は、個々の入所者の特性に応じて作成されることが重要であること

から、施設サービス計画原案は、入所者の希望及び入所者についてのアセスメントの結

果による専門的見地に基づき、入所者の家族の希望を勘案した上で、実現可能なものと

すること。 
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○給食について 

（事例ア）検食について、入所者の食事時間後に実施している。 

 

  検食は、食中毒、異物混入等の予防のため入所者への食事提供前に実施すること。 

 また、給食内容を客観的に評価・判断するため、調理業務従事者以外の職員が実施す

ること。 

 

（事例イ）調理業務従事者の細菌検査を就業後に実施している。 

 

 調理業務従事者は、臨時職員や調理業務委託業者を含めて、就業前に細菌検査を実施

し、その後は定期的な健康診断及び月に１回以上の細菌検査を実施すること。 

 

（事例ウ）給食会議が定期的に開催されていない。 

 

 給食会議は定期的に開催し、給食サービスの向上に努めること。また、給食サービス

の総合的見地からの意見交換の場となるように、施設長も給食会議に参加すること。 

 

（事例エ）検食簿の記載もれ（検食時刻・所見欄）が散見される。 

 

 検食は、衛生面や嗜好面から食事を検査するために食事提供前に実施する必要があり、

検食簿に実施時間を記載すること。また、所見欄については、給食サービスの向上に資

する具体的内容を記載すること。 

 

４ 災害対策について 

（事例）風水害、地震等に対応した防災計画を策定していない。 

 

 火災のほか、風水害、地震等、災害事象ごとに「高齢者福祉施設等防災計画策定マニ

ュアル」を参考にして、防災計画を作成するとともに、実践的な訓練を実施すること。 
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５ 入所者預り金・遺留金品 

（事例ア）施設が預かって本人に代わり管理している預金口座から、家族がキャッシュ

カードを利用して預金を引き出している。 

 

 施設が預かっている利用者の預金口座のキャッシュカードを家族が所持している状

況は、施設が責任をもって入所者の資産を管理できる体制になっているとは言い難いた

め、キャッシュカードを使用できなくするか、当該預貯金を家族が管理するなど、本人

及び家族を含めて対応策を検討すること。 

 

（事例イ）入所者全員から預り金を預かっている。 

 

 利用者の金品等は、入所者本人又は家族による管理が原則であるため、真に必要な預

り金であるか検討すること。また、やむを得ないと判断し、管理する場合でも、特別の

理由を除き、真に必要な最低限（日常生活上必要となる最低限の金額）の範囲内に留め

ることが望ましい。 

 

（事例ウ）入所者から保管依頼のあった金品等について、預り証を発行していない。 

 

 保管の依頼のあった金品等については、保管内容及び入出金の委任事項を明示した保

管依頼書を受理し、依頼のあった金品等を預り証にすべて記載のうえ、入所者又はその

家族に発行すること。 

 

（事例エ）入所者から預かっている通帳と印鑑について、１人の職員が管理している。 

 

 入所者の通帳と印鑑の保管者については、適切な内部けん制が機能するように別々の

職員とすること。また、保管場所についても、施錠可能な別々の場所で保管すること。 

 また、適切な管理が行われていることの確認が複数の者により常に行える体制で出納

事務を行うこと（入出金時における複数職員の立会など）。 

 

（事例オ）入所者からの入金依頼において、入金依頼書を徴していない。 

 

 入所者、家族からの入金の依頼があった場合においては、入金依頼書を徴し、領収書

を発行するなど、適正な出納管理を行うこと。 
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（事例カ）預り金管理規程に、退去時及び解約時の手続きの記載がない。 

 

 入所者・施設間におけるトラブル回避等のため、預り金管理規程には、退去時及び解

約時の手続きについて記載し、事前に入所者、及び家族等へ説明し、了解を得ておくこ

とが望ましい。 

 

（事例キ）遺留金品の記録及び保管が不十分である。 

 

 遺留金品の記録においては、通帳の写し及び入所者の出納（預り金管理）台帳を保存

すること。また、処理状況についてもケース記録等に記録を残すこと。 

 

（事例ク）遺留金品の受け渡しについて、預貯金通帳が解約されている。 

 

 入所者が死亡した場合は、預貯金通帳は解約せずに身元引受人に引き渡すこと。 

 なお、入所者の死亡後に取引がある場合は、身元引受人の了解を得ていることを明確

にし、その内容を記録すること。 

 

６ 設備について 

（事例ア）レジオネラ症の防止対策が不十分である。 

 

 浴槽水については、以下のレジオネラ症の防止対策を行い、記録に残すこと。 

① 浴槽水は、少なくとも１年に１回以上、水質検査を行うこと。ただし、循環して

いる浴槽水を毎日、完全に換えることなく使用する場合などは、年に２回以上の

水質検査を行うこと。 

② 循環ろ過装置は、１週間に１回以上の消毒を実施すること。 

③ ろ過器の前に設置するヘアキャッチャー（集毛器）は、ぬめりが残らないように

毎日清掃をすること。 

④ 浴槽水は、満杯の状態を保ち、溢水させ、清潔に保つこと。 

⑤ 循環している浴槽水の遊離残留塩素濃度を頻繁に測定して記録し、0.4mg／ℓ程度

に保ち、かつ、最大で 1.0mg／ℓを超えないよう努めること。 

⑥ 循環している浴槽は１週間に１回以上、定期的に完全換水を行うこと。 

⑦ 循環ろ過装置の直前に塩素剤を投入すること。 
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（事例イ）貯水槽の清掃及び検査を実施していない。 

 

 貯水槽の清掃及び水質検査は、年１回以上実施すること。なお、就業前及び調理作業

終了後に遊離残留塩素が 0.1mg/ℓ以上であることを毎日検査し、記録すること。 

 

（事例ウ）入所者に処方される薬の保管場所が施錠されていない。 

 

 誤飲や誤食の防止及び紛失等の事故防止の観点から、薬品を保管する医務室などで職

員が不在になる際は、必ず施錠すること、または、施錠できる保管庫等での管理を検討

すること。 

 

（事例エ）誤って入所者が入室する可能性のある場所について、施錠されていない。 

 

 誤って入所者が入室する可能性のある場所（リネン庫、汚物処理室、倉庫等）につい

ては、誤飲や誤食の防止、防災の観点から、施錠等の措置を検討すること。 

 

（事例オ）施設内に防犯カメラを設置し、入所者の安全確認のため、居室の入口周辺を

映している。 

 

 施設内にカメラを設置する場合は、カメラの設置及び運用に関する規程を作成するな

ど、カメラの設置台数などを明らかにしたうえ、入所者のプライバシーに配慮した設置

箇所の検討を行うこと。 

 

（事例カ）居室内のオムツ交換の様子が廊下から見えている。 

 

 施設において、高齢者の「尊厳の保持」は最重要事項であり、入所者のプライバシー

保護の観点から入口にはカーテンをつける等の対応を検討すること。 
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７ 会計について 

【事例ア】経理規程に規定する随意契約の限度額を超える金額の契約について、随意契

約を締結しているが、その理由が明確にされていない。 

 

 経理規程に規定する随意契約によることができる場合以外の契約については、競争入

札に付する必要がある。なお、経理規程に基づき、随意契約を行う場合は、伺書等にそ

の理由及び経理規程の該当条文を記載し、決定権者の決裁を受ける必要がある。 

※ 入札契約等の取扱いについては、「社会福祉法人における入札契約等の取扱いにつ

いて」（平成 29 年３月 29 日雇児総発 0329 第１号、社援基発 0329 第１号、障企発 0329

第１号、老高発 0329 第３号）も参考とすること。 

 

【事例イ】100 万円を超える契約の締結に当たり、契約書を作成していない。 

 

 経理規程に基づき、工事、委託、物品購入等にかかる契約については、契約金額が

100 万円を超える契約については、契約書を作成すること。 

 なお、契約書には、契約の目的、契約金額、履行期限その他経理規程に定める事項を

記載すること。 

 

【事例ウ】契約書の作成を省略する場合に、請書を徴していない。 

 

 「経理規程」に基づき、契約金額が 100 万円を超えない契約で、契約書の作成を省略

する場合は、特に軽微な契約を除き、契約の適正な履行を確保するため、請書を徴する

こと。 

 

【事例エ】競争入札の実施に当たり、予定価格が定められていない。 

 

 予定価格は、施設が契約を締結する際の契約金額を決定する基準とするものであり、

競争の公正性を担保しようとするものであるため、秘密の保持について特別の配慮を要

するものであること。また、「社会福祉法人における入札契約等の取扱いについて」に

従い、工事等の入札においてあらかじめ定める予定価格については、予定価格調書を作

成し、金額の末尾に理事長印を押印の上、封筒に密封して、入札当日まで金庫等で保管

をすること。 
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【事例オ】資金の繰入れについて、繰入れ制限事項を守っていない。 

 

 「特別養護老人ホームにおける繰越金等の取扱い等について」（平成 12 年 3 月 10 日

老発第 188 号）に基づき、特別養護老人ホーム（指定介護老人福祉施設）の施設報酬を

主たる財源とする資金の繰入れについては、当該特別養護老人ホーム（指定介護老人ホ

ーム）経理区分の事業活動資金収支差額に資金残高が生じ、かつ、当期資金収支差額合

計に資金不足が生じない範囲内で、他の社会福祉事業等又は公益事業へ資金を繰り入れ

ても差し支えない。 

 

【事例カ】寄附申込書に基づいて適正に収入計上していない。 

 寄附の受入にあたっては、寄附者の意思を確認のうえ、寄附申込書に基づき、寄附目

的に沿ったサービス区分に収入計上すること。 

 

【事例キ】仕訳伝票において、会計責任者の承認印がない。 

 「経理規程」に基づき、仕訳伝票については、会計責任者の承認（承認印）を受ける

こと。 

 

８ 介護老人福祉施設における身元保証人等の取扱いについて 

 

介護老人福祉施設において、身元保証人等がいないと入所を認めない施設がある。 

 

基準省令において、正当な理由なくサービスの提供を拒否することはできないこととさ

れており、入所希望者に身元保証人等がいないことは、入所を拒否する正当な理由には該

当しない。 

身元保証人等がいないことのみを理由に入所を拒むことや退所を求めるといった不適

切な取扱いを行わないこと。 

 

９ 酸素配管設備の充実及び人材の育成について 

現状の介護老人福祉施設においては、酸素治療を必要とする方のために、医療機関のよ

うに居室に酸素の配管を整備している施設はごく一部である。 

 

在宅酸素治療を行っている方の多くは、小型の酸素濃縮器や携帯用酸素ボンベを利用し

ていますが、今後施設への入所が必要な方が増えることが見込まれます。このような中、

施設の居室に酸素の配管を整備している施設はごく一部です。酸素の配管設備は、設備基

準上、義務付けられていませんが、酸素の配管設備の整備の検討をお願いします。 
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また、在宅酸素治療を行っている方を受け入れる場合には、酸素の投与方法、機器の使

用方法、日常生活上の注意事項等について、利用者や家族、主治医等から十分説明を受け

るなど、酸素治療を必要な方が安心して施設を利用できるよう、事故防止にご留意お願い

します。 
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５ 介護保険関連情報の 

     ホームページアドレスについて 
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介護保険関連情報のホームページアドレスについて 

 

 介護保険関連情報のホームページアドレスをまとめたものです。常に介護保険の最新情

報を御確認していただくとともに、日頃の業務で疑問が生じた場合等に御活用ください。 

  

 

（１）厚生労働省 平成 30 年度介護報酬改定について 

   平成 30 年度介護報酬改定に伴うＱ＆Ａを含む。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureis

ha/housyu/kaitei30.html 

 

（２）介護保険最新情報（福岡県庁ホームページ） 

   厚生労働省から発出される介護保険の最新情報を掲載 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/saishinjouhou-all.html 

トップページ >  健康・福祉・子育て >  介護・高齢者福祉 >  介護保険  

>  介護保険最新情報 

（３）介護サービス関係Ｑ&Ａ 

   介護サービス関係のＱ&ＡをＰＤＦ又はエクセルファイルで閲覧可能 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureis

ha/qa/ 

 

（４）ＷＡＭ ＮＥＴ 介護サービス関係Ｑ&Ａ一覧 

   介護サービス関係Ｑ&Ａの内容を検索できるページ 

http://www.wam.go.jp/wamappl/kaigoServiceQA.nsf/aList?Open&sc=00&kc=0

&pc=1 

 

（５）「医療保険と介護保険に給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に

関連する事項等について」の一部改正について 

https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000613583.pdf 

※ 検索サイトで「保医発 0327 第 3 号」で検索すると閲覧できます。 
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６  そ の 他   
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平成 29年 10月１日一部改正後全文 

 

福岡県指定介護老人福祉施設等入所指針 

 

 

１ 目的 

この指針は、指定介護老人福祉施設及び地域密着型介護老人福祉施設（以

下「施設」という。）への入所に関する基準を明示することにより、入所決定

過程の透明性・公平性を確保するとともに、入所の必要性の高い者の円滑な

入所を図ることを目的とする。 

 

２ 入所対象者 

（１）入所対象者は、介護保険法第 14条に規定する介護認定審査会において認

定された要介護状態区分が要介護３から要介護５までの者（以下「要介護３

以上の者」という。）及び要介護１又は要介護２の者であって、やむを得な

い事由があることにより特例的な施設への入所（以下「特例入所」という。）

が認められる者とする。 

（２）特例入所の要件に該当することの判定に際しては、居宅において日常生

活を営むことが困難なことについてやむを得ない事由があることに関し、次

の事情を考慮すること。 
ア 認知症である者であって、日常生活に支障を来すような症状・行動や

意思疎通の困難さが頻繁に見られること。 
イ 知的障がい・精神障がい等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・

行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られること。 
ウ 家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全・安心

の確保が困難であること。 
エ 単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族等によ

る支援が期待できず、かつ、地域での介護サービスや生活支援の供給が

不十分であること。 

 

３ 入所申込みの方法及び状況把握 

  入所申込みの方法及び状況把握については、次のとおりとする。 

（１）施設への入所申込みは、入所申込書（様式１）により行うものとする。 

（２）施設は、入所申込みがあった場合には、当該申込者の状況を面談等の方

法により把握し、調査票（様式２）を作成する。 

（３）施設は、要介護１又は要介護２の者から入所申込みがあった場合には、
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次のとおり対応する。 

ア 入所申込書（様式１）裏面の特例入所の要件を申込者側に丁寧に説明し、

申込者側に特例入所の要件への該当に関する申込者側の考えを記載して

もらうこと。 

イ 申込者側から特例入所の要件に該当している旨の申立てがある場合に

は、入所申込みを受け付けない取扱いはしないこと。 

ウ 入所判定が行われるまでの間に施設と介護保険の保険者である市町村

等（以下「市町村（保険者）」という。）との間で情報の共有等を行うこと。 

エ 当該申込者が特例入所対象者に該当するか否かを施設が判断するに当

たって、入所申込書（様式１）の写しを添付した特例入所申込受付報告書

（様式３）により、市町村（保険者）にその状況を報告し、意見を求める

こと。 

（４）施設は、下記４の入所検討委員会において、特例入所対象者の入所の必

要性の高さを判断するに当たって、特例入所意見照会書（様式４）等によ

り、市町村（保険者）に意見を求める。 

 

４ 入所検討委員会 

（１）施設は、入所の決定等に係る事務を処理するため、入所に関する検討の

ための委員会（以下「入所検討委員会」という。）を設置しなければならな

い。 

（２）入所検討委員会は、施設長、生活相談員、介護職員、看護職員、介護支

援専門員等の施設職員と施設外の第三者で構成するものとする。 

（３）入所検討委員会は、別紙入所評価基準に基づき、次のとおり入所申込者

（要介護３以上の者及び特例入所対象者である者に限る。以下同じ。）の入

所の必要性の評価を行い、評価合計点数の高い順に、入所申込者の優先順位

を決定し、入所優先順位名簿（様式６。以下「名簿」という。）を作成する。 

   なお、特例入所対象者の入所の必要性については、上記３（４）の市町

村（保険者）の意見を踏まえて評価を行う。 

ア 入所の必要性の評価 

評価は次の項目ごとに点数化し、評価票（様式５）により整理する。 

（ア）本人の状況 

（イ）介護サービス等の利用状況 

（ウ）介護者等の状況 

（エ）特記事項 

イ 名簿の作成 

名簿は、毎年４月１日及び 10月１日現在で作成する。 
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なお、入所検討委員会が必要と認めた場合は、年３回以上作成するこ

とができる。 

  ウ 入所申込者の把握 

    名簿の作成に当たっては、全ての入所申込者について、調査票（様式

２）の新たな作成や上記３（４）の市町村（保険者）の意見を新たに求

めることなどにより、入所申込者の入所の必要性や申込みの意思を正確

に把握する。 

  エ 入所の必要性等がない場合の取扱い 

死亡、他施設への入所等により、明らかに入所の必要性等がない場合

は、その理由を調査票（様式２）に記録するとともに、入所申込者及び

その家族等に連絡し、評価票（様式５）の作成及び名簿への記載は行わ

ない。 

（４）施設は、入所検討委員会の審議の内容を議事録としてまとめ、これを５

年間保管しなければならない。 

また、市町村（保険者）又は県から求めがあった場合には、当該議事録を

提出しなければならない。 

（５）入所検討委員会の構成員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 

なお、その職を退いた後も、同様とする。 

 

５ 入所者の決定 

（１）施設は、入所検討委員会が作成した名簿により入所者を決定する。 

（２）施設は、入所を希望する者等が次のいずれかに該当する場合は、入所検

討委員会が作成した名簿によらず、入所者を決定することができる。 

ア 緊急の場合 

（ア）介護者による虐待・介護放棄が認められ、緊急の保護を要する場合 

（イ）災害時 

（ウ）在宅復帰又は長期入院をした者について再入所が必要と認められる

場合 

（エ）その他特段の緊急性が認められる場合 

イ 措置の場合 

老人福祉法第 11条第１項の規定に基づく措置の委託による場合 

（３）施設は、次の事情がある場合は、入所優先順位を変更することができる。 

なお、変更した場合は、次回の入所検討委員会に報告し、承認を得なけれ

ばならない。 

ア 多床室において性別により入所が困難な場合 

イ 入所申込者の希望する定員の居室に入所できない場合 
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ウ その他適切な処遇の確保ができないおそれのある場合 

（４）入所申込者が自己都合（入院等やむを得ない場合を除く。）により入所を

辞退した場合は、当該入所申込者を名簿から削除する。 

なお、名簿から削除された者が入所を再度希望する場合は、改めて入所

申込手続を行わなければならない。 

 

６ 平成 27年４月１日以降に入所した要介護３以上の者が要介護１又は要介護

２となった場合 

（１）施設は、特例入所の必要性の高さを判断するに当たって、入所継続意見

照会書（様式７）により、市町村（保険者）に意見を求める。 

（２）施設は、市町村（保険者）の意見を踏まえ、特例入所による入所の継続

が必要と判断した場合、入所の継続を決定することができる。 

 

７ 適正運用 

（１）施設は、この指針に基づき適正に入所の決定を行うものとする。 

（２）施設は、入所申込者及びその家族等に対して、入所申込者の優先順位の

決定方法等を十分に説明しなければならない。 

（３）施設は、要介護１又は要介護２の者から入所申込みがあった場合には、

当該入所申込者及びその家族等に対して、特例入所の要件等を十分に説明し

なければならない。 

（４）施設は、平成 27年４月１日以降に入所した要介護３以上の者及びその家

族等に対して、要介護１又は要介護２となった場合の特例入所による入所の

継続の要件等を十分に説明しなければならない。 

（５）県、市町村（保険者）及び措置の実施者である市町村は、この指針の適

正な運用について、施設に対し必要な助言を行うものとする。 

 

８ その他 

（１）市町村（保険者）及び関係団体において、当該市町村（保険者）の区域

に所在する施設への入所に関する具体的な指針の作成について、独自の取組

がある場合は、これを尊重する。 

（２）この指針は、必要に応じて見直すものとし、その場合、県は、福岡県老

人福祉施設協議会と協議した上で、市町村（保険者）の意見を聴くものとす

る。 

（３）この指針は、平成 29年 10月１日から適用する。 
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様式１ （表面）

□ 明治　□ 大正　□ 昭和

- ）

- ）

□ 今すぐ入所したい □ 　　　年　　　月頃入所したい

〒（

連絡先

要介護度

( )

保険者番号

日 ～

性別

ﾌﾘｶﾞﾅ

】施設名等【

□ 男　□ 女

□要1　□要2　□要3　□要4　□要5

歳)日(月年

介護保険
情報

介護認定

年 月

続柄 備考

年

現在の
住居

　　年　　月頃より

日認定有効期間 月

□自宅

□養護老人ホーム　　□軽費老人ホーム　　□有料老人ホーム　　□サービス付き高齢者向け住宅

□特別養護老人ホーム　　□介護老人保健施設　　□グループホーム

□病院・有床診療所・介護療養型医療施設

□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

入
　
所
　
申
　
込
　
者

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏名

家
族
・
申
込
者

その他の
連絡先

氏　名

住　所

被保険者番号

□ 済　□ 申請(更新・変更)中

(

入　所　申　込　書

ﾌﾘｶﾞﾅ

担当者名

( )

)住所
〒（

連絡先

ﾌﾘｶﾞﾅ

続柄 連絡先
氏名

事業所名

入所希望時期

他
施
設
の
申
込
状
況

施設名１

施設名２

施設名３

申込　□ 予定　□ 済（申込時期　　年　　月頃）

申込　□ 予定　□ 済（申込時期　　年　　月頃）

申込　□ 予定　□ 済（申込時期　　年　　月頃）

居
宅
介
護
支
援

事
業
者

申込年月日 年 月 日 受付番号
※施設記入

)

事業所名

連絡先

連絡先続柄

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏名
(

( ) 備考
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（裏面）

【特例入所に関する事項】

【説明確認及び同意欄】

次の事項について施設から説明を受けました。

次の事項について同意します。

氏名

【施設記入欄】

受付担当者名 職　種

備 考

□施設長　□相談員　□ケアマネ　□その他（　　　）

□　認知症であって、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られる。

□　知的障がい・精神障がい等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さ
　　等が頻繁に見られる。

□　家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全・安心の確保が困難である。

□　単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族等による支援が期待できず、かつ、
　　地域での介護サービスや生活支援の供給が不十分である。

□　その他（内容を具体的に記入してください。）

「要介護１」又は「要介護２」の場合は、該当する項目にチェックしてください。

受付年月日 　　　　年　　月　　日

年 月 日 印 続柄（ ）

①　入所申込から契約までに必要な手続及び入所にあたっての注意事項。

②　入所申込者の入所優先順位決定方法。

③　申込書の内容に変化があった場合は、施設に連絡すること。

④　要介護３以上及び、やむを得ない事由がある要介護１、２のみが入所できること。

①　入所が可能になったにもかかわらず、自己都合により入所を辞退した場合に、入所優先順位名簿から削除されること。

②　入所申込後の入所の意思確認に応じられなかった場合に、入所優先順位名簿から削除されること。

③　優先入所制度の適正な運用及び入所申込状況の把握等のために、この申込書及び調査票の内容を行政機関等の求めに応じ
　　て提供すること。

④　上記に記入している申込み済（予定）の施設間において、この申込書の内容及び調査票の内容を相互に提供すること。
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様式２ （表面）

　　　　年　　月　　日調査

□要介護１　　□要介護２　　□要介護３　　□要介護４　　□要介護５

□自立　□Ⅰ　□Ⅱa　□Ⅱb　□Ⅲa　□Ⅲb　□Ⅳ　□Ｍ

□常時ある □随時ある □なし

□あり（ 級 ） □なし

（上記単位合計）

□小規模多機能型居宅介護　　□複合型サービス

□定期巡回・随時対応型訪問介護看護

○上記サービスの利用頻度 □週５日以上　　□週３～４日　　□週２日以下

家族の構成

□疾病　　　　□複数介護　　　　□育児　　　　□就労

□ほとんど無し　　　　□随時あり　　　　□常時あり

□理由：

□理由：

□理由：

□理由：

□理由：

□理由：

□理由：

□理由：

□理由：

□理由：

□理由：

□理由：

□理由：

□理由：

日(

単位

被保険者番号

認定有効期間

単位

住居

住環境問題

日年

ﾌﾘｶﾞﾅ

居宅介護
サービス

等
利用状況

要介護度

介護認定

介
護
サ
ー

ビ
ス
等
の
利
用
状
況

介
護
者
等
の
状
況

□短期入所生活介護

年齢

住所
〒 －

年

本
人
の
状
況

～

介護者２

氏名

ﾌﾘｶﾞﾅ

続柄

〒
住所

続柄

－

申込者氏名

単位

□訪問リハ 単位 □通所介護 単位 □通所リハ 単位

月
生年月日

□ 明治　□ 大正　□ 昭和

年

ﾌﾘｶﾞﾅ
□ 男　□ 女

月月 日

0 単位 ÷ 要介護１～５の区分支給限度基準額の平均 ＝　　割

□短期入所療養介護 単位

単位 □訪問看護

□夜間対応型訪問看護 □認知症対応型通所介護

単位

認知症日常生活自立度

身体障害者手帳・原爆手帳等の有無

□ 済　□ 申請(更新・変更)中

調査担当者名 職　種

点数化できない認知症

居住地域の介護サービスが不十分

介護負担が大きい

知的障がい・精神障がい等

その他

備
考

特
記
事
項

遠距離介護

年齢介護者１

歳

歳

他の介護協力の有無

家族等の介護拒否

氏名

主たる介護者の状況

□同居
□別居

□同居
□別居

事業所名

調　査　票

□訪問介護 単位 □訪問入浴

月 日 受付番号

歳)

申込年月日 年

行動心理症状

□施設長　□相談員　□ケアマネ　□その他（　　　）

サ
ー

ビ
ス
別
単
位

包
括
単
位

　
　
年
　
　
月
利
用

受付担当者名 職　種 □施設長　□相談員　□ケアマネ　□その他（　　　）

　　年　　月頃より 施設名等【　　　　　　　　】住居種別番号（裏面より選択）【　　】

長期にわたる介護

施設等からの退所

経済的理由による居宅サービス利用状況

経済的理由により入所先が限定

在宅における医療的処置
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（裏面）
住居種別
１.自宅
２.養護老人ホーム（特定施設入居者生活介護を除く。）
３.　　　〃　　　（特定施設入居者生活介護（外部サービス利用型を除く。））
４.　　　〃　　　（外部サービス利用型特定施設入居者生活介護）
５.軽費老人ホーム（特定施設入居者生活介護を除く。）
６.　　　〃　　　（特定施設入居者生活介護（外部サービス利用型を除く。））
７.　　　〃　　　（外部サービス利用型特定施設入居者生活介護）
８.有料老人ホーム（特定施設入居者生活介護を除く。）
９.　　　〃　　　（特定施設入居者生活介護（外部サービス利用型を除く。））
10.　　　〃　　　（外部サービス利用型特定施設入居者生活介護）
11.サービス付き高齢者向け住宅（特定施設入居者生活介護を除く。）
12.　　　　　　〃　　　　　　（特定施設入居者生活介護（外部サービス利用型を除く。））
13.　　　　　　〃　　　　　　（外部サービス利用型特定施設入居者生活介護）
14.特別養護老人ホーム
15.介護老人保健施設
16.グループホーム
17.病院
18.有床診療所
19.介護療養型医療施設
20.その他
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様式３
年 月 日

　市町村（保険者）　殿

施 設 名

施設長名 印

担当者名

電話番号

□男　□女

年 月 日

□

□

□
□

次のとおり意見します。

年　　月　　日　　　　　　　市町村（保険者）長　　　印　　　　

市 町 村
（ 保 険 者 ）
意 見

認知症であることにより、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さ
が頻繁に見られる。

知的障がい・精神障がい等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通
の困難さ等が頻繁に見られる。

家族等による深刻な虐待が疑われる等により、心身の安全・安心の確保が困難である。

単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により、家族等による支援が期待で
きず、かつ、地域での介護サービスや生活支援の供給が不十分である。

申 込 内 容
（具体的状況及び施設の見解）

被保険者番号

□要介護１　□要介護２

　次のとおり特例入所申込みを受け付けましたので、入所申込書の写しを添付の上、報告します。

　入所申込みの「受付」についての意見を下記又は任意の様式により、　　　　年　　月　　日まで
にお知らせください。

特例入所申込受付報告書

性 別

要 介 護 度

申 込 者 氏 名

生 年 月 日  □明治　□大正　□昭和

保 険 者 番 号
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様式４
年 月 日

　市町村（保険者）　殿

施 設 名

施設長名 印

担当者名

電話番号

年 月 日 時 分 より

○特例入所対象者の状況

性
別

年 月 日

 □ 要介護１　□ 要介護２ 年 月 日

□申込日(受付報告)から変化ありません。

□申込日(受付報告)から変化があります。

性
別

年 月 日

 □ 要介護１　□ 要介護２ 年 月 日

□申込日(受付報告)から変化ありません。

□申込日(受付報告)から変化があります。

年　　月　　日　　　　　　　市町村（保険者）長　　　印　　　　

 M・T・S

被保険者番号保 険 者 番 号

氏 名

要 介 護 度

次のとおり意見します。

特例入所意見照会書

2

生 年 月 日

入所申込者の状況　※施設記入 市町村（保険者）意見

生 年 月 日

要 介 護 度

被保険者番号

入 所 申 込 日

氏 名

保 険 者 番 号

入所申込者の状況　※施設記入 市町村（保険者）意見

次のとおり意見します。

　次のとおり入所検討委員会を開催しますので、特例入所対象者についての意見を下記又は任意の様
式により、　　　　年　　月　　日までにお知らせください。

入所検討委員会開催日時

入 所 申 込 日

1

 M・T・S
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様式５

評価者

評価月

回 数
入　所　判　定　基　準

３回目 ４回目 ５回目 ６回目

年　月 年　月 年　月 年　月 年　月

点 点

知的障がい・精神障がい等 点 点 点 点 点 点

点 点 点 点

本人の状況
要介護度

認知症の行動・心理症状

点 点点 点 点 点

①居宅サービス利用量

②施設・病院に入所・入院
介護の必要性

点 点

事業所名

評　価　票
申込年月日 年 月 日 受付番号

ﾌﾘｶﾞﾅ
□ 男　□ 女 生年月日

□ 明治　□ 大正　□ 昭和

申込者氏名 歳)月 日(年

点 点

点 点 点

点

介護負担が大きい

その他の介護支援

家族等による介護拒否

施設等からの退所

住環境問題

経済的理由による居宅サービス利用状況

経済的理由により入所先が限定

世帯の状況

主たる介護者の年齢

主たる介護者の状況

長期にわたる介護

在宅における医療的処置

居住地域の介護サービスが不十分

点数化できない認知症

遠距離介護

点

点

介護者等の
状況

１回目

年　月

２回目

点　　　数

点

①単身世帯で介護者なし

②①以外

点 点

点

点 点点 点 点

点

点 点点

点 点

点 点 点

点 点点

点

点 点 点

点 点

点 点 点

点 点 点点 点 点

点 点

点 点

点 点 点点 点 点

点 点 点 点

点 点

点 点 点 点 点 点

点 点 点 点

点

点 点 点 点

点 点 点

点 点 点

点 点

点 点 点 点 点

点

0 点

特記事項

0 点 0 点

点

点

点 点

点 点

0 点 0 点 0

0 点 0 点特記事項　小計

備　考

２回目

３回目

４回目

５回目

６回目

点 0 点 0 点

１回目

0 点

合　　　計 0 点

点

点 点 点 点 点 点

点

点

点

チ
ェ
ッ

ク
項
目

その他 点 点 点

点 点 点 点
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様式６

年

号
（

M

・

T

・

S

）

日
付

（

六
桁
で
入

力
） 男 女

市
名

区
名

町
村
名

大
字
以
下

年

(

和
暦
）

月

①
要
介
護
度

②
認
知
症
の
行

動
・
心
理
症
状

①
居
宅
サ
ー

ビ

ス
利
用
状
況

②
施
設
な
ど
に

入
所
中

単
身
世
帯
で
介

護
者
な
し

①
世
帯
の
状
況

②
主
た
る
介
護

者
の
年
齢

③
障
が
い
や
疾

病
が
あ
る

③
複
数
の
介
護

を
し
て
い
る

③
育
児

(

６
歳

未
満

)

を
し
て

い
る

③
就
労
し
て
い

る ④
他
の
家
族
・

近
隣
者
等
の
介

護
支
援

①
家
族
等
に
よ

る
介
護
拒
否

②
遠
距
離
介
護

③
長
期
に
わ
た

る
介
護

④
介
護
保
険
施

設
等
か
ら
の
退

所 ⑤
住
環
境
問
題

⑥
経
済
上
の
理

由
に
よ
る
居
宅

サ
ー

ビ
ス
利
用

⑦
経
済
的
理
由

に
よ
り
入
所
先

が
限
定

⑧
在
宅
の
医
療

処
置

⑨
点
数
化
で
き

な
い
認
知
症

⑨
理
由

⑩
知
的
障
が

い
・
精
神
障
が

い
等

⑪
居
住
地
域
の

介
護
サ
ー

ビ
ス

が
不
十
分

⑫
介
護
負
担
が

大
き
い

⑬
そ
の
他

⑬
理
由

小
計

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

7 0 0

8 0 0

9 0 0

10 0 0

11 0 0

12 0 0

13 0 0

14 0 0

15 0 0

16 0 0

17 0 0

18 0 0

19 0 0

20 0 0

21 0 0

22 0 0

23 0 0

24 0 0

25 0 0

26 0 0

27 0 0

28 0 0

29 0 0

30 0 0

31 0 0

32 0 0

33 0 0

34 0 0

35 0 0

36 0 0

37 0 0

38 0 0

39 0 0

40 0 0

41 0 0

42 0 0

43 0 0

※　記入内容は、調査票（様式２）に基づくものとすること。

総
 

合
 

計

備
　
　
考

現
在
の
居
住

入所申込
時期

１　本人の状
況

２　介護サービ
ス等の利用状況

３　介護者等の状況 ４　特記事項

順
　
　
　
位

氏
 

 

 

名

氏
 

 

 

名

(

フ
リ
ガ
ナ
）

　
被
保
険
者
番
号

生年月日 性別 住所

要
介
護
度

認

知

症

日

常

生

活

自

立

度

入所優先順位名簿 作成年月日 施設名 介護保険事業所番号
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様式７
年 月 日

　市町村（保険者）　殿

施 設 名

施設長名 印

担当者名

電話番号

□男　□女

年 月 日

□

□

□
□

次のとおり意見します。

年　　月　　日　　　　　　　市町村（保険者）長　　　印　　　　

被保険者番号

保 険 者 番 号

生 年 月 日  □明治　□大正　□昭和

入所継続意見照会書

　次のとおり平成27年４月１日以降に入所した要介護３から要介護５までの入所者が要介護１又は要
介護２となりましたので、当該入所者の特例入所による入所の継続についての意見を下記又は任意の
様式により、　　　　年　　月　　日までにお知らせください。

入 所 者 氏 名 性 別

要 介 護 度 □要介護１　□要介護２

（具体的状況及び施設の見解）入所者の状況

認知症であることにより、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さ
が頻繁に見られる。

知的障がい・精神障がい等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通
の困難さ等が頻繁に見られる。

家族等による深刻な虐待が疑われる等により、心身の安全・安心の確保が困難である。

単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により、家族等による支援が期待で
きず、かつ、地域での介護サービスや生活支援の供給が不十分である。

市 町 村
（ 保 険 者 ）
意 見
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保医発0330第３号 

平成30年３月30日 

 

地方厚生（支）局医療課長 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）長    殿 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部）長 

 

 

 

 

厚生労働省保険局医療課長 

                         （公 印 省 略） 

 

「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて」の一部改正について 

 

 

標記については、「診療報酬の算定方法の一部を改正する件」（平成30年厚生労働省告示

第43号）等が公布され、平成30年４月１日から適用されること等に伴い、「特別養護老人ホ

ーム等における療養の給付の取扱いについて」（平成18年３月31日保医発第0331002号）の一

部を下記のように改め、平成30年４月１日から適用することとしたので、その取扱いに遺漏

のないよう貴管下の保険医療機関、審査支払機関等に対して周知徹底を図られたい。また、

要介護被保険者等であるものに対する診療報酬の取扱いについては、「医療保険と介護保険

の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」（平

成18年４月28日老老発第0428001号・保医発第0428001号）も併せて参照すること。 

なお、下記事項については、子ども家庭局、社会・援護局、障害保健福祉部及び老健局と

も協議済みであるため、念のため申し添える。 

 

記 

  

１ 保険医が、次の（１）から（６）までのいずれかに該当する医師（以下「配置医師」と

いう。）である場合は、それぞれの配置されている施設に入所している患者に対して行っ

た診療（特別の必要があって行う診療を除く。）については、介護報酬、自立支援給付、

措置費等の他給付（以下「他給付」という。）において評価されているため、診療報酬の算

定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科点数表」という。）
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区分番号Ａ０００の初診料、医科点数表区分番号Ａ００１の再診料、医科点数表区分番号Ａ

００２の外来診療料、医科点数表区分番号Ｂ００１－２の小児科外来診療料及び医科点数

表区分番号Ｃ０００の往診料を算定できない。 

（１） 養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（昭和41年厚生省令第19号）第12条

第１項第２号、特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第

46号）第12条第１項第２号、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する

基準（平成11年厚生省令第37号）第121条第１項第１号又は指定介護予防サービス等の事

業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）第129条第１項第１号の規定

に基づき、養護老人ホーム（定員111名以上の場合に限る。以下同じ。）、特別養護老人

ホーム、指定短期入所生活介護事業所又は指定介護予防短期入所生活介護事業所に配置

されている医師 

（２） 病院又は診療所と特別養護老人ホームが併設されている場合の当該病院又は診療

所（以下「併設医療機関」という。）の医師 

なお、病院又は診療所と養護老人ホーム、指定短期入所生活介護事業所、指定介護予

防短期入所生活介護事業所、指定障害者支援施設（障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）（以下「障害者総合支援法」という。）

第５条第７項に規定する生活介護を行う施設に限る。（３）において同じ。）、盲導犬

訓練施設、救護施設、乳児院又は児童心理治療施設が合築又は併設されている場合につ

いても同様の取扱いとする。 

（３） 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第172号）第４

条第１項第１号の規定に基づき、指定障害者支援施設に配置されている医師 

（４） 障害者総合支援法第５条第６項に規定する療養介護を行う事業所（以下「療養介

護事業所」という。）に配置されている医師 

（５） 救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する最低基

準（昭和41年厚生省令第18号）第11条第１項第２号の規定に基づき、救護施設（定員111

名以上の場合に限る。以下同じ。）に配置されている医師 

（６） 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和23年厚生省令第63号）第21条第

１項又は同基準第73条第１項の規定に基づき、乳児院（定員100名以上の場合に限る。以

下同じ。）又は児童心理治療施設に配置されている医師 

 

２ 保険医が次の表の左欄に掲げる医師に該当する場合は、それぞれ当該保険医（併設医療

機関の医師を含む。）の配置されている施設に入所している患者に対する一部の診療につ

いては他給付で評価されていることから、同表の右欄に掲げる診療報酬を算定できない。 
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保険医 診療報酬 

・配置医師（全施設共通。） ・医科点数表区分番号Ｂ０００の特定疾患療養管理料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－９の地域包括診療料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－10の認知症地域包括診療料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－11の小児かかりつけ診療料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－３の生活習慣病管理料 

・医科点数表区分番号Ｂ００７の退院前訪問指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０１の在宅自己注射指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０１－２の在宅小児低血糖症患者指導

管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０１－３の在宅妊娠糖尿病患者指導管

理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０２の在宅自己腹膜灌流指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０２－２の在宅血液透析指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０３の在宅酸素療法指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０４の在宅中心静脈栄養法指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０５の在宅成分栄養経管栄養法指導管

理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０５－２の在宅小児経管栄養法指導管

理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０５－３の在宅半固形栄養経管栄養

法指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０６の在宅自己導尿指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０７の在宅人工呼吸指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０７－２の在宅持続陽圧呼吸療法指導

管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０８の在宅悪性腫瘍等患者指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０８－２の在宅悪性腫瘍患者共同指導

管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１０９の在宅寝たきり患者処置指導管理

料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１０の在宅自己疼痛管理指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１０－２の在宅振戦等刺激装置治療指

導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１０－３の在宅迷走神経電気刺激治療

指導管理料 
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・医科点数表区分番号Ｃ１１０－４の在宅仙骨神経刺激療法指導

管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１１の在宅肺高血圧症患者指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１２の在宅気管切開患者指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１４の在宅難治性皮膚疾患処置指導管

理料 

・医科点数表区分番号Ｃ１１６の在宅植込型補助人工心臓（非拍

動流型）指導管理料 

・指定障害者支援施設の配置医師

（生活介護を行う施設に限る。） 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の５の小児科療養指導料 

・児童心理治療施設の配置医師 ・医科点数表区分番号Ｉ００２の通院・在宅精神療法 

・医科点数表区分番号Ｉ００２－３の救急患者精神科継続支援料 

・医科点数表区分番号Ｉ００４の心身医学療法 

・医科点数表区分番号Ｉ００６の通院集団精神療法 

・医科点数表区分番号Ｉ００７の精神科作業療法 

・医科点数表区分番号Ｉ００８－２の精神科ショート・ケア 

・医科点数表区分番号Ｉ００９の精神科デイ・ケア 

・医科点数表区分番号Ｉ０１０の精神科ナイト・ケア 

・医科点数表区分番号Ｉ０１０－２の精神科デイ・ナイト・ケア 

・乳児院又は児童心理治療施設の

配置医師 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の４の小児特定疾患カウンセリン

グ料 

 

３ 配置医師以外の保険医が、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、指定短期入所生活介

護事業所、指定介護予防短期入所生活介護事業所、指定障害者支援施設（生活介護を行う

施設に限る。）、療養介護事業所、救護施設、乳児院又は児童心理治療施設（以下「特別

養護老人ホーム等」という。）を診療する場合については、次の（１）又は（２）の取扱

いとすること。 

（１）患者の傷病が配置医師の専門外にわたるものであり、入所者又はその家族等の求め

等を踏まえ、入所者の状態に応じた医学的判断による配置医師の求めがある場合に限り、

医科点数表第１章第１部の初・再診料、医科点数表区分番号Ｃ０００の往診料、医科点

数表第２章第３部の検査、医科点数表第２章第９部の処置等に係る診療報酬を算定でき

る。 

（２）（１）にかかわらず、入所者又はその家族等の求めや入所者の状態に応じた医学的

判断による配置医師の求めが明らかではない場合であっても、緊急の場合であって、特

別養護老人ホーム等の管理者の求めに応じて行った診療については、医科点数表第１章

第１部の初・再診料、医科点数表区分番号Ｃ０００の往診料、医科点数表第２章第３部
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の検査、医科点数表第２章第９部の処置等に係る診療報酬を同様に算定できる。 

 

４ 特別養護老人ホーム等に入所している患者については、次に掲げる診療報酬等の算定の

対象としない。 

なお、介護保険法（平成９年法律第123号）第63条に規定する要介護被保険者等に対する

診療報酬の取扱いについて、この通知に特に記載がないものについては、「医療保険と介

護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等につ

いて」（平成18年４月28日老老発第0428001号・保医発第0428001号）の取扱いに従うこと。 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の９の外来栄養食事指導料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の11の集団栄養食事指導料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１の13の在宅療養指導料 

・医科点数表区分番号Ｂ００１－２－３の乳幼児育児栄養指導料 

・医科点数表区分番号Ｂ００４の退院時共同指導料１ 

・医科点数表区分番号Ｂ００９の診療情報提供料（Ⅰ）（注２、注４及び注14に該当する場

合に限る。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００１の在宅患者訪問診療料（Ⅰ）及び医科点数表区分番号Ｃ００

１－２の在宅患者訪問診療料（Ⅱ） 

ただし、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している患者につい

ては、当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、医科点数表区分番号Ｃ００

１の在宅患者訪問診療料（Ⅰ）、医科点数表区分番号Ｃ００１－２の在宅患者訪問診療

料（Ⅱ）、医科点数表区分番号Ｃ００２の在宅時医学総合管理料、医科点数表区分番号

Ｃ００２－２の施設入居時等医学総合管理料又は医科点数表区分番号Ｃ００３の在宅が

ん医療総合診療料を算定した保険医療機関の医師（配置医師を除く。）が診察した場合

に限り、当該患者のサービス利用開始後30日までの間、在宅患者訪問診療料を算定する

ことができる。また、特別養護老人ホームの入所者については、以下のア又はイのいず

れかに該当する場合には在宅患者訪問診療料を算定することができる。ただし、看取り

加算については、当該患者が介護福祉施設サービス又は地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護に係る看取り介護加算（以下「看取り介護加算」という。）のうち、看取

り介護加算（Ⅱ）を算定していない場合に限り算定できる。 

ア 当該患者が末期の悪性腫瘍である場合 

イ 当該患者を当該特別養護老人ホーム（看取り介護加算の施設基準に適合しているも

のに限る。）において看取った場合（在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院又は当

該特別養護老人ホームの協力医療機関の医師により、死亡日から遡って30日間に行わ

れたものに限る。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００２の在宅時医学総合管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ００２－２の施設入居時等医学総合管理料 
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ただし、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している患者につい

ては、当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、医科点数表区分番号Ｃ００

１の在宅患者訪問診療料（Ⅰ）、医科点数表区分番号Ｃ００１－２の在宅患者訪問診療

料（Ⅱ）、医科点数表区分番号Ｃ００２の在宅時医学総合管理料、医科点数表区分番号

Ｃ００２－２の施設入居時等医学総合管理料又は医科点数表区分番号Ｃ００３の在宅が

ん医療総合診療料を算定した保険医療機関の医師（配置医師を除く。）が診察した場合

に限り、当該患者のサービス利用開始後30日までの間、施設入居時等医学総合管理料を

算定することができる。また、特別養護老人ホームの入所者については、以下のア又は

イのいずれかに該当する場合には施設入居時等医学総合管理料を算定することができる。 

ア 当該患者が末期の悪性腫瘍である場合 

イ 当該患者を当該特別養護老人ホーム（看取り介護加算の施設基準に適合しているも

のに限る。）において看取った場合（在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院又は当

該特別養護老人ホームの協力医療機関の医師により、死亡日から遡って30日間に行わ

れたものに限る。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００３の在宅がん医療総合診療料 

ただし、看取り加算の取扱いについては、在宅患者訪問診療料の例によること。 

・医科点数表区分番号Ｃ００５の在宅患者訪問看護・指導料及び医科点数表区分番号Ｃ０

０５－１－２の同一建物居住者訪問看護・指導料（特別養護老人ホームの入所者であっ

て、末期の悪性腫瘍であるものを除く。また、短期入所生活介護又は介護予防短期入所

生活介護を利用している者であって、末期の悪性腫瘍であるものについては、当該患者

のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、医科点数表区分番号Ｃ００５の在宅患者訪

問看護・指導料又は医科点数表区分番号Ｃ００５－１－２の同一建物居住者訪問看護・

指導料を算定した保険医療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、算

定することができる。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００５－２の在宅患者訪問点滴注射管理指導料（特別養護老人ホ

ームの入所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００６の在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料 

・医科点数表区分番号Ｃ００７の訪問看護指示料（特別養護老人ホームの入所者であって

、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００７－２の介護職員等喀痰吸引等指示料 

・医科点数表区分番号Ｃ００８の在宅患者訪問薬剤管理指導料（特別養護老人ホームの入

所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・医科点数表区分番号Ｃ００９の在宅患者訪問栄養食事指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ０１０の在宅患者連携指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ０１１の在宅患者緊急時等カンファレンス料（特別養護老人ホー

ムの入所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 
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・医科点数表区分番号Ｃ０１２の在宅患者共同診療料２及び３ 

・医科点数表区分番号Ｃ０１３の在宅患者訪問褥瘡管理指導料 

・医科点数表区分番号Ｉ０１２の精神科訪問看護・指導料（特別養護老人ホームの入所者

であって認知症の患者以外の患者を除く。また、短期入所生活介護又は介護予防短期入

所生活介護を利用している者であって、認知症の患者以外の患者については、当該患者

のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、精神科訪問看護・指導料を算定した保険医

療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、利用開始後30日までの間、

算定することができる。） 

・医科点数表区分番号Ｉ０１２－２の精神科訪問看護指示料（特別養護老人ホームの入所

者であって認知症の患者以外の患者を除く。） 

・医科点数表区分番号Ｉ０１６の精神科在宅患者支援管理料１（ハを算定する場合に限

る。）・診療報酬の算定方法別表第三調剤報酬点数表（以下「調剤点数表」という。）

区分番号１５の２の在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料（特別養護老人ホームの入所者で

あって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・調剤点数表区分番号１５の３の在宅患者緊急時等共同指導料（特別養護老人ホームの入

所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。） 

・訪問看護療養費に係る指定訪問看護の費用の額の算定方法（平成20年厚生労働省告示第

67号。以下「訪看告示」という。）別表区分番号０１の訪問看護基本療養費（特別養護

老人ホームの入所者であって、末期の悪性腫瘍であるものを除く。また、短期入所生活

介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している者であって、末期の悪性腫瘍である

ものについては、当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、訪問看護療養費

を算定した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実施した場合に限り、算

定することができる。） 

・訪看告示別表区分番号０１－２の精神科訪問看護基本療養費（特別養護老人ホームの入

所者であって認知症の患者以外の患者を除く。ただし、認知症の患者以外の患者であっ

て、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している患者については、

当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪問し、精神科訪問看後基本療養費を算定

した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実施した場合に限り、利用開始

後30日までの間、算定することができる。） 

・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費（24時間対応体制加算、特別管理加算、

退院時共同指導加算、退院支援指導加算、在宅患者緊急時等カンファレンス加算、看護・

介護職員連携強化加算を含む。）（特別養護老人ホームの入所者であって、末期の悪性

腫瘍であるもの又は精神科訪問看護基本療養費を算定できるもの（認知症であるものを

除く。）を除く。ただし、その場合であっても、看護・介護職員連携強化加算は算定で

きない。また、短期入所生活介護又は介護予防短期入所生活介護を利用している者であ

って、末期の悪性腫瘍であるもの又は精神科訪問看護基本療養費を算定できるもの（認
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知症であるものを除く。）については、当該患者のサービス利用前30日以内に患家を訪

問し、訪問看護療養費を算定した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実

施した場合に限り（精神科訪問看護基本療養費を算定できるもの（認知症であるものを

除く。）においては、利用開始後30日までの間）、算定することができる。） 

・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費（在宅患者連携指導加算を算定する場

合に限る。） 

・訪看告示別表区分番号０３の訪問看護情報提供療養費 

・訪看告示別表区分番号０５の訪問看護ターミナルケア療養費（特別養護老人ホームの入

所者であって末期の悪性腫瘍のもの又は精神科訪問看護基本療養費を算定できるもの

（認知症であるものを除く。）を除く。） 

５ 指定障害者支援施設（生活介護を行う施設に限る。）のうち、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運

営に関する基準について（平成19年1月26日障発0126001号）第三の１により医師を配置し

ない取扱いとしている場合における当該施設に入所している者に対して行った診療につい

ては、１及び４による取扱いの対象としない。ただし、次に掲げる診療報酬等の算定の対

象としない。 

・医科点数表区分番号Ｃ００５の在宅患者訪問看護・指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ００５－１－２の同一建物居住者訪問看護・指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ００５－２の在宅患者訪問点滴注射管理指導料 

・医科点数表区分番号Ｃ００７の訪問看護指示料 

・医科点数表区分番号Ｉ０１２の精神科訪問看護・指導料 

・医科点数表区分番号Ｉ０１２－２の精神科訪問看護指示料 

・訪看告示別表区分番号０１の訪問看護基本療養費 

・訪看告示別表区分番号０１－２の精神科訪問看護基本療養費 

・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費（24時間対応体制加算、特別管理加算

、退院時共同指導加算、退院支援指導加算、在宅患者緊急時等カンファレンス加算及び

看護・介護職員連携強化加算を含む。） 

・訪看告示別表区分番号０２の訪問看護管理療養費（在宅患者連携指導加算を算定する場

合に限る。） 

・訪看告示別表区分番号０３の訪問看護情報提供療養費 

・訪看告示別表区分番号０５の訪問看護ターミナルケア療養費 

 

６ 指定障害者支援施設のうち、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律施行規則（平成18年２月28日厚生労働省令第19号）第６条の７第１号に規定する自立

訓練（機能訓練）を行う施設及び児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備

及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第16号）第２条第１号に規定する指定福祉
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型障害児入所施設については、５ただし書きを準用する。 

 

７ 特別養護老人ホーム等の職員（看護師、理学療法士等）が行った医療行為については、

診療報酬を算定できない。ただし、特別養護老人ホーム等に入所中の患者の診療を担う保

険医の指示に基づき、当該保険医の診療日以外の日に当該施設の看護師等が当該患者に対

し点滴又は処置等を実施した場合に、使用した薬剤の費用については、医科点数表第２章

第２部第３節薬剤料を、使用した特定保険医療材料の費用については、同部第４節特定保

険医療材料料を、当該患者に対し使用した分に限り算定できる。また、同様に当該看護師

等が検査のための検体採取等を実施した場合には、同章第３部第１節第１款検体検査実施

料を算定できる。なお、当該保険医の診療日以外の点滴又は処置等を実施する場合に必要

となる衛生材料等についても、指示を行った当該保険医の属する保険医療機関が当該施設

に提供すること。これらの場合にあっては、当該薬剤等が使用された日及び検体採取が実

施された日を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。 

 

８ 保険医が、特別養護老人ホーム等に入所中の患者について診療を行った場合は、診療報

酬明細書の欄外上部に、○施又は（施）の表示をすること。また、特別養護老人ホームに

入所中の患者に対して、往診して通院・在宅精神療法又は認知療法・認知行動療法に係る

精神療法を行った場合には、当該精神療法が必要な理由を診療録に記載すること。 

 

９ 各都道府県知事は、別紙様式により、特別養護老人ホーム等の配置医師に係る情報を把

握し、必要に応じ市町村等に対して周知するよう努めること。ただし、指定障害者支援施

設のうち、５に該当する施設については不要とする。 
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保医発0327第３号 

令和２年３月27日 

 

地方厚生（支）局医療課長 

都道府県民生主管部（局） 

国民健康保険主管課（部）長    殿 

都道府県後期高齢者医療主管部（局） 

後期高齢者医療主管課（部）長 

 

 

 

 

厚生労働省保険局医療課長 

                         （公 印 省 略） 

 

「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に 

関連する事項等について」の一部改正について 

 

 

標記については、「要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額を算定

できる場合の一部を改正する件」（令和２年厚生労働省告示第108号）等が公布され、令

和２年４月１日から適用されること等に伴い、「医療保険と介護保険の給付調整に関する

留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」（平成18年４月28日

老老発第0428001号・保医発第0428001号）の一部を下記のように改め、令和２年４月１日

から適用することとしたので、その取扱いに遺漏のないよう貴管下の保険医療機関、審査

支払機関等に対して周知徹底を図られたい。 

なお、要介護被保険者等であって、特別養護老人ホーム等の入所者であるものに対する

診療報酬の取扱いについては、「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いにつ

いて」（平成18年３月31日保医発第0331002号）も併せて参照すること。 

 

記 

 

第１ 厚生労働大臣が定める療養告示について 

１ 第１号関係について 

(１) 介護保険適用病床に入院している要介護被保険者である患者が、急性増悪等に

より密度の高い医療行為が必要となった場合については、当該患者を医療保険適

用病床に転床させて療養を行うことが原則であるが、患者の状態、当該病院又は

診療所の病床の空き状況等により、患者を転床させず、当該介護保険適用病床に

おいて緊急に医療行為を行う必要のあることが想定され、このような場合につい

ては、当該病床において療養の給付又は医療が行われることは可能であり、この
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場合の当該緊急に行われた医療に係る給付については、医療保険から行うもので

あること。 

(２) 介護保険から給付される部分に相当する療養については、医療保険からの給付

は行わないものであること。 

 

２ 第２号関係について 

(１) 療養病棟（健康保険法等の一部を改正する法律（平成18年法律第83号）附則第

130条の２第１項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第26条の

規定による改正前の介護保険法第８条第26項に規定する療養病床等に係る病棟

をいう。以下同じ。）に該当する病棟が一つである病院又は診療所において、介

護保険適用の指定を受けることにより要介護被保険者以外の患者等に対する対

応が困難になることを避けるため、当該病院又は診療所において、あらかじめ病

室（当該病院にあっては、患者の性別ごとに各１つの合計２つの病室（各病室の

病床数が４を超える場合については４病床を上限とする。））を定め、当該病室

について地方厚生（支）局長に届け出た場合は、当該病室において行った療養に

係る給付は、医療保険から行うものとすること。 

(２) 当該届出については、別紙様式１から８までに従い、医療保険からの給付を行

う場合の入院基本料の区分のほか、夜間勤務等の体制、療養環境等について記載

するものであること。入院基本料の区分については、原則として、介護保険適用

病床における療養型介護療養施設サービス費又は診療所型介護療養施設サービ

ス費の算定に係る看護師等の配置基準と同一のものに相当する入院基本料を届

け出るものであること。 

 

３ 第３号関係について 

介護保険適用病床に入院している患者に対し歯科療養を行った場合についての当

該療養に係る給付については医療保険から行うものであること。 

 

第２ 医療保険適用及び介護保険適用の病床を有する保険医療機関に係る留意事項につ

いて 

１ 同一の病棟で医療保険適用と介護保険適用の病床を病室単位で混在できる場合 

(１) 療養病棟を２病棟以下しか持たない病院及び診療所であること。 

(２) 病院であって、当該病院の療養病棟（医療保険適用であるものに限る。）の病

室のうち、当該病棟の病室数の２分の１を超えない数の病室を定め、当該病室に

ついて指定介護療養型医療施設の指定を受けることについて地方厚生（支）局長

に届け出た場合には、令和６年３月31日までの間に限り、当該病室において行っ

た療養に係る給付は、介護保険から行うものとすること。 

(３) 病院（指定介護療養型医療施設であるものに限る。）であって、当該病院の療

養病棟の病室のうち、当該病棟の病室数の２分の１を超えない数の病室を定め、

当該病室について指定介護療養型医療施設の指定を除外し、当該病室に入院する

者について療養の給付（健康保険法（大正11年法律第70号）第63条第１項の療養
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の給付をいう。）を行おうとすることについて地方厚生（支）局長に届け出た場

合には、令和６年３月31日までの間に限り、当該病室において行った療養に係る

給付は、医療保険から行うものとすること。 

 

２ 施設基準関係 

(１) １保険医療機関における介護保険適用の療養病床（以下「介護療養病床」とい

う。）と医療保険適用の療養病床（以下「医療療養病床」という。）で別の看護

師等の配置基準を採用できること。 

(２) １病棟を医療療養病床と介護療養病床に分ける場合については、各保険適用の

病床ごとに、１病棟すべてを当該保険の適用病床とみなした場合に満たすことの

できる看護師等の配置基準に係る入院基本料等（医療療養病床の場合は療養病棟

入院料１又は２、介護療養病床の場合は療養型介護療養施設サービス費）を採用

するものとすること。このため、１病棟内における医療療養病床と介護療養病床

とで、届け出る看護師等の配置基準が異なることがあり得るものであること。た

だし、医療療養病床及び介護療養病床各々において満たすことのできる看護師等

の配置基準に係る入院基本料等を採用することもできるものであること。なお、

医療療養病床に係る届出については、基本診療料の施設基準等（平成20年厚生労

働省告示第62号）及び「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの

取扱いについて」（令和２年３月５日保医発0305第２号）に基づき、療養病棟入

院料１若しくは２又は有床診療所療養病床入院基本料を届け出るものであるこ

と。 

(３) 夜間勤務等の体制については、病棟ごとに届出を行うことが可能であるが、１

病棟を医療療養病床と介護療養病床とに分ける場合には、各保険適用の病床ごと

に、１病棟すべてを当該保険の適用病床とみなした場合に満たすことのできる夜

間勤務等の体制を採用するものとすること。 

 

３ 入院期間、平均在院日数の考え方について 

(１) 介護保険適用病床に入院している患者が、急性増悪等により一般病棟での医療

が必要となり、同病棟に転棟した場合は、転棟後30日までの間は、新規入院患者

と同様に取り扱うこと。 

(２) (１)以外の場合についての入院期間の考え方については、介護保険適用の病床

に入院している期間についても、医療保険適用病床に入院している場合と同様に

取り扱うものであること。 

(３) 平均在院日数の考え方については、(１)及び(２)と同様であること。 

 

４ 介護保険適用病床に入院中に医療保険からの給付を受けた場合の取扱いについて 

(１) 介護保険適用病床において、緊急その他の場合において療養の給付を受けた場

合において、当該医療保険における請求については、「入院外」のレセプトを使

用すること。 

(２) この場合において、医療保険における患者の一部負担の取扱いについても通常
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の外来に要する費用負担によるものであること。 

 

５ 医療保険の診療項目と介護保険の特定診療費、特別療養費及び特別診療費の算定に

おける留意事項 

(１) 同一施設内の医療保険適用病床から介護保険適用病床へ転床した場合、当該転

床した月においては、特定診療費として定められた初期入院診療管理は算定でき

ないものであること。ただし、当該医療保険適用病床と介護保険適用病床におけ

る入院期間が通算して６月以内の場合であって、当該介護保険適用病床に転床し

た患者の病状の変化等により、診療方針に重要な変更があり、入院診療計画を見

直す必要が生じた場合においては、この限りでない。 

(２) 同一施設内の医療保険適用病床から、介護医療院若しくは介護療養型老人保健

施設に入所した者又は当該医療機関と一体的に運営されるサテライト型小規模

介護療養型老人保健施設に入所した者にあっては、特別療養費又は特別診療費に

定める初期入所診療加算は算定できないものであること。ただし、当該施設の入

所期間及び当該施設入所前の医療保険適用病床における入所期間が通算して６

月以内の場合であって、当該入所した者の病状の変化等により、診療方針に重要

な変更があり、診療計画を見直す必要が生じた場合においては、この限りでない。 

(３) 医療保険適用病床から介護保険適用病床に転床又は介護医療院若しくは介護

療養型老人保健施設に入所した場合、当該転床又は入所した週において、医療保

険の薬剤管理指導料を算定している場合には、特定診療費、特別療養費又は特別

診療費として定められた薬剤管理指導は算定できないものであること。また、介

護保険適用病床から医療保険適用病床に転床又は介護医療院若しくは介護療養

型老人保健施設から医療保険適用病床に入院した場合についても同様であるこ

と。 

(４) 特定診療費又は特別診療費として定められた理学療法、作業療法、言語聴覚療

法、集団コミュニケーション療法及び精神科作業療法並びに特別療養費として定

められた言語聴覚療法及び精神科作業療法を行う施設については、医療保険の疾

患別リハビリテーション及び精神科作業療法を行う施設と同一の場合及びこれ

らと共用する場合も認められるものとすること。ただし、共用する場合にあって

は、施設基準及び人員配置基準等について、特定診療費、特別療養費又は特別診

療費及び医療保険のそれぞれにおいて定められた施設基準の両方を同時に満た

す必要があること。 

 

６ 介護療養型医療施設に入院中の患者の医療保険における他保険医療機関への受診

について 

(１) 介護療養型医療施設に入院中の患者が、当該入院の原因となった傷病以外の傷

病に罹患し、当該介護療養型医療施設以外での診療の必要が生じた場合は、他保

険医療機関へ転医又は対診を求めることを原則とする。 

(２) 介護療養施設サービス費を算定している患者について、当該介護療養施設サー

ビス費に含まれる診療を他保険医療機関で行った場合には、当該他保険医療機関

-109-



は当該費用を算定できない。 

(３) (２)にかかわらず、介護療養施設サービス費を算定する患者に対し眼科等の専

門的な診療が必要となった場合（当該介護療養型医療施設に当該診療に係る診療

科がない場合に限る。）であって、当該患者に対し当該診療が行われた場合（当

該診療に係る専門的な診療科を標榜する他保険医療機関（特別の関係にあるもの

を除く。）において、次に掲げる診療行為を含む診療行為が行われた場合に限る。）

は、当該患者について算定する介護療養施設サービス費に含まれる診療が当該他

保険医療機関において行われた診療に含まれる場合に限り、当該他保険医療機関

において、当該診療に係る費用を算定できる。ただし、短期滞在手術等基本料２

及び３、医学管理等、在宅医療、投薬、注射並びにリハビリテーションに係る費

用（当該専門的な診療科に特有な薬剤を用いた投薬又は注射に係る費用を除く。）

は算定できない。 

ア 初・再診料 

イ 短期滞在手術等基本料１ 

ウ 検査 

エ 画像診断 

オ 精神科専門療法 

カ 処置 

キ 手術 

ク 麻酔 

ケ 放射線治療 

コ 病理診断 

(４) 他保険医療機関は、(３)のアからコまでに規定する診療を行った場合には、当

該患者の入院している介護療養型医療施設から提供される当該患者に係る診療

情報に係る文書を診療録に添付するとともに、診療報酬明細書の摘要欄に、「入

院介護療養型医療施設名」、「受診した理由」、「診療科」及び「○他○介(受診

日数：○日)」と記載する。 

 

第３ 介護調整告示について 

要介護被保険者等である患者（介護医療院に入所中の患者を除く。）に対し算定でき

る診療報酬点数表に掲げる療養については、介護調整告示によるものとし、別紙１を参

照のこと。 

なお、要介護被保険者等であって、特別養護老人ホーム等の入所者であるものに対す

る診療報酬の取扱いについては、「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱い

について」（平成18年３月31日保医発第0331002号）も併せて参照すること。 

 

第４ 介護医療院に入所中の患者の医療保険における保険医療機関への受診等について 

１ 介護医療院に入所中の患者に対する診療の基本的な考え方は、第２の６の(１)、

(２)及び(４)の例によること。 
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２ 介護医療院サービス費を算定する患者に対し専門的な診療が必要となった場合に

は、保険医療機関において当該診療に係る費用を算定できる。算定できる費用につい

ては介護調整告示によるものとし、別紙２を参照のこと。 

３ 医療療養病床及び介護療養病床が混在する病棟の一部を介護医療院に転換した場

合、夜間勤務等の体制については、第２の２の（３）の例によること。 

 

第５ 医療保険における在宅医療と介護保険における指定居宅サービス等に関する留意

事項 

１ 同一日算定について 

診療報酬点数表の別表第一第２章第２部（在宅医療）に掲げる療養に係る同一日算

定に関する考え方については、介護保険の指定居宅サービスは対象とするものではな

いこと。 

 

２ 月の途中で要介護被保険者等となる場合等の留意事項について 

要介護被保険者等となった日から、同一の傷害又は疾病等についての給付が医療保

険から介護保険へ変更されることとなるが、この場合において、１月あたりの算定回

数に制限がある場合（医療保険における訪問歯科衛生指導と介護保険における歯科衛

生士が行う居宅療養管理指導の場合の月４回など）については、同一保険医療機関に

おいて、両方の保険からの給付を合算した回数で制限回数を考慮するものであること。 

 

３ 訪問診療に関する留意事項について 

(１) 指定特定施設（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準

（平成11年厚生省令第37号）第174条第１項）、指定地域密着型特定施設（指定地

域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働

省令第34号）第109条第１項）又は指定介護予防特定施設（指定介護予防サービ

ス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労働省令第35号）第230

条第１項）のいずれかに入居する患者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備

及び運営に関する基準第192条の２に規定する外部サービス利用型指定特定施設

入居者生活介護及び指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに

指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する

基準第253条に規定する外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活介

護を受けている患者を除く。）については在宅がん医療総合診療料は算定できな

い。 

(２) 要介護被保険者等については、在宅患者連携指導料は算定できない。 

(３) 特別養護老人ホーム入居者に対しては、「特別養護老人ホーム等における療養

の給付の取扱いについて」（平成18年保医発第0331002号）に定める場合を除き、

在宅患者訪問診療料を算定できない。 

 

４ 在宅患者訪問看護・指導料及び同一建物居住者訪問看護・指導料に関する留意事項
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について 

介護保険におけるターミナルケア加算を算定した場合は、在宅患者訪問看護・指導

料の在宅ターミナルケア加算及び同一建物居住者訪問看護・指導料の同一建物居住者

ターミナルケア加算、介護保険における看護・介護職員連携強化加算を算定している

月にあっては、在宅患者訪問看護・指導料及び同一建物居住者訪問看護・指導料の看

護・介護職員連携強化加算を算定できない。 

 

５ 在宅患者緊急時等共同指導料に関する留意事項について 

介護保険における居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費を算定し

た日は調剤に係る在宅患者緊急時等共同指導料を算定できない。 

 

６ 在宅患者訪問点滴注射管理指導料に関する留意事項について 

小規模多機能型居宅介護事業所、複合型サービス事業所において通所サービス中に

実施される点滴注射には算定できない。 

 

７ 精神科訪問看護・指導料に関する留意事項について 

精神疾患を有する患者であり、精神科訪問看護指示書が交付された場合は、要介護

被保険者等の患者であっても算定できる。ただし、認知症が主傷病である患者（精神

科在宅患者支援管理料を算定する者を除く。）については算定できない。 

 

８ 訪問看護等に関する留意事項について 

(１) 訪問看護療養費は、要介護被保険者等である患者については、原則としては算

定できないが、特別訪問看護指示書に係る指定訪問看護を行う場合、訪問看護療

養費に係る訪問看護ステーションの基準等（平成18年厚生労働省告示第103号。

以下「基準告示」という。）第２の１の（１）に規定する疾病等の利用者に対す

る指定訪問看護を行う場合（退院支援指導加算については、退院後行う初回の訪

問看護が特別訪問看護指示書に係る指定訪問看護である場合又は基準告示第２

の１の（１）に規定する疾病等の利用者に対する指定訪問看護である場合、訪問

看護情報提供療養費１については、同一月に介護保険による訪問看護を受けてい

ない場合に限る。）、精神科訪問看護基本療養費が算定される指定訪問看護を行

う場合（認知症でない患者に指定訪問看護を行う場合に限る。）及び入院中（外

泊日を含む。）に退院に向けた指定訪問看護を行う場合には、算定できる。 

ただし、その場合であっても、介護保険の訪問看護等において緊急時訪問看護

加算又は緊急時介護予防訪問看護加算を算定している月にあっては24時間対応

体制加算、介護保険における特別管理加算を算定している月にあっては医療保険

の特別管理加算、介護保険における看護・介護職員連携強化加算を算定している

月にあっては医療保険の看護・介護職員連携強化加算は算定できない。また、介

護保険の訪問看護等においてターミナルケア加算を算定した場合は、訪問看護タ

ーミナルケア療養費は算定できない。 

(２) 要介護被保険者等については、在宅患者連携指導加算は算定できない。 
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９ 訪問リハビリテーションに関する留意事項について 

在宅患者訪問リハビリテーション指導管理料は、要介護被保険者等である患者につ

いては、原則としては算定できないが、急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビ

リテーションの指導管理を行う必要がある場合には、６月に１回、14日間に限り算定

できる。 

 

10 リハビリテーションに関する留意事項について 

要介護被保険者等である患者に対して行うリハビリテーションは、同一の疾患等に

ついて、医療保険における心大血管疾患リハビリテーション料、脳血管疾患等リハビ

リテーション料、廃用症候群リハビリテーション料、運動器リハビリテーション料又

は呼吸器リハビリテーション料（以下「医療保険における疾患別リハビリテーション

料」という。）を算定するリハビリテーション（以下「医療保険における疾患別リハ

ビリテーション」という。）を行った後、介護保険における訪問リハビリテーション

若しくは通所リハビリテーション又は介護予防訪問リハビリテーション若しくは介

護予防通所リハビリテーション（以下「介護保険におけるリハビリテーション」とい

う。）の利用開始日を含む月の翌月以降は、当該リハビリテーションに係る疾患等に

ついて、手術、急性増悪等により医療保険における疾患別リハビリテーション料を算

定する患者に該当することとなった場合を除き、医療保険における疾患別リハビリテ

ーション料は算定できない。 

ただし、医療保険における疾患別リハビリテーションを実施する施設とは別の施設

で介護保険におけるリハビリテーションを提供することになった場合には、一定期間、

医療保険における疾患別リハビリテーションと介護保険のリハビリテーションを併

用して行うことで円滑な移行が期待できることから、介護保険におけるリハビリテー

ションの利用開始日を含む月の翌々月まで、併用が可能であること。併用する場合に

は、診療録及び診療報酬明細書に「介護保険におけるリハビリテーションの利用開始

日」を記載することにより、同一の疾患等について介護保険におけるリハビリテーシ

ョンを行った日以外の日に医療保険における疾患別リハビリテーション料を算定す

ることが可能である。ただし、当該利用開始日の翌月及び翌々月に算定できる疾患別

リハビリテーション料は１月７単位までとする。 

なお、目標設定等支援・管理料を算定してから３月以内に、当該支援によって紹介

された事業所において介護保険におけるリハビリテーションを体験する目的で、同一

の疾患について医療保険におけるリハビリテーションを行った日以外に１月に５日

を超えない範囲で介護保険におけるリハビリテーションを行った場合は、診療録及び

診療報酬明細書に「介護保険におけるリハビリテーションの利用開始日」を記載する

必要はなく、医療保険における疾患別リハビリテーションから介護保険におけるリハ

ビリテーションへ移行したものとはみなさない。 

 

11 重度認知症患者デイ・ケア料等に関する留意事項について 

(１) 医療保険における重度認知症患者デイ・ケア料、精神科ショート・ケア、精神
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科デイ・ケア、精神科ナイト・ケア又は精神科デイ・ナイト・ケア（以下「重度

認知症患者デイ・ケア料等」という。）を算定している患者に対しては、当該重

度認知症患者デイ・ケア料等を、同一の環境において反復継続して行うことが望

ましいため、患者が要介護被保険者等である場合であっても、重度認知症患者デ

イ・ケア料等を行っている期間内においては、介護保険における認知症対応型通

所介護費及び通所リハビリテーション費を算定できないものであること。 

ただし、要介護被保険者等である患者であって、特定施設（指定特定施設、指

定域密着型特定施設又は指定介護予防特定施設に限る。）の入居者及びグループ

ホーム（認知症対応型共同生活介護又は介護予防認知症対応型共同生活介護の受

給者の入居施設）の入居者以外のものに対して行う重度認知症患者デイ・ケア等

については、介護保険における指定認知症対応型通所介護又は通所リハビリテー

ションを行った日以外の日に限り、医療保険における重度認知症患者デイ・ケア

料等を算定できるものであること。 

(２) グループホーム（認知症対応型共同生活介護又は介護予防認知症対応型共同生

活介護の受給者の入居施設）の入居者については、医療保険の重度認知症患者デ

イ・ケア料は算定できないものであること。ただし、認知症である老人であって

日常生活自立度判定基準がランクＭに該当するものについては、この限りではな

いこと。 

 

12 人工腎臓等に関する留意事項について 

介護老人保健施設は入所者について、人工腎臓の「１」から「３」を算定する場合

（「注13」の加算を算定する場合を含む。）の取扱いは、介護老人保健施設の入所者

以外の場合と同様であり、透析液（灌流液）、血液凝固阻止剤、生理食塩水、エリス

ロポエチン、ダルベポエチン及びエポエチンベータペゴルの費用は人工腎臓の所定点

数に含まれており、別に算定できない。なお、生理食塩水には、回路の洗浄・充填、

血圧低下時の補液、回収に使用されるもの等が含まれ、同様の目的で使用される電解

質補液、ブドウ糖液等についても別に算定できない。 
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(別紙１)

うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

― × ○ × ○ ×
○

（入院に係るも
のを除く。）

○
（配置医師が行う場合を除く。）

○ ×

○
（Ａ４００の１
短期滞在手術等
基本料１に限

る。）

○
（Ａ２２７精神
科措置入院診療
加算及びＡ２２
７－２精神科措
置入院退院支援
加算に限る。）

○
（Ａ４００の１
短期滞在手術等
基本料１に限

る。）

× ― ―

○ ―

― ― × ○

― ― × ○

― ― × ○

― ― × ○

― ― × ○

― ― × ○

― ― ×
○

（配置医師が行う場合を除く。）

― ― ×
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○ ―

○ ―

○ ―

○ ―

― ○

―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○
（療養病棟に入
院中の者に限

る。）

× ○ ○

○
（療養病棟に入
院中の者に限

る。）

○

○ ○

○ ―

―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○ ―

―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

注１ ○ ○

注２ ○

○
（短期入所療養
介護又は介護予
防短期入所療養
介護を受けてい

る場合に限
る。）

× ―

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

基
本

初・再診料 ○

入院料等 ×

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

×

Ｂ００１の24　外来緩和ケア管理料 ○ × ×

Ｂ００１の25　移植後患者指導管理料 ○ × ×

Ｂ００１の10　入院栄養食事指導料 ― × ×

○ × ×

Ｂ００１－２－７　外来リハビリテーション診療料 ○ × ×

×

Ｂ００１の27　糖尿病透析予防指導管理料 ○ × ×

Ｂ００１－２－５　院内トリアージ実施料 ○ × ×

Ｂ００１の26　植込型輸液ポンプ持続注入療法指導
管理料

○ ×

Ｂ００１－２－６　夜間休日救急搬送医学管理料

Ｂ００５　退院時共同指導料２ ― × × ×

Ｂ００１－２－８　外来放射線照射診療料 ○ × ×

Ｂ００４　退院時共同指導料１ ― × × ×

Ｂ００５－１－２　介護支援等連携指導料 ― × × ×

Ｂ００５－６　がん治療連携計画策定料 ○ × × ×

Ｂ００５－７　認知症専門診断管理料 ○ × ×

Ｂ００５－６－２　がん治療連携指導料 ○ × × ×

Ｂ００５－６－４　外来がん患者在宅連携指導料 ○ × × ×

Ｂ００７　退院前訪問指導料 ― × × ×

Ｂ００５－７－２　認知症療養指導料 ○ × × ×

Ｂ００５－８　肝炎インターフェロン治療計画料 ○ × × ×

Ｂ００７－２　退院後訪問指導料 ○ × × ×

Ｂ００８　薬剤管理指導料 ― × × ×

○ × × ×

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場

合を除く。）
× ×

Ｂ００８－２　薬剤総合評価調整管理料 ○ × × ×

Ｂ００９　診療情報提供料(Ⅰ)

特
掲

医
学
管
理
等
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

注３ ― ○

注４ ○ × ○ ―

注５及び注６ ○ ○ × ○

注８加算及び注９加算 ○ ○

注10加算（認知症専門医療機関紹介加算） ○ ○ × ○

注11加算（認知症専門医療機関連携加算）
注12加算（精神科医連携加算）
注13加算（肝炎インターフェロン治療連携加算）

― ○

注14加算（歯科医療機関連携加算１）
注15加算（歯科医療機関連携加算２）

○ ○

注16加算（地域連携診療計画加算） ― ―

注17加算（療養情報提供加算） ― ○

注18加算（検査･画像情報提供加算） ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ―

○ ―

○ ○ ×
○

※１

― × ○
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○
○

※10
―

ア：○　※８
（死亡日からさかのぼって30日以内
の患者及び末期の悪性腫瘍の患者に
限る。ただし、看取り介護加算(Ⅱ)
を算定している場合には看取り加算

は算定できない。）

イ：○　※10

○
○

※10
―

ア：○　※８
（死亡日からさかのぼって30日以内
の患者及び末期の悪性腫瘍の患者に
限る。ただし、看取り介護加算(Ⅱ)
を算定している場合には看取り加算

は算定できない。）

イ：○　※10

○
（養護老人ホー

ム、軽費老人ホー
ムA型、特別養護老
人ホーム、有料老
人ホーム及びサー
ビス付き高齢者向
け住宅の入所者を

除く。）

○
※10

― ―

○ × ×

○ × × ×

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費（医師が行う場合に

限る。）が算定されている場合を除く。）
× × ×

○ × ×

○ × ×

○ × × ×

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費（医師が行う場合に

限る。）が算定されている場合を除く。）
×

○ × × ×

○ × × ×

× ×

○ × × ×

Ｂ００９－２　電子的診療情報評価料 ○ × × ×

Ｂ０１０　診療情報提供料(Ⅱ) ○ × × ×

Ｂ０１０－２　診療情報連携共有料 ○ ○ ○ ×

Ｂ０１４　退院時薬剤情報管理指導料 ― × × ×

Ｂ０１1　診療情報提供料（Ⅲ） ○ × × ×

上記以外 ○ × ×

Ｃ０００　往診料 ○ × ×

Ｃ００１　在宅患者訪問診療料(Ⅰ)
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問診療を行うか否かにより該当する区
分を算定）

○ × × ×

Ｃ００１－２　在宅患者訪問診療料(Ⅱ) ○ × × ×

Ｃ００２　在宅時医学総合管理料 ― × × ×

Ｂ０１５　精神科退院時共同指導料 ― × × ×
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

○
（定員110名以下の
養護老人ホーム、
軽費老人ホームA
型、有料老人ホー
ム及びサービス付
き高齢者向け住宅
の入所者並びに特
別養護老人ホーム
の入所者（末期の
悪性腫瘍のものに

限る。）に限
る。）

― ―

ア：○　※８
（死亡日からさかのぼって30日以内
の患者及び末期の悪性腫瘍の患者に

限る。）

イ：○　※10

○
○

※10
○ × ○ ― ―

― ○

○
※２

○
※２及び※11

―
ア：○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）
イ：○　※12

在宅ターミナルケア加算及び同一建物居住者ター
ミナルケア加算

○
※２

（同一月におい
て、介護保険の

ターミナルケア加
算を算定していな
い場合に限る。）

○
※２及び※11

（同一月において、
介護保険のターミナ
ルケア加算を算定し
ていない場合に限

る。）

―

ア：○
（末期の悪性腫瘍の患者に限る。た
だし、看取り介護加算を算定してい
る場合には、在宅ターミナルケア加
算のロ又は同一建物居住者ターミナ

ルケア加算のロを算定する。）
イ：○　※12

在宅移行管理加算

○
※２

（同一月におい
て、介護保険の特
別管理加算を算定
していない場合に

限る。）

○
※２及び※11

（同一月において、
介護保険の特別管理
加算を算定していな
い場合に限る。）

―
ア：○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）
イ：○　※12

看護・介護職員連携強化加算 ○ ― ―

その他の加算
○

※２
○

※２及び※11
―

ア：○
（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

イ：○　※12

○
○

※２
―

○
（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

― ―

―
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

― ―

―
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

特
掲

在
宅
医
療

Ｃ００２－２　施設入居時等医学総合管理料 ○ × × ×

Ｃ００３　在宅がん医療総合診療料 × × ×

Ｃ００４　救急搬送診療料 ○ × × ×

○
※２

（同一月において、介護保険の特別管理加算を算定し
ていない場合に限る。）

× × ×

× × × ×

Ｃ００５　在宅患者訪問看護・指導料
Ｃ００５－１－２　同一建物居住者訪問看護・指導
料
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問指導を行うか否かにより該当する区
分を算定）

○
※２

× × ×

○
※２

（ただし、看取り介護加算を算定している場合には、
在宅ターミナルケア加算のロ又は同一建物居住者ター

ミナルケア加算のロを算定する。）

× × ×

Ｃ００６　在宅患者訪問リハビリテーション指導管
理料
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問指導を行うか否かにより該当する区
分を算定）

○
（急性増悪等により一時的に頻回の訪問リハビリテーションが必要な患者に限る。）

× × ×

○
※２

× × ×

Ｃ００５－２　在宅患者訪問点滴注射管理指導料
○

※２
× × ×

Ｃ００７　訪問看護指示料 ○ × × ×

Ｃ００７－２　介護職員喀痰吸引等指示料 ○ × × ×

Ｃ００８　在宅患者訪問薬剤管理指導料
（当該患者が居住する建築物に居住する者のうち当
該保険医療機関が当該指導料を算定する者の人数等
により該当する区分を算定）

× × × ×
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

― ―

― ―

―
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

―
○

（配置医師が行う場合を除く。）

○ × ― ―

― ―

―
○

※１

― ○

○ × ○ × ○ ○

○

○
（単純撮影に係

るものを除
く。）

○ × ○ ○

○
○

※３

○
（専門的な診療
に特有な薬剤に
係るものに限

る。）

○
（第３節に限

る。）
※３

○
（専門的な診療
に特有な薬剤に
係るものに限

る。）

○

○

○
（第２節に限

る。）
※４

○
（専門的な診療
に特有な薬剤に
係るものに限

る。）

○
（第２節に限

る。）
※４

○
（専門的な診療
に特有な薬剤に
係るものに限

る。）

○

○

○
（Ｈ００５視能
訓練及びＨ００
６難病患者リハ
ビリテーション
料に限る。）

×

○
（同一の疾患等について、介護保険
におけるリハビリテーションの利用
開始月の翌月以降は算定不可（ただ
し、別の施設で介護保険におけるリ
ハビリテーションを行う場合には、
利用開始月の３月目以降は算定不

可））

― × ○
○

※１

― × ―

○
（ただし、往診時に行う場合には精
神療法が必要な理由を診療録に記載

すること。）

― × ○

○
（ただし、往診時に行う場合には精
神療法が必要な理由を診療録に記載

すること。）

○
（同一日におい
て、特定診療費
を算定する場合

を除く。）

―

○ × ○ × ○ ○

○
（同一日におい
て、特定診療費
を算定する場合

を除く。）

―

Ｃ００９　在宅患者訪問栄養食事指導料
（当該患者が居住する建築物に居住する者のうち当
該保険医療機関が当該指導料を算定する者の人数等
により該当する区分を算定）

× × × ×

Ｃ０１０　在宅患者連携指導料 × × × ×

Ｃ０１１　在宅患者緊急時等カンファレンス料 ○ × × ×

Ｃ０１２　在宅患者共同診療料の１ ○ × × ×

Ｃ０１２　在宅患者共同診療料の２
Ｃ０１２　在宅患者共同診療料の３
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問診療を行うか否かにより該当する区
分を算定）

○ × × ×

検査 ○
○

※７

画像診断

Ｃ０１３　在宅患者訪問褥瘡管理指導料 ○ × × ×

第２節第１款に掲げる在宅療養指導管理料 ○ × × ×

○ ○

投薬 ○
○

※３

注射 ○
○

※５

第２節第２款に掲げる在宅療養指導管理材料加算 ○ × × ○

○ × ×

Ｉ００３－２　認知療法・認知行動療法 ○ × ×

リハビリテーション

○
（同一の疾患等について、介護保険におけるリハビリテーションの利用開始月の翌月以降は算
定不可（ただし、別の施設で介護保険におけるリハビリテーションを行う場合には、利用開始

月の３月目以降は算定不可））

×
○

※７

Ｉ００２　通院・在宅精神療法
（１通院精神療法に限る。）

○ × ×

Ｉ００２　通院・在宅精神療法
（２在宅精神療法に限る。）

Ｉ００８　入院生活技能訓練療法 ―
○

（同一日において、特定診療費を算
定する場合を除く。）

○
（同一日において、特定診療費を算

定する場合を除く。）
×

Ｉ００５　入院集団精神療法 ―
○

（同一日において、特定診療費を算
定する場合を除く。）

○
（同一日において、特定診療費を算

定する場合を除く。）
×

Ｉ００７　精神科作業療法 ○ ×

-118-



「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

○
（認知症対応型通
所介護費又は通所
リハビリテーショ
ン費を算定した日
以外の日は算定

可）

○

○
（精神科退院指
導料又は地域移
行機能強化病棟
入院料を算定し

たものに限
る。）

×

○
（精神科退院指
導料を算定した
ものに限る。）

×

○
（精神科退院指
導料を算定した
ものに限る。）

○

注５ ○ ○ ― ○ ― ―

○
（認知症対応型通
所介護費又は通所
リハビリテーショ
ン費を算定した日
以外の日は算定

可）

○

○
（精神科退院指
導料又は地域移
行機能強化病棟
入院料を算定し

たものに限
る。）

×

○
（精神科退院指
導料を算定した
ものに限る。）

×

○
（精神科退院指
導料を算定した
ものに限る。）

○

注６ ○ ○ ― ○ ― ―

○
（認知症対応型通
所介護費又は通所
リハビリテーショ
ン費を算定した日
以外の日は算定

可）

○ ― ○

○ ○ × ○ × ―

○
※９

○
※９及び※13

― × × × ×

ア：○
（認知症患者を除く。）

イ：○　※13
（認知症患者を除く。）

看護・介護職員連携強化加算 ○ ― × × × × ―

― ― ― ― ―
○

（認知症患者を除く。）

○
（認知症対応型通
所介護費又は通所
リハビリテーショ
ン費を算定した日
以外の日は算定

可）

○

○
（認知症である
老人であって日
常生活自立度判
定基準がランク
Ｍのものに限

る。）

― ○

―
○

（精神科在宅患者支援管理料１のハ
を算定する場合を除く。）

○
○

※１

○
○

※６
○ × ○ ○

○ × ○ ○

○ × ○ ○

○ × ○ ○

○ × ○ × ○ ○

○ ○

○ ―

○ ―

○ ○

特
掲

精
神
科
専
門
療
法

Ｉ００８－２　精神科ショート・ケア

○
（当該療法を行っている期間内において、認知症対応
型通所介護費又は通所リハビリテーション費を算定し

た場合は算定不可）

×

Ｉ０１０　精神科ナイト・ケア
Ｉ０１０－２　精神科デイ・ナイト・ケア

○
（当該療法を行っている期間内において、認知症対応
型通所介護費又は通所リハビリテーション費を算定し

た場合は算定不可）

― ― ×

Ｉ０１１　精神科退院指導料
Ｉ０１１－２　精神科退院前訪問指導料

― ×

― ×

Ｉ００９　精神科デイ・ケア

○
（当該療法を行っている期間内において、認知症対応
型通所介護費又は通所リハビリテーション費を算定し

た場合は算定不可）

×

― ×

Ｉ０１２－２　精神科訪問看護指示料 ○ ×

Ｉ０１５　重度認知症患者デイ・ケア料

○
（重度認知症患者デイ・ケアを行っ
ている期間内において、認知症対応
型通所介護費又は通所リハビリテー
ション費を算定した場合は算定不

可）

― ― ×

Ｉ０１２　精神科訪問看護・指導料(Ⅰ)及び(Ⅲ)
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から
給付される訪問看護を行うか否かにより該当する区
分を算定）（看護・介護職員連携強化加算以外の加
算を含む。）

○
※９

×

× ×

処置 ○
○

※７

手術 ○ ○
○

※７

Ｉ０１６　精神科在宅患者支援管理料 ○ × × ×

上記以外 ○ ○ ○ ×

Ｂ０００－４　歯科疾患管理料
Ｂ００２　歯科特定疾患療養管理料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場

合を除く。）
○ ○ ○

Ｂ００４－１－４　入院栄養食事指導料 ―

特
掲

麻酔 ○ ○
○

※７

放射線治療 ○ ○ ○

病理診断

× × ―

Ｂ００４－９　介護支援等連携指導料 ― × × ―

○ ○

Ｂ００６－３　がん治療連携計画策定料 ○ × × ○
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

― ○

○ ―

○ ―

― ○

○
○

※１

○ ―

○ ―

○ ―

○ ○

○ ○

○ ○

―
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

― ―

―
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

○ ○

× ○

× ×

× ×

× ○

×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

×
○

（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

○ ―

× ○

× ○

歯
科

Ｂ００６－３－２　がん治療連携指導料 ○ × × ○

Ｂ００７　退院前訪問指導料 ― × × ―

Ｂ００８　薬剤管理指導料 ― × × ―

Ｂ００８－２　薬剤総合評価調整管理料 ○ × × ×

Ｂ００９　診療情報提供料(Ⅰ)（注２及び注６）
○

（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

○ ○ ○

Ｂ０１１－４　退院時薬剤情報管理指導料 ― × × ―

Ｂ０１４　退院時共同指導料１ ― × × ×

Ｂ０１５　退院時共同指導料２ ― × × ―

Ｃ００１　訪問歯科衛生指導料 × ○ ○ ○

Ｃ００１－３　歯科疾患在宅療養管理料
○

（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

○ ○ ○

Ｃ００１－５　在宅患者訪問口腔リハビリテーション指導管
理料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場

合を除く。）
○ ○ ○

Ｃ００３　在宅患者訪問薬剤管理指導料 × × × ×

Ｃ００７　在宅患者連携指導料 × × × ×

Ｃ００８　在宅患者緊急時等カンファレンス料 ○ × × ×

上記以外 ○ ○ ○ ○

×

１３の３　かかりつけ薬剤師包括管理料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。ただし、当該患者の薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時

の投薬が行われた場合には算定可）

× × ×

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。ただし、当該患者の薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時

の投薬が行われた場合には算定可）

× × ×

１３の２　かかりつけ薬剤師指導料

○
（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。ただし、当該患者の薬学的管理指導計画に係る疾病と別の疾病又は負傷に係る臨時

の投薬が行われた場合には算定可）

× ×

×

１４の２　外来服薬支援料
○

（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

× × ×

１５　在宅患者訪問薬剤管理指導料 × ×

×

× ×

調
剤

１５の５　服薬情報等提供料
○

（同一月において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

× ×

１５の２　在宅患者緊急訪問薬剤管理指導料 ○ × ×

調
剤

１０　薬剤服用歴管理指導料

１５の３　在宅患者緊急時等共同指導料
○

（同一日において、居宅療養管理指導費又は介護予防居宅療養管理指導費が算定されている場
合を除く。）

× ×

×

上記以外 ○ × × ×

１５の４　退院時共同指導料 ― × × ×
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

○
※２

○
※２

（当該患者による
サービス利用前30日
以内に患家を訪問

し、訪問看護基本療
養費を算定した訪問
看護ステーションの
看護師等が指定訪問
看護を実施した場合
に限り（末期の悪性
腫瘍の以外の患者に
おいては、利用開始
後30日までの間）、
算定することができ

る。）

―

ア：○
（末期の悪性腫瘍の患者に限る。）

イ：○
（末期の悪性腫瘍の患者であって、
当該患者によるサービス利用前30日
以内に患家を訪問し、訪問看護基本
療養費を算定した訪問看護ステー

ションの看護師等が指定訪問看護を
実施した場合に限り、算定すること

ができる。）

○
※９

○
※９及び※14

―

ア：○
（認知症患者を除く。）

イ：○　※14
（認知症患者を除く。）

○ ―

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

○
※15及び※17

―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者
（同一月におい

て、緊急時訪問看
護加算又は緊急時
介護予防訪問看護
加算を算定してい

ない場合に限
る。）

○
※15及び※17

（同一月において、
緊急時訪問看護加算
又は緊急時介護予防
訪問看護加算を算定
していない場合に限

る。）

―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

（同一月おいて、
介護保険の特別管
理加算を算定して
いない場合に限

る。）

○
※15及び※17

（同一月において、
介護保険の特別管理
加算を算定していな
い場合に限る。）

―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○
※２又は精神科
訪問看護基本療
養費を算定でき

る者

×

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

（末期の悪性腫瘍
等の患者である場
合又は退院後行う
初回の訪問看護が
特別訪問看護指示
書に係る指定訪問
看護である場合に

限る。）

○
※17

（末期の悪性腫瘍等
の患者である場合又
は退院後行う初回の
訪問看護が特別訪問
看護指示書に係る指
定訪問看護である場

合に限る。）

― ―

―

０１　訪問看護基本療養費(Ⅰ)及び(Ⅱ)（注加算を含む。）
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から給付され
る訪問看護を行うか否かにより該当する区分を算定）

○
※２

― ― ―

０１－２　精神科訪問看護基本療養費(Ⅰ)及び(Ⅲ)（注加算
を含む。）
（同一建物において同一日に２件以上医療保険から給付され
る訪問看護を行うか否かにより該当する区分を算定）

○
※９

― ―

０１－３　訪問看護基本療養費(Ⅲ)及び精神科訪問看護基本
療養費(Ⅳ)

―
ア：○
イ：×

ア：○
イ：×

―

０２　訪問看護管理療養費
○

※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者
― ― ―

24時間対応体制加算

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（同一月において、緊急時訪問看護加算又は緊急時介
護予防訪問看護加算を算定していない場合に限る。）

― ― ―

特別管理加算

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（同一月おいて、介護保険の特別管理加算を算定して
いない場合に限る。）

― ― ―

退院時共同指導加算 ― × ×

ア：○
※２又は精神科訪問看護基本療養費

を算定できる者
イ：×

退院支援指導加算

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（末期の悪性腫瘍等の患者である場合又は退院後行う
初回の訪問看護が特別訪問看護指示書に係る指定訪問

看護である場合に限る。）

― ― ―
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

― ×

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

○
※15及び※17

―
ア：○　※16

イ：○　※16及び※17

○ ― ×

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者
（同一月におい

て、介護保険によ
る訪問看護を受け
ていない場合に限

る。）

○
※15及び※17

（同一月において、
介護保険による訪問
看護を受けていない

場合に限る。）

― ×

― ―

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者

○
※15及び※17

― ×

○
※２又は精神科訪
問看護基本療養費
を算定できる者
（同一月におい

て、介護保険によ
るターミナルケア
加算を算定してい

ない場合に限
る。）

○
※15及び※17

（同一月において、
介護保険によるター
ミナルケア加算を算
定していない場合に

限る。）

―

ア：○　※16
（ただし、看取り介護加算を算定し
ている場合には、訪問看護ターミナ

ルケア療養費２を算定する）
イ：○　※16及び※17

注）

※１

※２

※３

※４

在宅患者連携指導加算 × ― ― ―

在宅患者緊急時等カンファレンス加算
○

※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者
― ― ―

看護・介護職員連携強化加算 × ― ― ―

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者 ― ― ―

社会福祉施設、身体障害者施設等、養護老人ホーム及び特別養護老人ホームに入居又は入所する者に係る診療報酬の算定については、「特別養護老人ホーム等における療養の給付の取扱いについて」（平成18年３月31日保医発第0331002号）に特段の規定がある場合には、当該規定が適用されるものであること。

末期の悪性腫瘍等の患者及び急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護が必要である患者に限る。

次に掲げる薬剤の薬剤料に限る。
　・抗悪性腫瘍剤（悪性新生物に罹患している患者に対して投与された場合に限る。）
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能若しくは効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能若しくは効果を有するものに限る。）

次に掲げる薬剤の薬剤料に限る。
　・エリスロポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・ダルベポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・エポエチンベータペゴル（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬
　・インターフェロン製剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するものに限る。）
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有するものに限る。）
　・血友病の治療に係る血液凝固因子製剤及び血液凝固因子抗体迂回活性複合体

０３　訪問看護情報提供療養費１

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（同一月において、介護保険による訪問看護を受けて
いない場合に限る。）

― ― ―

０３－２　訪問看護情報提供療養費２ ― ― ― ―

０５　訪問看護ターミナルケア療養費

○
※２又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

（ただし、看取り介護加算を算定している場合には、
訪問看護ターミナルケア療養費２を算定する）

― ― ―

〇：要介護被保険者等である患者について療養に要する費用の額を算定できる場合（平成20年厚生労働省告示第128号）の規定により算定されるべき療養としているもの　×：診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）第６号の規定により算定できないもの　－：診療報酬の算定方法の算定要件を満
たし得ないもの

０３－３　訪問看護情報提供療養費３
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うち、小規模多機能
型居宅介護又は複合
型サービスを受けて
いる患者（宿泊サー
ビスに限る。）

うち、外部サービス利用
型指定特定施設入居者生
活介護又は外部サービス
利用型指定介護予防特定
施設入居者生活介護を受
ける者が入居する施設

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定しない日
の場合

介護療養施設
サービス費のう
ち、他科受診時
費用（362単位）
を算定した日の
場合

併設保険医療機
関

併設保険医療機
関以外の保険医
療機関

ア.介護老人保健施設
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室に限る。）を受けている
患者 ア.地域密着型介護老人福祉施設又は

介護老人福祉施設
イ.短期入所生活介護又は介護予防短
期入所生活介護を受けている患者

区　分

１．入院中の患者以外の患者
（次の施設に入居又は入所する者を含み、３の患者を除く。）

２．入院中の患者 ３．入所中の患者

自宅、社会福祉施設、身体障害者施設等
（短期入所生活介護、介護予防短期入所
生活介護、短期入所療養介護又は介護予
防短期入所療養介護を受けているものを

除く。）
※１

認知症対応型グ
ループホーム
（認知症対応型
共同生活介護又
は介護予防認知
症対応型共同生
活介護）

特定施設（指定特定施設、指定地域
密着型特定施設及び指定介護予防特
定施設に限る。）

介護療養型医療
施設の病床以外
の病床（短期入
所療養介護又は
介護予防短期入
所療養介護を受
けている患者を
除く。）

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床を除く。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（介護老人保健施
設の療養室又は認知症病棟の病床を
除く。）を受けている患者

ア.介護療養型医療施設（認知症病
棟の病床に限る。）
イ.短期入所療養介護又は介護予防
短期入所療養介護（認知症病棟の病
床に限る。）を受けている患者

※５

※６

※７

※８ 死亡日からさかのぼって30日以内の患者については、当該患者を当該特別養護老人ホーム（看取り介護加算の施設基準に適合しているものに限る。）において看取った場合（在宅療養支援診療所又は在宅療養支援病院若しくは当該特別養護老人ホームの協力医療機関の医師により行われたものに限る。）に限る。

※９

※10

※11

※12

※13

※14

※15

※16

※17

末期の悪性腫瘍の患者、急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護が必要である患者又は精神科訪問看護基本療養費を算定出来る者（認知症でない者に限る。）

末期の悪性腫瘍の患者又は精神科訪問看護基本療養費を算定出来る者（認知症でない者に限る。）に限る。

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、訪問看護療養費を算定した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実施した場合に限り（末期の悪性腫瘍の患者以外の患者においては、利用開始後30日までの間）、算定することができる。

検査、リハビリテーション、処置、手術又は麻酔について、それぞれ、特掲診療料の施設基準（平成20年厚生労働省告示第63号）別表第12の第１号、第２号、第３号、第４号又は第５号に掲げるものを除く。

認知症患者を除く。（ただし、精神科在宅患者支援管理料を算定する患者にあってはこの限りではない。）

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、在宅患者訪問診療料、在宅時医学総合管理料、施設入居時等医学総合管理料又は在宅がん医療総合診療料（以下「在宅患者訪問診療料等」という。）を算定した保険医療機関の医師（配置医師を除く。）が診察した場合に限り、算定することができる（末
期の悪性腫瘍の患者以外の患者においては、利用開始後30日までの間に限る。）。
また、保険医療機関の退院日から当該サービスの利用を開始した患者については、当該サービス利用開始前の在宅患者訪問診療料等の算定にかかわらず、退院日を除き算定できる（末期の悪性腫瘍の患者以外の患者においては、利用開始後30日までの間に限る。）。

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、在宅患者訪問看護・指導料を算定した保険医療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、算定することができる（末期の悪性腫瘍の患者以外の患者においては、利用開始後30日までの間に限る。）。

末期の悪性腫瘍の患者であって、当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、在宅患者訪問看護・指導料を算定した保険医療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、算定することができる。

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、精神科訪問看護・指導料を算定した保険医療機関の看護師等が訪問看護・指導を実施した場合に限り、利用開始後30日までの間、算定することができる。

次に掲げる費用に限る。
　・外来化学療法加算
　・静脈内注射（保険医が療養病床から転換した介護老人保健施設に赴いて行うもの及び外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・動脈注射（外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・抗悪性腫瘍剤局所持続注入（外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・肝動脈塞栓を伴う抗悪性腫瘍剤肝動脈内注入（外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・点滴注射（保険医が療養病床から転換した介護老人保健施設に赴いて行うもの及び外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・中心静脈注射（外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・植込型カテーテルによる中心静脈注射（外来化学療法加算を算定するものに限る。）
　・エリスロポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）の費用
　・ダルベポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）の費用
　・エポエチンベータペゴル（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・抗悪性腫瘍剤（悪性新生物に罹患している患者に対して投与された場合に限る。）の費用
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬の費用
　・インターフェロン製剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するものに限る。）の費用
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有するものに限る。）の費用
　・血友病の治療に係る血液凝固因子製剤及び血液凝固因子抗体迂回活性複合体の費用

創傷処置（手術日から起算して十四日以内の患者に対するものを除く。）、喀痰吸引、摘便、酸素吸入、酸素テント、皮膚科軟膏処置、膀胱洗浄、留置カテーテル設置、導尿、膣洗浄、眼処置、耳処置、耳管処置、鼻処置、口腔、咽頭処置、間接喉頭鏡下喉頭処置、ネブライザー、超音波ネブライザー、介達牽
引、消炎鎮痛等処置、鼻腔栄養及び長期療養患者褥瘡等処置を除く。

当該患者によるサービス利用前30日以内に患家を訪問し、精神科訪問看護基本療養費を算定した訪問看護ステーションの看護師等が指定訪問看護を実施した場合に限り、利用開始後30日までの間、算定することができる。
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（別紙２）

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

基
本

× ○

Ｂ００１の１　ウイルス疾患指導料 ○

Ｂ００１の２　特定薬剤治療管理料 ○

Ｂ００１の３　悪性腫瘍特異物質治療管理料

Ｂ００１の９　外来栄養食事指導料
○

（栄養マネジメント加算を算定していない場合に限る。）

Ｂ００１の11　集団栄養食事指導料
○

（栄養マネジメント加算を算定していない場合に限る。）

Ｂ００１の12　心臓ペースメーカー指導管理料 ○

○

Ｂ００１の24　外来緩和ケア管理料 ○

Ｂ００１の25　移植後患者指導管理料 ○

Ｂ００１の14　高度難聴指導管理料 ○

Ｂ００１の15　慢性維持透析患者外来医学管理料 ○

Ｂ００１の16　喘息治療管理料 ○

Ｂ００１の22　がん性疼痛緩和指導管理料

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

初・再診料 ○

入院料等 ×
○

（Ａ４００の１短期滞在手術等基本料１に限る。）

Ｂ００１の６　てんかん指導料 ○

Ｂ００１の７　難病外来指導管理料 ○

Ｂ００１の８　皮膚科特定疾患指導管理料 ○

Ｂ００１の20　糖尿病合併症管理料 × ○

○

Ｂ００１の23　がん患者指導管理料 ○

-124-



「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

× ○ × ○

× ○ × ○

× ○ × ○

注１
注６
注８加算
注10加算 （認知症専門医療機関紹介加算）
注11加算（認知症専門医療機関連携加算）
注12加算（精神科医連携加算）
注13加算（肝炎インターフェロン治療連携加算）
注14加算（歯科医療機関連携加算１）
注15加算（歯科医療機関連携加算２）
注18加算（検査･画像情報提供加算）

特
掲

医
学
管
理
等

Ｂ００９　診療情報提供料（Ⅰ）

○

Ｂ００５－６－３　がん治療連携管理料 ○

Ｂ００５－７　認知症専門診断管理料 ○

Ｂ００５－８　肝炎インターフェロン治療計画料 ○

Ｂ００１－７　リンパ浮腫指導管理料（注２の場合に限
る。）

○

Ｂ００５－６　がん治療連携計画策定料 ○

Ｂ００５－６－２　がん治療連携指導料 ○

Ｂ００１－２－８　外来放射線照射診療料 ○

Ｂ００１－３　生活習慣病管理料
○

（注３に規定する加算に限る。）

Ｂ００１－３－２　ニコチン依存症管理料 × ○

Ｂ００１－２－４　地域連携夜間・休日診療料

Ｂ００１－２－５　院内トリアージ実施料

Ｂ００１－２－６　夜間休日救急搬送医学管理料

Ｂ００１の26　植込型輸液ポンプ持続注入療法指導管理料 ○

Ｂ００１の27　糖尿病透析予防指導管理料 × ○
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

× ○ × ○

× ○ × ○

× ○

× ○ × ○

×
○

（同一日において、特別診療
費を算定する場合を除く。）

× ○

Ｉ００６　通院集団精神療法 ×

○
（専門的な診療に特有な薬剤に係るものに限る。）

注射
○

※２
○

（専門的な診療に特有な薬剤に係るものに限る。）

リハビリテーション
○

（Ｈ００５視能訓練及びＨ００６難病患者リハビリテ－ション料に限る。）

×

特
掲

検査 × ○

画像診断
○

（単純撮影に係るものを除く。）
○

投薬
○

※１

精
神
科
専
門

Ｉ０００　精神科電気痙攣療法 × ○

Ｉ００２　通院・在宅精神療法 × ○

Ｉ００３－２　認知療法・認知行動療法

Ｂ０１２　傷病手当金意見書交付料 ○

上記以外 ×

特
掲

在
宅
医
療

Ｃ０００　往診料

第２節第２款に掲げる在宅療養指導管理材料加算 ○

上記以外

Ｂ００９－２　電子的診療情報評価料

Ｂ０１０－２　診療情報連携共有料

Ｂ０１１－３　薬剤情報提供料 ×

Ｂ０１１　診療情報提供料（Ⅲ） ○

Ｉ０００－２　経頭蓋磁気刺激療法 × ○
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

× ○

× ○

× ○

× ○

調
剤

退院時共同指導加算

訪問看護療養費 ×

○
※４又は精神科訪問看護基本療養費を算定できる者

×

Ｃ００８　在宅患者緊急時等カンファレンス料 ×

上記以外 ○

別表第三 ×

歯
科

Ｂ００８－２　薬剤総合評価調整管理料 ×

Ｂ０１４　退院時共同指導料１ ×

Ｃ００３　在宅患者訪問薬剤管理指導料 ×

Ｃ００７　在宅患者連携指導料

処置
○

※３
○

手術 ○

特
掲

麻酔 ○

放射線治療 ○

病理診断 ○

Ｉ００９　精神科デイ・ケア（注６の場合を除く。） ×

Ｉ０１５　重度認知症患者デイ・ケア料 ×

上記以外 ×

Ｉ００７　精神科作業療法 ×

Ｉ００８－２　精神科ショート・ケア（注５の場合を除
く。）

×

門
療
法
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「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険の相互に関連する事項等について」の一部改正について

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

併設保険医療機関
併設保険医療機関以外の保険
医療機関

区　分

ア.介護医療院に入所中の患者
イ.短期入所療養介護又は介護予防短期入所療養介護（介護医療院の療養床に限る。）を受けている患者

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定しない日の場合

介護医療院サービス費のうち、他科受診時費用（362単位）
を算定した日の場合

※１

※２

※３

※４ 末期の悪性腫瘍等の患者及び急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護が必要である患者に限る。

次に掲げる薬剤の薬剤料に限る。
　・抗悪性腫瘍剤（悪性新生物に罹患している患者に対して投与された場合に限る。）
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能若しくは効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能若しくは効果を有するものに限る。）

次に掲げる薬剤の薬剤料に限る。
　・エリスロポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・ダルベポエチン（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・エポエチンベータペゴル（人工腎臓又は腹膜灌流を受けている患者のうち腎性貧血状態にあるものに投与された場合に限る。）
　・疼痛コントロールのための医療用麻薬
　・インターフェロン製剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するものに限る。）
　・抗ウイルス剤（Ｂ型肝炎又はＣ型肝炎の効能又は効果を有するもの及び後天性免疫不全症候群又はＨＩＶ感染症の効能又は効果を有するものに限る。）
　・血友病の治療に係る血液凝固因子製剤及び血液凝固因子抗体迂回活性複合体

創傷処置（手術日から起算して十四日以内の患者に対するものを除く。）、喀痰吸引、摘便、酸素吸入、酸素テント、皮膚科軟膏処置、膀胱洗浄、留置カテーテル設置、導尿、膣
洗浄、眼処置、耳処置、耳管処置、鼻処置、口腔、咽頭処置、間接喉頭鏡下喉頭処置、ネブライザー、超音波ネブライザー、介達牽引、消炎鎮痛等処置、鼻腔栄養及び長期療養患
者褥瘡等処置を除く。
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＊P.7のQ1を参照
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